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Ⅰ 解説

はじめに

本稿は、末弘厳太郎（東京帝国大学法学部教授・民法学）による 1924年度「労働
法制」講義を受講した矢部貞治の筆記ノート 2冊（以下、矢部ノートと略記）を全
文翻刻するものである 1。

1  原本は『矢部貞治文書』（矢部家所蔵・衆議院憲政記念館保管）にあるが、本稿では『オン
ライン版 矢部貞治関係文書 補遺』（丸善雄松堂、2019年）を用いた。1冊目は、資料番
号 109－ 5「〔矢部貞治ノート（第一高等学校時代 5）〕」、2冊目は資料番号 109－ 6「〔矢部
貞治ノート（第一高等学校時代 6）〕」である。以下、「矢部ノート①」「矢部ノート②」と略
記する。
これらのノートが高校時代ではなく大学時代のものであることを発見したのは、責任著
者の大谷である。講義年度の特定、ノートの概要、講義の編目構成はすでに、大谷伸治「大
学生時代の矢部貞治（1）」（『弘前大学教育学部紀要』第 126号、2021年 a）42～ 44頁、
同「大学生時代の矢部貞治（3）」（（『弘前大学教育学部紀要』第 126号、2021年 b）65～
67頁にて明らかにした（ただし後述するように、講義の編目構成については誤りがあった
ため、本稿で修正した）。本稿はこれを受けて、第一著者の藤が卒業研究で取り組んだ全文
翻刻（藤亮介「末弘厳太郎の 1924年度 「労働法制」 講義――矢部貞治筆記ノートの翻刻」
2021年度弘前大学教育学部卒業論文）を公にするものである。翻刻は、藤が解読したもの
を大谷と逐一確認しながら共同作業で進めた。解説は、投稿に際して、大谷が大幅な加除
修正を施しほぼ全面的に書き改めた。
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末弘の「労働法制」講義は、1921年秋ないし 1922年 10月に半期の随意科目（卒
業要件外）として開講された日本初の労働法に関する講義である 2。末弘が 1946年に
東大を退官するまで継続的に開講され、現時点では 5つの私家版講義録（1929年、
1932年、1935年、1937年、1940年）と 1冊の受講ノート（1937年、1938年）の
存在が確認されている 3。なおこの間、1930年に講義名が「労働法制」から「労働法」
へ改称され、1942年には通年選択科目（卒業単位内）になったといわれている 4。
矢部ノートは、現在知られる最も早い 1929年の講義録に先立つ。本ノートの発見
によって、1924年からすでに通年で講義がおこなわれていたことが判明した。おそ
らく 1924年が通年でおこなわれた初年度であったと考えられる。
また、矢部ノートは、日本労働法学の古典といわれる『労働法研究』（改造社、

1926年）にも先立つ。よって、矢部ノートは欠席した数回分が欠けているものの、
これまでもっぱら末弘の回想と『労働法研究』にもとづいて論じられてきた末弘労働
法学の形成過程 5をより詳らかにできる貴重な史料である。本解説では、ノートと『労

2  講義の開始年度をめぐる議論については、石井保雄「日本労働法学事始め探索の顛末――
末弘厳太郎 「労働法制」 開講をめぐって」（『労働法律旬報』第 1812号、2014年）、同「日
本労働法学事始め探索・余聞――末弘厳太郎 「労働法制」 開講をめぐって・再論」（『労働
法律旬報』第 1835号、2015年 a）、同『わが国労働法学の史的展開』（信山社、2018年）3
～ 5頁、428～ 429頁参照。

3  詳しくは、石井保雄「わが国労働法学の生誕――戦前・戦時期の末弘厳太郎」（『独協法学』
第 96号、2015年 b）88～ 117頁、前掲註 2石井 2018著書、427～ 451頁参照。5つの講
義録の書誌事項・所蔵先は以下の通り。①末弘〔厳太郎〕述・神原清喜編『労働法制――
昭和四年度東京帝国大学講義録』（辛酉社、1929年、東京大学法学部図書館所蔵）、②末弘
厳太郎述・恩地久夫編『労働法――昭和七年度東京帝国大学講義』（啓明社、1932年、東京
大学法学部図書館所蔵）、これを校閲・翻刻したものが、向山寛夫「末弘厳太郎教授述・「労
働法」 ――昭和七年度東京帝国大学講義」（『国学院法学』第 20巻第 3号、1982年）、③末
弘厳太郎講述『労働法――昭和十一年度東大講義』第一分冊・第二分冊（東京プリント刊
行会、1935年、国立国会図書館デジタルコレクション所蔵）、④末弘厳太郎講述『労働法
――昭和十三年度東大講義』第一分冊（東京プリント刊行会、1937年、国立国会図書館デ
ジタルコレクション所蔵）、⑤〔末弘厳太郎述〕・帝大プリント聯盟編『労働法（全）――
講義プリント 昭和 15年度東京帝国大学法学部講義』（帝大プリント聯盟、1940年、東京
大学法学部図書館所蔵）。受講ノートは、海軍経理学校専科学生の堀俊蔵が東京帝国大学法
学部にて聴講したときのもので、東京大学文書館所蔵、参照コード F0148/001「労働法（講
義ノート）」（1938（昭和 13）年 10月 25日～ 1939（昭和 14）年カ）。

4  末弘厳太郎・川島武宜編『嘘の効用 下』（冨山房、1994年）「略年譜」442頁。
5  末弘労働法学に関する主な研究としては以下がある。野村平爾「労働法学における遺産」
（『法律時報』第 23巻第 11号、1951年）、野村研究室「末弘博士の労働法理論――戦後労
働法理論のスタート・ライン」（『法律時報』第 28巻第 9号、1956年）、片岡曻「日本の法
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働法研究』以前の論攷との比較考証によって、1924年度講義の構成を明らかにし、
「形成期末弘労働法学 6」における本講義の意義について若干の考察を試みたい。

1．1924年度講義の全体構成

1924年度講義については、初回（5月 14日；第 1章 序論）のみ、帝国大学新聞
が詳報したことはすでに知られている 7。矢部ノートでは欠けている回なので、長くな
るが全文を引用しよう。

赤門の新人と自他共に許すガンち
〔ちやん〕

ん事末弘教授の人気は何と云つてもまた大した
もので、その『労働法制』の講義を聞かんものと水曜の八時から大講堂はおすな
お
〔くの字点〕

すなの大盛況である。博士がその倭
〔矮小〕

少な体躯を壇上に運ぶと学生は早くも片唾
を飲む。英仏独露の諸国の参考書が一通り上げられて、本論に入り第一章序論と
なる。『……序論の内容は労働法の発生、歴史範囲の問題であつて、先づ産業革
命から論じて見度い』教授の口は次第に円滑になり、玲瓏玉の如くとまでは行か
ないが、あの小さな身体でと驚く程大きな声が大講堂の中にひびく。然し何と云
つても柄相応にお可愛らしい声だ。『産業革命は社会の万般に重大なる影響を与
へてゐるが法律に対する影響も甚大なものである。フランス革命にしても私法に
与へた影響は甚だ大であつて、私はこの革命後の各国私法の比較研究を一つの研
究題目としてゐます……』産業革命の参考書が二三挙げられる。最後に『共産党
宣言』をあげ『マルクス、エンゲルスの資本主義に対する観察は、実に驚くべき
明透さを持つてゐる』と云つてその一節が紹介される。共産党宣言など云へば我
国ではまだ国禁のものであるが、まさか教室でガンちやん読んだからと云つたと

学を創った人々⑥末弘厳太郎」（『法学セミナー』第 53号、1960年）、磯村哲『社会法学の
展開と構造』（日本評論社、1975年）第 1編第 2章第 2節、石田眞「末弘労働法論ノート
―― 「形成期」 末弘労働法学の一断面」（『早稲田法学』第 64巻第 4号、1989年）、同「労
働法学者としての末弘厳太郎」（日本評論社編『末弘厳太郎 法律時観・時評・法律時評
集 下――戦中・終戦から講和条約 1942－ 1951』日本評論社、2018年）、前掲註 3石井
2015b論文、前掲註 2石井 2018著書、川角由和『末弘厳太郎の法学理論――形成・展開・
展望』（日本評論社、2022年）第 6章第 2節。

6  前掲註 5石田 2018論文の用語に従った。留学から帰国した翌年（1921年）から 1926年ま
でに発表された労働法関連の業績をまとめた『労働法研究』の刊行で一つの到達点を迎え
る時期を指す（452頁参照）。

7  前掲註 2石井 2015a論文、5頁に部分引用されている。
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て三井甲之とか申す方が喰つてかかる事もあるまいから此処に一寸御披露する次
第『アメリカ大陸の発見と希

〔喜〕

望峰の廻航は、新興ブルジヨア階級に活動の新天地
を与へた。東印度と支那の市場が開け、アメリカ大陸に植民し、植民地と貿易を
始め、そして交易の手段と一般商品が増大した結果は商業、航海、工業に未だ曾
て知られない力を与へた。従つて、崩壊せんとする封建社会内に於ける革命的要
素にも、亦急速の進歩を促した……』
『マルクス、エンゲルスはかく説き来り、更に資本主義の世界化を説いてゐるが、
之に反対意見を出したのがクロポトキンで…』とクロポトキンの経済学説の紹介
を済ますと話は更に共産党宣言に戻る『マルクスは共産宣言の中に、今日の農村
の疲弊の原因を指摘し、農村の消費経済組織の形式が、貨幣化された事を論じて
ゐる…』此処で得意の農村問題の研究の一端が洩らされる。学生のペンは静かな
教室に切りにサラサラ音して講義の後を追はんとするが、要点の覚書も容易でな
い程講義は前処を受ける。産業革命の結果として第一に自由競争があげられると
共に時節柄人の注意を惹く国際労働会議の問題が出て来る。ガンちやんによれ
ば、今日の国際労働会議は実は英米その他天然の資料を抱負に樹つ国々の、資本
家達の利用機関である、若し我国が経済上の国際競争を是認するならばよろしく
之を否認すべきである、と云ふ結論になるらしい。福田博士の鈴木氏に与へた公
開状についても何か一言あるだらうと、心待ちに待つた学生も少くなかつたが、
話はそれ以上には進まないで工場法の問題に移る『……今日の多くの工場は工場
法をゴマかして居る。工場監督官が来る時はその前にちやんと

0 0 0 0

幼年労働者をかく
したり、その他種々の違法行為を隠蔽する。官吏なんて全く駄目なものだ』と
仲々痛快な所をチクリとやつて学生を喜ばす。資本家的生産の発達の点に至ると
ますま

〔くの字点〕

す講義は冴えてくる『……今日失業問題を人口過剰に原因を置くかの如
く考へる人があるが、それは大間違ひで、失業問題は人口過剰とは直接に関係な
く、今日の資本家的生産組織の結果である』とヂエスチユア入りで恐慌来と失業
者の発生を説明する『それで結局、失業問題に就いては国家及資本家が之の対策
を考ふるの義務を有する事になるのである』あげられたメートルは一句一句に更
に上つて行つて、何所に止まるべくとも見えない、お定まりの十時の鐘もなり初
めに、お次は『近代的無産者の発生』から更につゞけられるべく、かくして労働
法制の第一日の講義は終つた。8

8  『復刻版 帝国大学新聞 第 1巻』（不二出版、1984年）86頁、1924年 5月 16日 2面「教
室めぐり 末弘厳太郎教授 労働法制序論 五月十四日八時～十時」。以下、史料引用・翻
刻に際しては、漢字は常用の字体に改め、適宜句読点を施した。また、原史料が縦書きの



133〈翻刻〉 末弘厳太郎の 1924年度「労働法制」講義録

矢部がこの帝国大学新聞の記事を読んだのかは定かではないが、いずれにしても名
講義という噂を聞きつけたのだろう。翌週 5月 21日（第 2回）に、必修科目の行政
法を休んで、末弘の講義を受けてみたところ、非常に面白いと感じ、次週からも出席
することにした 9。 そして、「労働法制」講義用の新しいノートを準備した。ノートの
筆記が 5月 28日（第 3回）から始まるのはそのためである。
ノートは一般的な B5版の大学ノートである。横書きで、見開きの右頁に講義中に
語られた主内容を記し、左頁に参考文献や補足内容を記す当時の一般的な書式 10で筆
記されている。

1頁目には、予定していた「講義ノ順序」が以下の通り記されている。
第一章  序論
第二章  求職、職業紹介、失業保険ノ問題
第三章  労働契約ノ概念
第四章  労働条件ノ法律的制限
第五章  賃銀ニ関スル法制
第六章  労働組合法
第七章  労働協約ト従業規則
第八章  労働争議（調停、予防）
第九章  労働災厄ト職業疾患及工場衛生
第十章  労働者ノ共済制度ト労働保険
第十一章 労働問題ニ関スル行政機関
第十二章 国際労働法 11

5月 28日（第 3回）の最初の項目は、「職業紹介ト失業問題」である。「第〇章」
と明記されていない。しかし、次に「第一節 序説」と続く。「講義ノ順序」で示さ
れた第 2章の「求職」が消えているものの、第 3回から本論・第 2章に入ったと考
えてよいだろう。以降も「第〇章」「第〇節」と明記されていない箇所が散見される
が、内容を検討して章・節を整理した結果、1924年度講義は以下の通り進行したと

場合、くの字点は文字を埋め、その旨註記した。〔 〕は筆者による補記である。
9  前掲註 1『オンライン版 矢部貞治関係文書 補遺』資料番号 7「〔矢部貞治日記 大正 13
年 5月 18日～大正 13年 8月 25日〕」第 4画像目。詳しくは、前掲註 1大谷 2021b論文、
66頁参照。

10  伏見岳人「解説――吉野作造の政治史講義」（吉野作造講義録研究会編『吉野作造政治史
講義――矢内原忠雄・赤松克麿・岡義武ノート』岩波書店、2016年）ⅳ頁。

11  矢部ノート①、第 2画像目。
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考えられる 12（〔 〕内はわれわれが修正した箇所であり、日付の丸数字は通し回数を
示す）。

第一章 序論     ① 5月 14日（水）  ② 5月 21日（水）
〔第二章〕職業紹介ト失業問題   ③ 5月 28日（水）

第一節 序説
第二節 職業紹介制度ト職業教育  ④ 6月 4日（水）

Ⅰ
〔第一〕

 序説
Ⅱ
〔第二〕

 職業紹介法ニヨル職業紹介所
第三 職業教育

第三節 失業保険     ⑤ 6月 11日（水）
第三章 労働契約ノ概念
第一節 労働契約ノ締結    ⑥ 6月 18日（水）

第一 序説
第二 就業規則
第三 契約書
第四 契約締結ノ費用
第五 雇入ニ関シテノ取締規定

第二節 労働契約ノ当事者
〔第一〕序説
第二 雇入ノ強制
第三 雇入ノ禁止    ⑦ 6月 25日（水）
第四 労働契約締結ノ能力

第三節 労働契約ノ性質   ⑧ 9月 17日（水）
第四節 労働契約ノ効果
第五節 労働契約ノ終了   ⑨ 9月 24日（水）
第六節 労働契約ニ附随スル各種ノ特約 ⑩ 10月 1日（水）

第四章 賃銀
〔第一 序説〕
〔第二〕最低賃金法

12  前掲註 1大谷 2021b論文、67頁で提示した講義の編目構成（表 5）には誤りがあったため
修正した。
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〔第三〕賃銀保護法            ⑪ 10月 8日（水）（矢部欠席） ⑫ 10月 22日（水）
第六
〔五〕

章 労働条件ノ制限
〔第一 序説〕
〔第二〕沿革（我国）
〔第三〕就業制限    ⑬ 10月 29日（水）
〔第四〕労働時間ノ制限
〔第五〕労働シ得ル時期ノ制限（深夜業の禁止）
〔第六〕休憩時間ノ強制

〔第六章〕労働組合
〔第一 序説〕     ⑭ 11月 6日（木）
〔第二〕労働組合ノ社会的意義
〔第三〕現行法上ノ労働組合ノ地位  ⑮ 11月 13日（木）
〔第四〕治安警察法 17条
〔第五〕組合ノ権利能力
〔第六〕組合ニ干

〔関〕

スル立法問題
Ⅰ．組合ノ目的
２
〔Ⅱ〕

．組合員            ⑯ 11月 20日（木）
３
〔Ⅲ〕

．組合ノ能力
４
〔Ⅳ〕

．組合ノ機関
〔第七章 労働協約〕

〔第一〕労働協約ノ社会的意義   ⑰ 11月 27日（木）（矢部欠席）
〔第二〕労働協約ノ法律的性質   ⑱ 12月 4日（木）
〔第三〕協約ノ効力    ⑲ 12月 11日（木）
第七
〔八〕

章 労働争議ニ関スル法律問題
序説 労働争議ノ意義及各種ノ戦法  ⑳ 12月 18日（木）
第二 労働争議ノ戦術ノ合法性ノ限界
第三 刑事法規    ㉑ 1月 29日（木）
第四 私法的効果    ㉒ 2月 5日（木）
第五 労働争議ノ解決ニ関スル法制  ㉓ 2月 12日（木）

第 
〔九〕

章 工場ノ安定及衛生
第 
〔十〕

章 共済組合ト労働保険
第 
〔十一〕

章 労働行政ノ諸機関
最
〔第十二〕

終章 国際労働法
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1924年度講義は、全 23回、春学期（5～ 10月）は水曜日 8～ 10時、冬学期（11
～ 2月）は木曜日 8～ 10時におこなわれた 13。休講が 3回（10月 15日、1月 15日、
1月 22日 14）あったため、第八章「労働争議ニ関スル法律問題」までで時間切れとな
った。第九章以降は、章タイトルと参考文献、若干の要点のみを伝えるにとどまっ
た。
目次を見ると、第二章・第三章・第七章は節・項まで明記され体系立っているが、
他は節はおろか章さえも明記されていない箇所が散見される。章立てがおかしくなっ
たのは、矢部が欠席したことに起因するものであろう。
たとえば、第 12回（10月 22日）に講じられた「労働条件ノ制限」を、矢部は

「第六章」と記している。それは、欠席した第 11回（10月 8日）のうちに、第五章
に進んだと矢部が判断したからであろう。しかし、第 12回（10月 22日）の冒頭で
講じられた「雇主ニ対スル干

〔関〕

係」「労働者自身ノ債権者ニ対スル干
〔関〕

係」「労働者ノ夫又
ハ親権者ニ対スル干

〔関〕

係」という項目 15は、まだ第四章「賃銀」の賃銀保護法に関わる
問題の続きである。というのは、1932年度講義録を見ると、第三章「賃金」第二「賃
金保護法」の最後に類似した項目が立てられ論じられているからである。1932年度
講義は、「以上の外に、賃金については、次の如き各種の点に於いて、保護する必要
があり、既に多少の立法も、行われている。」として、「（イ）職業紹介者に対する保
護」「（ロ）労働者の債権者に対する保護」「（ハ）年少労働者の賃金の親権者または後

13  冬学期の時間帯が 8～ 10時と明記された史料はないが、休講となった 1924年 1月 15日
と翌週 22日の矢部日記に「朝早く起きて行ったら末弘さんは休みだった」、「朝末弘さん
に又すっぽかされた。帰る。」とあることから、夏学期と同様 8～ 10時であったと考えら
れる。参照、前掲註 1『オンライン版 矢部貞治関係文書 補遺』資料番号 9「〔矢部貞治
日記 大正 13年 12月 26日～大正 14年 4月 26日〕」第 17・21画像目。
なお、1923・24年度の学期の期間は、学則通りにいかなかったことに注意を要する。
当時の学則では本来、夏学期は 4月 1日から 10月 15日、冬学期は 10月 16日から 3月
31日で、試験は夏・冬学期一括して 3月に実施されることとなっていた（東京帝国大学
編『東京帝国大学五十年史 下冊』東京帝国大学、1932年、704頁）。しかし、1923年 9
月 1日に関東大震災が起こったため、1923年度は夏学期を 11月末まで延長（9～ 10月は
講義ができず 11月から再開）、冬学期は 12月 1日から 1924年 3月末までおこなわれ、試
験は 4月に実施された。よって、1924年度の開始は 1ヶ月遅れ、夏学期は 5月 1日から
10月 30日まで、冬学期は 11月 1日から 1925年 2月末までとなった。参照、東京大学百
年史編集委員会編『東京大学百年史 部局史 1』（東京大学、1986年）179～ 180頁。矢
部在学時の政治学科課程については、前掲註 1大谷 2021a論文、42～ 44頁参照。

14  10月 15日の休講はノート中に記載がある（矢部ノート①、第 45画像目）。1月 15日・22
日の休講は矢部日記による（註 13参照）。

15  矢部ノート①、第 45～ 46画像目。
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見人に対する関係に於ける保護」の 3項目が立てられている 16。1924年度講義の「雇
主ニ対スル関係」はなくなっているものの、「労働者自身ノ債権者ニ対スル干

〔関〕

係」「労
働者ノ夫又ハ親権者ニ対スル干

〔関〕

係」は、1932年度講義の（ロ）（ハ）と対応する。よ
って、矢部が欠席した第 11回（10月 8日）は賃金保護法について詳論されたが途中
で終わり、残りの内容が第 12回（10月 22日）冒頭に論じられたのだから、「労働条
件ノ制限」は第五章とするのが正しい。
また、矢部は労働組合と労働協約に関する内容を章として立てず、「労働条件ノ制
限」の章が続いているものとして筆記している。しかし、われわれは、いずれも末弘
の当初の計画通り、章として立てることがふさわしいと考える。すなわち、労働組合
を第六章、労働協約を第七章として、「労働争議ニ関スル法律問題」は第七章ではな
く第八章となる。
なぜこう考えるべきかというと、「労働条件ノ制限」を論じた箇所と、労働組合・
労働協約を論じた箇所の性格が明らかに異なるからである。「労働条件ノ制限」を論
じた箇所は、年齢・時間等の制限につき工場法等の法制上の扱いをまとめて伝える内
容であるのに対し、労働組合と労働協約を論じた箇所は、のちに雑誌『改造』に連載
する労働組合（法）論と労働協約論の原型といえる内容で、末弘独自の考えが鮮明に
見られるからである。そして、このような講義の性格の相違という観点から、ノート
と『労働法研究』以前の論攷の比較考証をした結果 17、1924年度講義は春学期と冬学
期でその性格を異にしていることがより明確となった。以下、われわれのつけた章番
号をもとに論じる。

2． 春学期 ――「ローカル・カラー」の把握と民法改造による労働
契約論の構築――

春学期の講義において、その主内容と合致する末弘の論文はわずかに 1点である。
第三章「労働契約ノ概念」第一節「労働契約ノ締結」第二「就業規則」で、末弘が自
ら参考文献にあげた『法学協会雑誌』に 1923年 6～ 9月にかけて連載した論文「賃
銀の保護」（二）～（四）のみである 18。ほかに、同章第四節「労働契約ノ効果」・第

16  前掲註 3向山翻刻、126頁。
17  文献検索に際しては、七戸克彦「末弘厳太郎研究資料総覧」（『法政研究』第 85巻第 1号、

2018年）に大いに助けられた。
18  末弘厳太郎「従業規則の法律的性質――賃銀の保護（二）」（『法学協会雑誌』第 41巻第 6

号、1923年 6月）、同「従業規則の制定及び公示（上）――賃銀の保護（三）」（『法学協
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五節「労働契約ノ終了」にて、括弧書きで判例民法を参照するよう指示があり、その
うち 2つは末弘が書いた判例評釈 19だが、講義の主内容を構成するものとはいえない。
また、先述した第五章「労働条件ノ制限」は、工場法その他の法制上の扱いを論じた
ものであるから、当然ながらその背景にはのちに『嘘の効用』（1923年 7月）に収録
される工場法改正に関する時評 20で示した主張があるだろう。しかし、参照の指示が
明記されていないところをみると、やはり講義としては現行法上の扱いをまとめるこ
とに力点があったと考えられる。このように、春学期の講義は総じて、先行研究に依
拠しながら、諸外国と日本の労働法制の沿革・現状を整理して講じる形式となってい
る。
なぜこのような講義形式になったのか。それは、1924年度が始まった段階では、
就業規則論以外の本格的検討はまだ進んでいなかったからである。末弘は論文「賃銀
の保護」のまえがきで、「吾々は労働保険の問題

0 0 0 0 0 0 0

、最低賃金制の問題に入る前に
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、先
づ、兎に角現在労働者に支払はれつつある賃銀が、如何にせば最も実質的に労働者の
身に着いて、彼等労働者並に其家族を養ひ得べきかを考へねばならぬ 21」（傍点筆者）
と述べている。同論文の連載終了は先述の通り『法学協会雑誌』1923年 9月号であ
る。擱筆は関東大震災直前であろう。大震災がなければ、すぐにでも次なる課題とし
た労働保険や最低賃金制の問題に取り組んだかもしれない。しかし大震災が起こり、

会雑誌』第 41巻第 8号、1923年 8月）、同「従業規則の制定及び公示（下）――賃銀の
保護（四）」（『法学協会雑誌』第 41巻第 9号、1923年 9月）。これらはのち、末弘厳太郎
『労働法研究』（改造社、1926年）に、「就業規則の法律的研究」第二節「就業規則の法律
的性質」、第三節「就業規則の制定及び公示」として収録される。矢部ノート①（第 21画
像目）は、「〔大正〕12年 5,6,7」と記しているが誤りで、正しくは 6、8、9月である。

19  矢部ノート①、第 33・36画像目。それぞれ初出は、末弘厳太郎「（判民大正 11年度 16）
雇傭――雇主は未成年の職工に対して懲戒権を有するか？」（『法学協会雑誌』第 40巻第
12号、1922年 12月）、同「（判民大正 11年度 37）雇傭――団体的怠業は即時解雇の原因
となるか――相信関係は雇傭の要素なりや――民法第五四一条は雇傭に適用ありや」（『法
学協会雑誌』第 41巻第 4号、1923年 4月）。

20  末弘厳太郎「工場法の改正について――労働組合と資本家と政府へ」（一）～（六）（『東
京日日新聞』1923年 3月 14～ 19日いずれも 3面）。この時評は、『大阪毎日新聞』1923
年 3月 17～ 26日と、『工場研究』第 5巻第 8号（1923年 3月）に転載された後、『嘘の
効用』（改造社、1923年 7月）に収録された。なお、前掲註 17七戸論文には、東京日日
新聞と大阪毎日新聞に掲載されたことは書かれておらず、『工場研究』第 5巻第 8号の発
行を 1923年 8月としているが（194頁）、誤りである。

21  末弘厳太郎「賃銀の保護（一）」（『法学協会雑誌』第 39巻第 8号、1921年 8月）2頁。の
ちに、『労働法研究』に、「就業規則の法律的研究」第一節「工場の就業規則と罰金制度」
と改題され収録されるが、初出時のまえがきは削除されている。
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末弘は復興関連の仕事に精力的に取り組むことになった 22。そのため、労働法関連の
理論研究はしばらく頓挫することになったのである 23。
各国制度の歴史・現状を整理して講じる形式はともすれば、単なる輸入学問や法令
解説に終始したかのように思われるかもしれない。しかし、ここにこそ留学後の末弘
法学 24らしさが表れているのだ。
第一に、留学後最初の著書『物権法 上巻』（1921年）で提示された「ローカル・
カラー」論と、「実生活の中に内在する」「ある法律」を知ることによって「あるべき
法律」を築こうとする研究方法の実践であった 25。末弘はいう。「同じ欧洲に在つても
英国は英国・仏蘭西は仏蘭西・独逸は独逸・各それぞ

〔くの字点〕

れのローカル・カラーがある。
その国々の実生活にはそれぞれ特別な色彩がある。従つてその色彩は自ら法律書の中
にも亦現はれねばならぬ筈だ。何故なれば 「法律」 は実は其国々の実生活の現はれに
外ならぬ。而して法律書はそれの正直な記述でなければならないのだから。所が従来
我国の法律書には如何にも其日本らしいローカル・カラーがない。若しも之のみを通
して日本なる国を想像して見たとすれば、日本は欧洲の何所かにある一国だらうと考
へる人があつても必ずしも之を責めることは出来ない 26」。つまり、末弘が各国の労

22  周知の通り、関東大震災直後、末弘の主唱で学生救護団、東京罹災者情報局が設立され、
さらに 12月には学生救護団を中心に東京帝国大学セツルメントを設立、末弘は会長に就
任する。この間の経緯については、大森俊雄編『東京帝国大学セツルメント十二年史』（東
京帝国大学セツルメント、1932年）19頁以下が詳しい。

23  もとより、末弘法学は「セツルメント運動とは表裏一体をなし、理論と実践の結合の関係
として、不可分のものがある」（福島正夫「穂積・末弘両博士とセツルメント事業」〈福島
正夫・川島武宜編『穂積・末弘両先生とセツルメント』東京大学セツルメント法律相談部、
1963年〉80頁）と評されるように、復興関連の仕事やセツルメント運動に取り組んだ経
験は、労働法理論の構築に活かされていったと見るべきであろう。特に、1924年 9月 15
日から、セツルメント労働者教育部主催の労働学校において「労働法制」講義を担当した
ことは、東大講義と相俟って末弘の労働法理論構築に活かされたと思われる。労働学校で
の講義については、前掲註 22大森編書、155頁以下「労働者教育部史」、平野義太郎ほか
「柳島セツルメント――大正末期の大学拡張運動と穂積・末弘両博士の法学（1）」（『法律
時報』第 45巻第 7号、1973年）参照。

24  詳しくは、潮見俊隆「末弘厳太郎」（潮見・利谷信義編『日本の法学者』日本評論社、
1975年）、石田眞「末弘法学論――戦前・戦中における末弘厳太郎の軌跡」（『法律時報』
第 60巻第 11号、1988年）、同「末弘法学の軌跡と特質」（『法律時報』第 70巻第 12号、
1998年）参照。

25  末弘厳太郎『物権法 上巻』（有斐閣、1921年）自序 2～ 6頁。『物権法 上巻』自序に
ついて詳しくは、前掲註 5川角著書、156～ 162頁参照。

26  前掲註 25末弘『物権法 上巻』、自序 6頁。
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働法制に関わる歴史・現状を整理して講じたのは、各国の労働法制の「ローカル・カ
ラー」、すなわち、それぞれの社会事情に即して成立してきた／していることを捉え
たうえで、日本社会の実情に即したあるべき労働法制を築くためだったと考えられ
る。実際、矢部ノートをみると、各国制度の沿革・歴史を整理したうえで、「我国ニ
テハ」と日本について言及し、類似している国の制度を糸口にしながら、日本の労働
法制のあるべき方向性を示す構成となっている箇所が多い 27。
第二に、末弘の労働法にかかわる最初の論攷「民法改造の根本問題 28」（1921年）で
提示した民法改造論の実践であった。同論攷は労働法を独自の法領域として措定し論
じたものではなかったが、①民法の雇用の規定を「労働者が活

〔ママ〕

きものなること 29」を
前提として再構成すること、②「今後の民法では少くとも財産と同一程度に労働を保
護する法でなければならぬ 30」ことを主張した。②は論文「賃金の保護」で労働法理
論（就業規則論）として発展され、さらに論文「労働協約と法律」（1926年）の労働
協約論へと繋がっていくことで知られる 31。矢部ノートを見ると、1924年度講義の第
三章「労働契約ノ概念」は、①に取り組んだもの、すなわち、論文「賃金の保護」で
構築した就業規則論を土台にして、民法の雇用規定を労働契約論として再構成したも
のであったことが判明する。
第三章「労働契約ノ概念」で民法改造に取り組むのは、第三節以下である。第三節

「労働契約ノ性質」は、「法律論トシテハ、債権各論ノ典型契約ノ何レニ労働契約ガ属
スルカガ問題トナル。広義ニテハ、労働契約ハ苟モ契約ニ基キタル以上、ソノ有償無
償、ソノ労務ノ種類ヲ問ハズ。サレド、之ハ法律論トシテハ重大ナラズ。労働法ノ研
究ノ目的トナルベキ労働契約ハ、民法ノ典型契約ノ何レカニ属スルカ。即チ、売買
ノ規定ヲ適用スルカ、委任カ、雇用カ、ヲ決定スルヲ法律上ノ研究ナリ。32」として、
労働契約の定義を「労働契約トハ、当事者ノ一方ガ他人ノ仕事ノ為ニ労務ニ服スルコ
トヲ約シ、相手方ガ之ニ向ッテ報酬ヲ与フルコトヲ約スル契約ナリ。33」と簡潔に示

27  たとえば、矢部ノート①、第 19・53・69・70画像目など。
28  末弘厳太郎「民法改造の根本問題」（『時事新報』1921年新年号）。のち『法学志林』第 23

巻第 3号・第 4号（1921年）に転載され、『嘘の効用』（改造社、1923年）に収録された。
内容について詳しくは、前掲註 5川角著書、98～ 124頁参照。

29  末弘厳太郎「民法改造の根本問題」（同『嘘の効用〔30版〕』改造社、1924年）209頁。
30  同上、212頁。
31  前掲註 5石田 1989論文、10～ 11頁。あわせて、前掲註 5川角著書、314～ 316頁も参

照。
32  矢部ノート①、第 30画像目。
33  同上、第 31画像目。
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した後、売買・委任・雇用いずれの規定も適用できないことを詳説しながら、この定
義のふさわしさを説得的に論じていく。
特に注目すべきは、「〔労働契約は〕民法ノ雇用ト同一ノモノナリヤ」として、「民
法ノ雇用ノ規定ハ極メテ少キニ、労働契約ハアラユル形態ヲ備フル故ニ、勿論ソノ各
個ノ場合ヲ悉ク民法ノ規定ニテ律スルコト能ハズ。賃貸借ノ規定ト雇用ノ規定トハ頗
ル類似ス（623条）。即チ、労働者ヲ人格トハ見ズシテ、物品ト同視ス。而ルニ、今
日ノ労働契約ハカゝル simpleノモノニハアラズ。一定ノ工場規律ニ規則正シク服ス
ルヲ要シ、労働ノ供給ノミノ問題ニハアラズ。供給ノ他ニ、衛生設備、契約条件ノ強
制等ノ問題伴フ。即チ、民法ノ規定ニ含マレザル無数ノ問題拡ガルナリ。故ニ、単純
ニ之ヲ雇用ノ規定ノミニテ規律スルコトハ不可能ナリ。」とし、欄外でも「独乙最近
ノ学説ハ、労働契約ハ雇用ニアラズト云フハ此ノ意味ニ於テ也。雇用ハ財産的ニノミ
考察セルモノ、労働契約ハ之ニ人的ノ関係ガ加ハレルモノナリ。」（下線ママ）と強調
されている点である 34。論攷「民法改造の根本問題」の主張がより具体的に展開され
たものといえよう。
末弘はこのように、労働契約は債権各論の典型契約（売買、委任、雇用）いずれに
も属さないとした。ならば、末弘の労働契約論は民法の改造ではなく、独自に構築さ
れたように一見思える。しかし、第三節以下の構成が、末弘が留学前にものした「ド
イツ法学流の緻密な民法教科書 35」として名高い大著『債権各論』（1918年）の雇用契
約論の構成と同じであることに注目したい。『債権各論』の雇用契約論は、契約各論
第四節「労務供給ヲ目的トスル契約」第一款「雇傭」で論じられ、その構成は、第一
「性質」、第二「効力」、第三「終了」である 36。対して、1924年度講義は、第三節「労
働契約ノ性質」、第四節「労働契約ノ効果」、第五節「労働契約ノ終了」である。「効
力」が「効果」に変わっているものの同義である。この意味において、末弘の労働契
約論はまさに民法改造によって構築されたといえるのだ。
末弘没後わずか 5年後の野村平爾らによる研究において、末弘の労働契約論は「博
士の団結権の承認、団体交渉・労働争議ないし労働協約の理論に展開しているから」
末弘労働法理論の中心点をなすとすでに評価されていた 37。しかし、末弘の労働契約

34  同上、第 32～ 33画像目。
35  前掲註 24潮見論文、337頁。
36  末弘厳太郎『債権各論』（有斐閣、1918年）656～ 688頁。『債権各論』の特徴について

は、前掲註 5川角著書、75～ 95頁参照。
37  前掲註 5野村研究室論文、71頁。野村らは末弘の労働契約論をこう総括する。「博士の契

約理論による主張は、労働者の団結・団体行動を禁止する法令（例えば、治安警察法・行
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論は単体では論文になっておらず、構築された時点のそれを知りうる史料はこれまで
発見されていなかった。1924年度講義を記録した矢部ノートの発見によって、末弘
労働法学が理論構成のみならず形成過程自体も、労働契約論から労働組合論・労働協
約論・労働争議論へと向かっていったことが判明したのである。

3． 冬学期 ――労働組合（法）論と労働協約論の構想発表から『改
造』連載論文へ――

民法改造によって再構成された労働契約論に対し、冬学期は末弘独自の労働法論―
―労働組合（法）論・労働協約論が展開された。これらは雑誌『改造』に連載後『労
働法研究』に収録される以下 5つの論文の原型といえる内容である。冬学期講義は
その構想発表の場であったといえる。

a 「労働組合法論」（『改造』第 7巻第 2号、1925年 2月）
b 「労働組合の法律上の地位――現行法は労働組合を如何に取り扱つて居るか
（労働組合法論第二章）」（『改造』第 7巻第 4号、1925年 4月）

c 「労働組合法制定に関する諸問題――社会局の労働組合法案に対する批評」
（『改造』第 7巻第 10号、1925年 10月）

d 「労働協約と法律」（『改造』第 8巻第 1号、1926年 1月）
e 「労働争議調停法解説」（『改造』第 8巻第 7号、1926年 7月）
第六章「労働組合」が論文 a～ c、第七章「労働協約」が論文 d、第八章「労働争

議ニ関スル法律問題」が論文 eに対応する。第六章「労働組合」をより細かくみる
と、第二「労働組合ノ社会的意義」は論文 a第一章「契約自由の原則と労働契約――
労働組合発生の社会的必然性」、第三「現行法上ノ労働組合ノ地位」は論文 b序説、
第四「治安警察法 17条」は論文 b第一節「労働組合に関する刑罰法令」、第五「組
合ノ権利能力」は論文 b第三節「労働組合の私法的性質」、第六「組合ニ関スル立法
問題」は大枠としては論文 cに対応するが、「2．組合員」と「3．組合ノ能力」は論
攷 b第二節「労働組合に関する資本家の圧迫と法律」の内容も含む。また、第八章

政執行法・警察犯処罰令など）が横行していた当時において、労働組合や労働争議を 「取
引団体」 ないし 「取引手段」 とすることにより、現行法秩序のもとに承認させるための最
低限度の主張であったということができよう。そして、最低限の主張であったとはいえ、
工場法の解釈のほかみるべき労働法理論のなかった時代に、博士の労働契約論は労働法理
論らしい労働法理論としての先駆的意味をもつものであり、かつその後のわが国における
労働法理論の礎石とさえなっているのである。」（72頁）。
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「労働争議ニ関スル法律問題」の第三「刑事法規」第四「私法的効果」は、第六章の
第四「治安警察法 17条」をより詳細に論じており、論攷 b第一節「労働組合に関す
る刑罰法令」により近づいた内容となっている。
冬学期で最も注目すべきは、第六章「労働組合」である。紹介された参考文献が最
も多かった 38ことからも、末弘が最も力を入れたことが窺えよう。ただここで焦点を
当てたいのは、章タイトルが当初は「労働組合法」とされていたのに、実際には「労
働組合」となったことである。ほんの一字「法」が削除されたにすぎないが、この些
細な修正にこそ、「わが国最初の労働立法論の試み 39」と評される論文 a「労働組合法
論」以降の労働組合法案批判の形成過程の特質がよく表れていると思われるからであ
る。
先行研究において、末弘が労働組合立法を「議し得べき時期は熟したり」と考えた
現実的根拠は、1924年 2月の労働組合運動主流の「方向転換」、すなわち、日本労働
総同盟大会で急進的組合主義から現実主義へ方針転換したことを、末弘は議会を通
じた立法闘争に目醒めたとみなしたからだといわれている 40。この労働運動の方向転
換は、政府の労働政策の転換に呼応したものであった 41。政府の労働政策の転換とは、
主として国際労働機関総会の労働者代表選出方法にからんでのことであった。すなわ
ち、加藤友三郎内閣が 1923年 7月の閣議で、1000名以上の組合員をもつ労働組合
にも選出権を与えることを決定、つづいて清浦奎吾内閣が 1924年 2月の閣議で、大
労働組合による選挙制一本建とすることを決定し、労働組合の行政上の権限を大幅に
承認した。同時に、1924年 2～ 3月には労働組合法案の特別議会提出準備中との報
道が流れ、1920年内務省案を土台とした法案の骨子も伝えられていた 42。時は、清浦
内閣が 1月 31日に議会を解散し、護憲三派による第二次護憲運動のさなかである。

38  第六章「労働組合」の冒頭で掲げられた参考文献は 20冊である（矢部ノート①、第 54～
55画像目）。次いで、第二章第三節「失業保険」の 12冊（同上、第 17画像目）、第七章
「労働協約」の 11冊（同上、第 66画像目）となっている。

39  前掲註 5石田 1989論文、11頁。
40  同上、16～ 17頁。「議し得べき時期は熟したり」は、末弘厳太郎「労働組合法論」（『改

造』第 7巻第 2号、1925年）６頁の語。
41  詳しくは、二村一夫「労働者階級の状態と労働運動」（『岩波講座 日本歴史 18』、岩波書

店、1975年）129～ 131頁参照。
42  三和良一「労働組合法制定問題の歴史的位置」（安藤良雄編『両大戦間の日本資本主義』

東京大学出版会、1979年）244～ 245頁。三和は、大阪毎日新聞（1924年 2月 22日）と
国民新聞（1924年 3月 21日）に触れ、大阪毎日が伝えた案は 1920年内務省案とほぼ同
案であるが、国民新聞が伝えた案はやや異なり、1925年社会局案に近付いていることを
指摘している（254頁）。
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5月 10日に第 15回総選挙がおこなわれ、14日に結果が判明し、護憲三派が圧勝し
た 43。まさにこの歴史的な日に、1924年度の労働法制講義は始まったのである。2～
3月の報道通りにいけば、内閣成立後まもなく開かれる特別議会に労働組合法案が提
出される見込みであった。末弘が当初の予定で「労働組合法」としたのはそのためで
あったと考えられる。
結局、6月 11日に成立した加藤高明内閣は、特別議会（第 49議会；6月 28日～ 7
月 18日）に労働組合法案を提出しなかったが、8月末から第 50議会（12月 26日～
1925年 3月 30日）への法案提出に向けた動きが報道されるようになる。東京朝日新
聞であとづけてみよう。
最初の報道は 8月 26日である。「冬の議会に労働法を提出したい 某内務当局談」
との見出しでこう報じられた。「此冬の議会には、是非労働組合法と労働争議調停法
は提出したいと思ふ。然し乍ら、未だ案がある訳ではないから、之れから調査資料に
拠つて十分研究を重ねゝばならぬ。元来労働者の運動を頭から悪いものゝやうに考へ
て、之を圧迫するといふが如き態度は改め、合理的な労働運動法を制定して労働者の
利益の伸張を図る事は極めて必要な事である。又、労働争議調停法の如きも、役人が
一定の調停案を作つて夫れを強ひるといふ事は宜しくない。之れは輿論に徴して調停
するといふやうな方法を講ぜねばならぬ云々 44」。内務省社会局らしく、進歩的な労
働法案の作成を目指していたことが窺える。
しかし、わずか 5日後、「骨抜になりさうな 労働組合法案と 労働争議調停案の
内容」との記事が出る。「両案の実施は我が邦労働運動の上に新しい転機を画するも
のなので、その立案に際しては内務省社会局でも慎重審議を重ねたが、其後幾度かの
参事官会議に議せられる毎に漸次訂補されて組合法案の如き立案当時の意義が可なり
失はれて来た」と、社会局の原案が参事官会議で骨抜きにされていることが早くも報
じられたのである 45。
第 50議会上程へ向けた参事官会議の審議は 9月中旬から 1ヶ月にわたって続けら
れ、その審議内容も報道されるようになる。会議における最大の争点は、労働組合は
法人か否かであった。9月 16日の会議では、まず労働組合の性質について「労働組

43  この間の政治過程についてはさしあたり、升味準之輔『〔新装版〕日本政党史論 第 5巻』
（東京大学出版会、2011年、初版 1979年）78頁以下参照。

44  『東京朝日新聞』1924年 8月 26日朝刊 2面「冬の議会に労働法を提出したい 某内務当
局談」。

45  『東京朝日新聞』1924年 8月 31日朝刊 2面「骨抜になりさうな 労働組合法案と労働争
議調停案の内容」。
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合の本質論を試み、根本観念に付、各自意見の交換を為し」た後、組合を法人とする
かの是非が問題となった 46。19日の会議でも、組合の希望によって法人とするか否か
で議論が二派に分かれて決定に至らず、法人の性質についても「公法人でないこと
は明白である。また、純然たる私法人でもないとの説にてこれも未決定に終つたが、
万一法人を認むるとせば大体、民法の特別規定に依る私法人となるべき大勢」となっ
た 47。他に法人の是非にともなう論点として、罷業基金の可否、罷業にともなう損害
賠償をどうするかについても議論が及んだが、法人の是非で決着を見ない以上、参事
官会議は意見の一致を見ないまま、10月 16日に審議を終了した。なお、審議終了決
定の席上では、政務官方面から、法案の議会提出には閣議の方針決定を見なければな
らないが、立憲政友会の高橋是清農商相が法案に賛成するか不明で、革新倶楽部の犬
養毅逓相も高橋と一致の行動をとる可能性が高く、閣僚の意見一致も困難であること
が示唆されたものの、「参事官は唯法案そのものに就て審議を遂げれば職務は足れる」
「議会提出に関する政策問題は大臣に於て考慮すべき」として、「今後は社会局にて法
案の整理を為し、大臣の意見にて参与会議に附するや否やか決定する訳となつた 48」。
11月 3日には「労働組合法 成案を得次第閣議に上程」との記事 49が出るものの、労
働組合法成立までの道程がなお険しいことは容易に想像ができよう。
このような労働組合法案をめぐる政治過程のさなかに、末弘は 11月 6日から 3週
にわたって「労働組合」を講じたのである。だとすれば、章タイトルから「法」を削
除した理由もおのずから推察されよう。すなわち末弘は、立法論を論じるに先立っ
て、労働組合とはそもそも何か

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

という本質論を正しく説くことが必要だと考えたので
はないだろうか。ここには、2つのねらいがあったと考えられる。第一に、それによ
って法人をめぐる問題に決着をつけるということ、第二に、労働組合法の成立が危ぶ
まれる／たとえ成立しても骨抜きになりそうな状況にあっても、労働組合は現行法上
適法であり、あらゆる弾圧法令や使用者の組合妨害行為は憲法違反であることを主張
することである。以下、第六章の要点を抜粋しながら確認しよう。
まず「労働組合ノ社会的意義」では、労働組合の本質を論じ、契約自由の原則時代

46  『東京朝日新聞』1924年 9月 17日朝刊 3面「問題となつた 法人の是非 労働組合法審
議」。

47  『東京朝日新聞』1924年 9月 20日朝刊 3面「会議開始の労働組合法 法人か否かが論議
点」。

48  『東京朝日新聞』1924年 10月 20日朝刊 2面「漸く審議を終つた労働組合法案 参事官会
議は打切つたが 閣僚の意見一致が困難」。

49  『東京朝日新聞』1924年 11月 3日朝刊 2面「労働組合法 成案を得次第閣議に上程」。
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の社会的必然であることが説かれる。すなわち、「契約自由ヲ説カントセバ、当事者
ノ平等ヲ前提セザルベカラズ。故ニ、資本家ニ対シ労働者ガソノ powerヲ平等ナラ
シメントスル努力ハ、之ヲ容認セサ

〔ザ〕

ルベカラサ
〔ザ〕

ルナリ。即チ、労働組合トハ、労働者
ガソノ労働ヲ売ル際ニ、資本家ニ対シ平等ナル地位ニ立タントシテ団結スルモノヲ
云フ」と定義する。そのためにまず共済的作用がおこなわれるが、それは組合の第
二次の作用にすぎないとし、「労働組合ノ本質ハ、労働ノ売買ニ於テ、ソノ市場干

〔関〕

係
（Markt-Verhältnis）ヲ自己ニ有利ニ導クコトニノミ存ス」ことが確認される 50。
つづく「現行法上ノ労働組合ノ地位」では、労働組合とは如上のごとき市場関係を
有利に導くための結社であり、結社の自由は大日本帝国憲法第 29条で認められてい
るところであるから、労働組合は現行法上適法であり、その活動を妨げるあらゆる弾
圧法令や使用者の妨害行為は憲法違反であることが力説される 51。
そして「組合ノ権利能力」で、法人問題に対する解として、かの「人格なき社団」
が提唱される。「組合ハ現行法上、人格ヲ取得スルコトヲ得ズ。故ニ又、組合ソレ自
身ガ財産ヲ有スルコトヲ得ズ。今日、組合ノ有スル財産ハ如何ナル性質ヲ有スルカ。
通説ハ、社団ニシテ人格ナキモノニ組合ノ規定ヲ当然準用スベキモノトナス。サレ
ド、組合ト社団トハ本質上異ルモノニシテ、之等ノ外、人格ナキ社団、人格ナキ財団
等存在シ得ルナリ（通説ガ、組合カ、然ラザレバ人格アル社団カ、ナリトスルハ大イ
ナル誤ナリ 52）」。
以上のような労働組合の本質論は、内務省参事官会議で決着を見なかった問題に対
する末弘の明解な回答となっている。末弘はこの本質論にもとづいて、最後の節「組
合ニ干

〔関〕

スル立法問題」で立法論を展開していく。このように、講義内容は立法論より
も本質論に重きが置かれていたのである。
このことは、挙げられた参考文献からも傍証される。英米独の文献が国ごとに
分けて記されているのだが、さらに、英米の場合は「Law」、独の場合は「Gesetz, 
K
〔Kommentar〕

omm.」と記され、労働組合法に関する文献とそれ以外に分けて記されており、法
論に関する文献が 5冊（英 1冊、米 2冊、独 2冊）に対し、法論以外の方が 11冊
（英 2冊、米 3冊、独 6冊）と多かったからである 53。掲載順も、法論以外の文献が先
で、法論に関する文献は後であった。なお、法論以外の文献は主として労働組合運動
史に関するものであった。つまり末弘は、欧米諸国の労働組合運動史を参考にしなが

50  矢部ノート①、第 54～ 56画像目。
51  同上、第 56～ 58画像目。
52  同上、第 59画像目。
53  同上、第 54画像目。
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ら労働組合の本質を見出したうえで、立法論の構築へと向かったのである。労働組合
の本質論に重きを置いていたことは、内容構成と参考文献の量・掲載順から推し量る
に明らかであろう。
もとより、論文 a「労働組合法論」も、本論は講義と同じ論理構成であった 54。しか

し、こちらは、はしがきで「立法学」を先に説き、その見地から労働組合法制定問題
に貢献しようとした 55。ゆえに、「法論」と銘打つことがふさわしかったのである。こ
のように論文では立法論に重きを置いたのは、講義とは語りかける相手が違ったか
らである。論文が掲載された総合雑誌『改造』は、1924年秋以降「社会問題の指摘
から一歩踏み出し、「民衆」 に視点を合わせ、社会改造を唱えることによって人心を
把握していった」雑誌であった 56。末弘は、法律家として労働組合立法の本質・職能・
権限 57に対する正しい理解を民衆に語りかけ、「産業普選」としての労働組合法成立 58

を後押しする世論を形成しようとしていたのではないだろうか。
一方、講義で語りかける相手は、官吏養成機関たる帝国大学法学部の学生であっ
た。その場合、末弘は法論を主とするよりも、本質を主とすべきだと考えたのであ
る。その理由は論攷「役人の頭」（1922年）から推し量ることができる。末弘は、
「私のやうな比較的 『役人』 に近い学問を専問

〔門〕

とし、『役人養成所』 だと世間から悪口
をいはれてゐる帝国大学の法学部に職を奉じ、役人に沢山の知己を持つてゐるもので
すら」、「『役人の頭』 を疑はざるを得な」いと批判する 59。特に、役人が法律の領分を
不当に広く考へ過ぎ、法律に近付き過ぎて、「折角骨を折つて作り上げたデモクラシ
ーが精神を失つて再び官僚主義に陥らんとしてゐる」ことを問題視していた 60。「私は、
国民一般の心意としてもまた役人の心掛けとしても 『法律の世界』 はわれわ

〔くの字点〕

れの日常
生活とは離れた別個の世界だ、と考へてゐる方がいゝのだと思ひます。われわ

〔くの字点〕

れは日
常 『人間の世界』 に住んでゐる。その世界では 『良心』 と 『常識』 とに従つて行動し
てゐさへすればいゝのであつて、また普通の人にとつてはそれだけで差しつかへない

54  分載された論文 a～ cを合わせて収録した前掲註 18末弘『労働法研究』、「労働組合法論」
（1～ 207頁）参照。

55  詳しくは、前掲註 5石田 1989論文、18頁以下参照。
56  成田龍一『大正デモクラシー』（岩波新書、2007年）101頁。
57  前掲註 40末弘「労働組合法論」7頁。
58  『東京朝日新聞』1924年 9月 13日朝刊 2面「「産業普選」 としての労働組合法要旨 来議

会に提出の為め 内務省にて審議」。
59  末弘厳太郎「役人の頭」（前掲註 29末弘『嘘の効用〔30版〕』）121頁。
60  同上、135～ 136頁。
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ことになつてゐなければこまる 61」。「所が、私等のやうな法律を扱ふのを以て職業と
する者、その他大臣以下諸役人、議員、裁判官、弁護士等は平素余りに法律に近付き
過ぎる。その結果動もすれば、法律を以て百般を律し易い。「常識」 と 「良心」 とに
よつてこれを判断することをわすれ易い。私は近時の議会その他政治界を見て殊にそ
の感を深くする 62」。末弘は、労働組合法案をめぐる内務省参事官会議の議論を見て、
ますますこの感を深くしたのではないだろうか。だからこそ、やがて「法律を扱ふの
を以て職業とする者、その他大臣以下諸役人、議員、裁判官、弁護士等」になる帝国
大学の学生たちには、「あるべき法律」（国家制定法）に縛られずに「実生活の中に内
在する」「ある法律 63」（生ける法）を社会の中に発見しようとする眼を養って欲しい
と考えて、立法論に先んじて、労働組合の本質とは何かを論じ、労働組合は現行法上
適法であることを説くことに重きを置いたと考えられる 64。
このような語りかける相手の違いという観点からすると、もうひとつ見逃せないこ
とがある。それは、講義と『改造』論文の間に、法理研究会例会（12月 25日）での
講演「労働組合に関する多少の法理的考察」があったことである。平野義太郎が『法
学協会雑誌』に講演要旨を寄せている。それによれば、講演の論点は 4点であった。
第一に、「国家立法と社会的事実との交渉を明かにし、よつて、国家的立法それ自身
の本質及び職能並にその権限が、社会的事実に制限されねばならぬことを説く」。第
二に、「労働組合の社会的意義」を述べる。第三に、「組合が 「法人格」 を有すべきや
否やは、全く法律技術の問題」であり、「人格なき社団財団の存立を確証」する。第
四に、「労働組合の活動については、労働条件の維持及び改善を首要の目的に数へる。
さうすると、この論議は、当然に労働協約の法律的性質に及び従来の諸説を引用批評
した後、協約が社会的規範

0 0 0 0 0

なることを論証する 65」（傍点ママ）。
講義で論じた労働組合と労働協約の内容をかいつまんで講演したものといえるが、

61  同上、125～ 126頁。
62  同上、130～ 131頁。
63  前掲註 25末弘『物権法 上巻』自序４頁。
64  現時点で発見されている講義録（註 3参照）における章構成の変遷を検討した前掲註 2石

井 2018著書（429～ 451頁）によれば、1929年のみが「労働組合法」とされ、他は「労
働組合」とされている（ただし、1938年は第一分冊しかないため不明）。1929年講義の章
立てで「労働組合法」としたのは、同年 7月の浜口雄幸立憲民政党内閣の成立によって労
働組合法問題が新しい展開を示していたことに（前掲註 42三和論文、248～ 249頁）、末
弘が期待したからではないかと推察される。

65  平野〔義太郎〕「（雑報）法理研究会記事〔末弘厳太郎講演「労働組合に関する多少の法理
的考察」要旨（1924年 12月 25日）〕」（『法学協会雑誌』第 43巻第 2号、1925年）109～
112頁。
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講義との大きな違いは第一の論点である。これはまさに論文 a「労働組合法論」のは
しがきで示した「立法学」である。つまり、末弘が本質論に重きを置いていた講義を
立法論へと再編したのは、法律家（参加者は研究者のみならず実務家も含むと思われ
る 66）に対する語りの場においてであったのである。それは、留学後の末弘が従来の
法学（概念法学、国家法万能主義）に「新しい法学」を対置することを目的としてい
たからであろう 67。従来の法学に囚われている法律家たちを前に語るにあたって、立
法論を前面に出す必要があったのである。
なお、この立法論への再編は『改造』への連載を見越しておこなわれた可能性が高
い。講演要旨の最後に「本講演は雑誌改造本年二月号以下に登載せられてゐる 68」と
ある。2月号に掲載するには、遅くとも 1月初旬には擱筆・入稿する必要があった 69。
だとすれば、講演がおこなわれた 12月 25日にはすでに原稿依頼を受けているはず
である。末弘はおそらく、11～ 12月に講義した労働組合論・労働協約論を法論とし
て再編・整理したものを法律家たちに講演することで、法論としての体系性と妥当性

66  日本政治思想史家の渡辺浩によれば、東大法学部系の雑誌である『国家学会雑誌』や『法
学協会雑誌』は、戦前においては、純粋アカデミックな雑誌ではなくて一種の総合雑誌と
してあり、「大学の人間だけではない、官僚なども読む。いろいろな人が読む総合雑誌、
海外事情紹介誌でもあった」。『国家学会雑誌』は毎月 1日の朝日新聞 1面広告欄に目次
が載り、『法学協会雑誌』は夏目漱石の朝日新聞での連載小説『彼岸過迄』の中に読みか
けの「法学協会雑誌があるはずだが」などと書いてあって、「あの頃の読者はそう書けば
かなりの人が分かったのです」と指摘している。よって、法理研究会例会にも、研究者の
みならず実務家も参加していたと思われる。参照、「都築勉 『おのがデモンに聞け』 合評
会 討論記録」（『東京女子大学比較文化研究所附置丸山眞男記念比較思想研究センター報
告』第 17号、2022年）64頁（渡辺浩の発言）。なお、『彼岸過迄』の当該箇所は、夏目漱
石『彼岸過迄〔改版〕』（岩波文庫、1990年）101頁。

67  前掲註 5石田 2018論文、449～ 452頁。あわせて、前掲註 24石田 1988論文、57頁、前
掲註 24石田 1998論文、14～ 16頁も参照。

68  前掲註 65平野雑報、112頁。
69  雑誌の発行日と発売日は違い、総合雑誌は通例前月末に発売される。東京朝日新聞に広告

が掲載された日を確認すると、論文 aは 1925年 1月 22日（木）、論文 bは同年 3月 21日
（土）、論文 cは同年 9月 21日（月）、論文 dは同年 12月 24日（木）、論文 eは 1926年

6月 18日（金）で、『改造』は基本的に毎月 20日前後には発売されていたことがわかる。
だとすれば、原稿の擱筆・入稿は遅くとも発行月の前月初旬までにする必要がある。現
に、論文 cの末尾には「大正十四年九月十日」と明記されており（末弘厳太郎「労働組合
法制定に関する諸問題――社会局の労働組合法案に対する批評」〈『改造』第 7巻第 10号、
1925年〉42頁）、論文 aもほぼ同じ日程であったと思われる。総合雑誌を史料として扱う
際に、発行日と発売日を区別し、後者を重視する必要性を説いたのは、近代政治史家の坂
野潤治である。坂野潤治『昭和史の決定的瞬間』（ちくま新書、2004年）214頁参照。
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をより確かなものにしようとしたのではないだろうか。そのうえで、それに民衆向け
の丁寧な説明を加え、1年かけて公にしていったものが論文 a～ dだったのである。
講演の翌日 12月 26日から第 50議会が始まった。労働組合法案は結局、内務省
社会局参与会議にさえ付議されず成案にいたらなかった 70。一方、労働争議調停法案
と治安警察法改正法案は年明け 1月 15日に社会局案が公表され（新聞報道は翌 16
日 71）、参与会議で 1月 16日・20日・27日の 3回にわたる審議がおこなわれて若干
の修正が施され、2月 11日に内閣法制局に送付された 72。労働争議論を講じた第八章
「労働争議に関する法律問題」は、まさに時宜を得た講義であった。
年明け初講義の 1月 29日（第 21回）第三「刑事法規」では治安警察法改正法案

について論じ 73、ストライキとサボタージュについて詳論した翌週 2月 5日（第 22回）
第四「私法的効果」とあわせて、第六章の第四「治安警察法 17条」をより詳細に論
じた内容で、論文 b第一節「労働組合に関する刑罰法令」へと繋がっていく。
また、最終回 2月 12日は、調停法案の詳細な紹介と批評がなされた。調停法案の

成立は第 50議会ではかなわず翌年の第 51議会となり 74、末弘は同法の解説を『改造』
1926年 7月号に寄せる（論文 e）。第八章はその原型をなすものであるが、第 51議
会で成立した調停法と、第 50議会で議論された調停法案は若干異なるため、それに
対する末弘の批評が矢部ノートに記されたことは貴重である。特に、「案ノ全体ニツ
キ云ヘバ、此ノ立案ノ精神ハ治安警察法廃止ノ方便ナリ。此ノ法自身ハ余リ効力アル
モノニハアラザルナリ。」と法案の効力はあまりないとしながらも、「組合法ヲ作ラズ
シテ調停法ヲ作ルコトハ無意義ナリトノ説アリ。組合法ニヨリ、ソノ statusガ定マ
レバ、調停ニモ容易ナルコトハ明ナリ。サレド反対スルモノハ、組合法ナキ限リ、組
合ノ社会的存在ソレ自身ガ存在セザルモノト考フルナリ。サレド、社会的存在ハ厳然
タル事実ニシテ、組合法ニヨリ法律的ニ種々ノ権能ヲ与ヘラレズトモ、組合ガ存在ス

70  講演前日の 12月 24日には、農商務省の強い反対で社会局案は「四面楚歌」に陥っている
ことが報道されていた。『東京朝日新聞』1924年 12月 24日朝刊 3面「突如各方面の反対
で 影薄き労働組合法案 議会提出を焦れば全然骨抜き 四面楚歌の社会局案」、「労働立
法案に農商務省の反対 求めて労働意識を剌戟する 主張のないバタ臭い案と凡てをコキ
卸す」。

71  『東京朝日新聞』1925年 1月 16日朝刊 3面「参与会議に上程の労働争議調停法 治警
十七条撤廃案と共に 社会局発表 労働争議調停法案」。

72  矢野達雄「大正期労働立法の一断面――労働争議調停法の成立過程」（『法制史研究』第 27
号、1977年）117頁。

73  矢部ノート②、第 8画像目。
74  詳しくは、前掲註 72矢野論文、120頁以下。
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ル限リ何等法律上ノ問題タラズト云ヒ得ズ。調停法ハ組合ヲ認ムル経路ナリ。組合法
ナクシテ調停法ヲ作ルコトハ決シテ無意義ニアラズ。75」と、社会的存在としての労
働組合という本質論にもとづいて、組合を認める経路として調停法成立の意義を認
めている点が注目される。第九章以降は講じることができず未完に終わったものの、
1924年度講義を総括するような批評であったといえよう。

おわりに

1924年度講義は春学期と冬学期で性質を異にし、大きく 3つの特徴が見られた。
春学期は総じて、先行研究に依拠しながら、諸外国と日本の労働法制の沿革・現状
を整理して講じられた。しかし、それは単なる輸入学問や法令解説ではなく、留学後
の末弘法学が目指した研究方法の実践であった。すなわち、①「ローカル・カラー」
論と、「実生活の中に内在する」「ある法律」を知ることによって「あるべき法律」を
築こうとする研究方法の実践であり、②民法改造の実践――留学前にものした『債権
各論』の雇用契約論を労働契約論へと改造する実践であった。①は留学直後から目指
していたものであること、また、講義前半の章・節・項が明記され体系立って整理さ
れていることからして、前年度までの講義でも講じていた可能性が高い。一方、②は
1924年度の新たな挑戦であった。前年度の春学期は論文「賃金の保護」（二）～（四）
の連載中（『法学協会雑誌』1923年 6、8、9月号）で、擱筆直後に関東大震災が発生
したため、次の課題に取り組む余裕はなかったと考えられるからである。
冬学期はさらに改造にとどまらず、③労働組合法案・労働争議調停法案・治安警察
法改正法案をめぐる厳しい政治過程を注視しながら、のちに『労働法研究』に結実す
る労働組合（法）論、労働協約論、労働争議論という新たな独自の理論構築に挑戦し
た。とすれば、前年度まではこれらは講じられておらず、半期のみの開講であったと
考えるのが妥当である。であれば必然、1924年が通年開講の初年度であったとみて
間違いなかろう。
だとすれば末弘は、1924年度講義の計画を以下のようないわば「逆向き設計」で

立案したと考えられる。まず先行研究でいわれてきたように、1924年度講義が始ま
る直前 2月に起こった労働運動の方向転換や第二次護憲運動の気運から、労働組合
法制定の機が熟しつつあることを感じた。そこで、講義を通年開講にして、新しく開
講する冬学期に、労働組合法論・労働協約論・労働争議論の構築に挑戦しよう（③）

75  矢部ノート②、第 16画像目。
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と思い立った 76。しかし、これらの理論を構築するには、その中心点となる労働契約
論を事前に構築することが必要となる。よって、かねてから課題としていた民法改造
による労働契約論の構築（②）を春学期におこなうこととし、それ以外の箇所は前年
度までの講義内容を追補しながら講じることとした（①）。ただ、労働組合法案をめ
ぐる厳しい政治過程のなかで、帝国大学生には、労働組合法論は立法論ではなく本質
論を押し出して講じる方が適切と判断し、当初の予定を変更した。
末弘は、聴き手（読み手）を意識して、労働組合の本質論と立法論どちらに重きを
置いて話す（書く）かを選択した。講義（帝国大学生）では本質論、講演（法律家、
実務家）と『改造』論文（民衆）では立法論に重きを置いた。これだけを見ると、講
義と『改造』論文の間には、やや隔たりがあるように思える。しかし、『改造』は当
時「民衆」に視点を合わせていったとはいえ、「講談社文化」（民衆文化）と対比され
るところの「岩波文化」（学歴貴族文化）に括ることのできる知識人向けの雑誌であ
った 77。帝国大学生、特に随意科目である末弘の労働法制講義に興味をもち聴講した
学生ならば、『改造』を読んでいた者も少なくなかったに違いない 78。つまり、講義は
『改造』の講読層でもあった東京帝大生に向けて語りかける場でもあったのである。
民衆との距離という観点でみれば、法理研究会講演の聴き手であった法律家・実務
家よりも、学生の方が民衆に近い存在といえる。もとより、労働組合論を講じた 11
月初旬の段階で、『改造』への連載が決まっていたのかは定かではない。だが、末弘
は当然、『改造』講読層である聴講学生の反応や大講堂の雰囲気 79を振り返りながら、
12月末の法理研究会講演で労働組合立法論へと再編し、『改造』連載論文を執筆した
だろう。だとすれば、のちに『改造』に連載され『労働法研究』に収録される末弘の
労働組合（法）論、労働協約論、労働争議論は、その最初の構想が『改造』講読層で
もあった東京帝大生に向けて語りかける講義というライブの場で発表する形式がとら

76  2～ 4月の教授会で議にかけ、承認を受けたと思われる。
77  竹内洋『学歴貴族の栄光と挫折』（中央公論新社、1999年）248頁。
78  管見の限りでは東京帝大生のデータは発見できなかったが、永嶺重敏『雑誌と読者の近代』
（日本エディタースクール出版部、1997年、208頁）によれば、『改造』は、1926年の東
京商大の全学生を対象にした調査では、「趣味的に読む雑誌」の 3位、「学術的に読む雑誌」
の 2位、1932年の京都帝大の学生を対象にした調査では講読している雑誌の 1位であっ
た。同じエリート層の学生として、東京帝大生も同一の傾向を有していたと考えられる。

79  たとえば、初回の様子を報じた前掲註 8帝国大学新聞記事によれば、学生たちは「おすな
お
〔くの字点〕

すなの大盛況」で大講堂に集い、「博士がその倭
〔矮小〕

少な体躯を壇上に運ぶと学生は早くも
片唾を飲」み、「静かな教室に切りにサラサラ音して講義の後を追はん」と熱心にペンを
走らせ、末弘が「仲々痛快な所をチクリとやつて学生を喜ば」す場面もあった。
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れたことで、民衆に対して説得力を持ちうる労働法理論として洗練させることに成功
したと評価することができよう。
矢部ノートは、欠席分が欠けていることにくわえ、学生の筆記ノート全般にいえる
ように、講義内容のすべてを正確に書き留めたものではない。末弘の講義が「学生の
ペンは静かな教室に切りにサラサラ音して講義の後を追はんとするが、要点の覚書も
容易でない程講義は前処を受ける 80」ものであったことからすれば、なおさらであろ
う。その点は差し引いたとしても、本稿の雑駁な検討からだけでも、1924年度講義
は、末弘労働法学の核（労働契約論、労働組合（法）論、労働協約論、労働争議論）
が一気に構築された場であったことが判明した。矢部ノートは、これまで発見されて
いる末弘の労働法制講義録のなかで最も重要なものといっても過言ではない。より詳
細な分析は今後の課題としたい。

Ⅱ 翻刻

〔凡例〕
翻刻にあたっては、なるべく原文に忠実に従うように努めたが、読みやすさを考慮
して以下のような修正を加えた。

•  漢字は原則として新字体に改めた。異体字は通行の字体に直した。合字は分け
た。

• 仮名表記は平仮名に統一し、仮名づかいは原文通りとした。
•  句読点を付け加え、意味に従って段落を適宜分けた。読点（、）、コンマ（，）、
並列点（・）を翻刻者の判断で相互に変換した。

• 漢数字・算用数字については、翻刻者の判断で相互に変換した。
•  判読できなかった文字には□記号をあて、欠字は〔 〕を用いて本文中に補っ
た。

•  講義録としての性質上、一般慣用と異なる用字や、字形の類似した漢字による
誤記等は、できるだけ原文通りに翻刻し、適宜、正しい字句を〔 〕で記載す
るか、〔ママ〕を付した。

•  矢部が原本ノートの記述を後から訂正している箇所は、訂正後の内容を採用し
た。

80  前掲註 8帝国大学新聞記事。
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• 矢部が本文に対して行間等に加筆した内容は、本文中に挿入した。
•  矢部による注記や追記は、（ ）を用いて本文中に挿入した。割注は 1行に直し
た。

•  原則的にノートの見開き右側頁の記述を翻刻した。左側頁の記述は、講義内容
を補足する情報については、〔欄外〕と記して関連箇所に挿入した。

•  アルファベット表記の誤記も、なるべく原文通りに翻刻した。人名・地名・固
有名詞の誤記は、矢部の意図をできるだけ酌んで、初出時に〔 〕で英語・ド
イツ語・フランス語等を補った。

• 書名・著者名等の誤記は、検索を妨げかねないものに限り〔 〕で注記した。
•  原本ノートの巻末などに書かれた、労働法制講義と無関係と思われる記述は削
除した。

• 翻刻者の判断で章立てに修正を加えた箇所は、〔 〕により摘示した。

〔1冊目：資料番号 109－ 05「〔矢部貞治ノート（第一高等学校時代 5）〕」〕
〔表紙〕Labour Legislation

労働法制   末弘教授

講義の順序：
第一章  序論
第二章  求職、職業紹介、失業保険の問題
第三章  労働契約の概念
第四章  労働条件の法律的制限
第五章  賃銀に関する法制
第六章  労働組合法
第七章  労働協約と従業規則
第八章  労働争議（調停、予防）
第九章  労働災厄と職業疾患及工場衛生
第十章  労働者の共済制度と労働保険
第十一章 労働問題に関する行政機関
第十二章 国際労働法

28th May W
〔Wednesday〕

e d .  
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〔第二章〕 職業紹介と失業問題
第一節 序説

法制の根底を契約の自由に置く。何人が何人を雇ふも自由にして、又何人を雇ふを
要するの義務もなく、又何人に労働を強制するの権なし。総べてが自由なり。
大戦中 Europeの或処にて、強制労働を為さしめたることあり。之は企業家が労働
力を要する故、雇入れの強制を為したるなり。逆に云へば、労働者に雇入れらるゝ権
利を認むるの根拠となるべし。強制労働は日本の兵役、露国新経済政策前の強制等急
迫の場合及兵役等には、強制労働を認むる法制が現はるゝに至れり。雇入れを強制せ
られたる例も Europeにあり。即ち、戦争に出でたる労働者が帰国したる時、元の雇
主に雇入れることを強制したる法制を認めたるなり。
資本が或種の人に独占せらるゝに至れば、契約自由の原則にては満足に行かざるこ
と起る。若し雇ふことなければ、赤手空拳にて労働力のみを有するものは困らさ

〔ざ〕

るを
得ず。資本家はその利益をのみ標準とするなれば、市場の景況によりて伸縮するに当
り、労働力を要せさ

〔ざ〕

ることあるべし。要せさ
〔ざ〕

る時は雇はれざるも仕方なしと云ふが、
現在の契約自由時代の問題なり。〔欄外 「生れて労働を雇はるゝ能はさ

〔ざ〕

るものは生存
の権利なし」Wallteus〕
此れを救済する法制は、英国にて初めて認められたり。之を国家社会の責任なりと
したるなり。無産者には労力の機会を与へさ

〔ざ〕

るべからず。之は国家の責任なり。
二月革命の人々、Bismarck等は皆「労働権」を論ず。労働権が明かに現はれし法

制は、新独乙憲法 163条等なり。即ち、之は働くべき徳義上の義務ありと規定し、
第二項にては生活を支持すべき適当なる労働の機会を与へ（即ち職業紹介）、若し与
へられざるものあらば必要なる生活費を支給す（失業保険）（独乙にて職業紹介所は
成立せしも、保険は現在攻究されつゝあり）。
英国に於てすら、20C

〔世紀〕

.に至るまで失業の真の原因不分にして、慈善的に失業者を
救ふのみなりき（Poor L

〔Laws〕

aw, Work House）。20C.の初め南亜戦争ありて生産膨張し労
働者増加したれば、戦争終了の時失業者多く、U

〔 U n e m p l o y e d〕

nemloyed Workmen Actを出して慈
善的に僅かに救済したり。されど、元々之は非科学的にして経費を要するのみ。労働
者も怠惰を与へ効果なし。

Beveridgeが 1
〔 1 9 0 9 年 〕

908年 Unemploymentなる書を出して、初めて失業の真の原因を
研究し、その救済法を論ず。英国に職業紹介、失業保険等の確立したるは之によ
る。失業の原因は産業の �uctuation即ち波にあり。大波あり小波あり。小波は季節
（seasonal）に起る。又 Cyclical �uctuationもあり。其の他戦争、発見等によりて変
動あり。波の最高の時に要する数が低下の時に余るなり。Beveridgeによれば最も良
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き状態に於ても、100人につき 2人は必ず余る。10％が失業するが最も低下せる時な
り。
法律論の基礎として之を観るに、失業問題は資本的生産組織に必然に伴ふものなれ
ば、之を救ふは慈善の問題にはあらずして産業そのものの責任なり。故に先づ産業に
つき考察し、然も尚残存するものは、産業が之を養はさ

〔ざ〕

るべからず。然して産業を
かゝる状態に認めたる国家がその責を負ふを要するなり。之の精神が現はれたるが新
独乙憲法なりと云ふべし。
然らば、国家は何を為すべきか。
第一に、失業そのものの防止策なり。それは結局、産業そのものの組織を案配する
ことによりて為し得。Webbは強く産業そのものを変ふべきを唱へ、保険の如きは消
極的なりと主張し居たり。兎に角、失業は今日必然に起るなれば、之を救ふは保険
によるべきなり。〔欄外 Sidney Webb〔and Beatrice Webb〕: 〔�e〕Prevention of 
Destitution〕
第二には、職業紹介制度を必要とす。国が責任を持つなり。又、職業教育に関する
制度も必要となる。
第三には、国が如何に失業防止・紹介を努むるも、今日必然的に失業を起すなれ
ば、之を救済するを要す。生きる権利ある以上は、保険によりて救ふの外なし。（働
く能はざるもの （Unemployable）は之等の問題に取扱はず。之は真の慈善の問題と
なる。即ち Poor Law、健康保険等の問題なり。）

第二節 職業紹介制度と職業教育
Ⅰ 序説
Ⅱ 我国の現在に於ける状況

Ⅰ
〔第一〕

〔序説〕
産業が全国的になる限り、労働者の全国的の移動も盛んとなる。現在職無き人が職
を見出すこと困難となる。求人者と求職者とを巧みに会はすことを要す。之が営利的
に委ねられ又資本家自身の求人者に一任せらるゝ時は、不当の紹介料を取るに至る
（監獄部屋、内職紹介 60％）。又、詐欺行はる。又、地方的に調節する為に、国家が
全国的組織を建てるを要するに至るなり。今日最も模範的なるは英国法制なり。

1909年、Labour Exchange Act。1916年より之を Employment Exchange Actと称
す。最近は独乙 1922年 7月 22日、Arbeitsnachweisgesetz著名なり。此の二者各特
色あり。英国の方は国家が設立し国家が経営す。独乙にては市町村（Gemeinde）が
設立し経営し、国家はその間に連絡を付す。我国も独乙の方に近し。されど英国流を
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叫ぶ声高し。
我国の法制は従来常に警察的見地より、労働者募集取締規則、雇人口入取締規則等
を設く。
前者は紡績女工、土工等、後者は主に芸娼妓なり。共に府県令なり。
1920年Washingtonの第一回労働会議の際、失業問題が議題となり、日本も加っ
て条約を結べり。一は失業に関する条約（大正 11.11.23.条約第 6号）にして、当時
その他失業に関する recommendationが問題となりたり。即ち、無料の紹介所を作
ることを Dra� Convention とし、営利紹介廃止等は Recommendationに入る。大
正 10年法律 55号職業紹介法は之によりて生じたり。〔欄外 会議にては、Dra� 
Conventionと Recommendationとの二種あり。前者は批准にて直ちに条約となり、
後者は只各国に勧告するなり。〕
次に、G

〔G e n o v a〕

enoaにて第二回会議あり。海員が問題となり、船員のことにつき同様の
条約案出来、大正 11年法律 58号にて船員職業紹介法を生ず。
此の二つが職業紹介に対する国家の責任の最初なり。之は国際条約にて稍〻強制さ

れしものなれば熱足りず。
紹介所以外の紹介機能（function）。
失業問題・職業紹介を研究する為には、紹介所のみを眼中に置くは誤なり。他の
種々の機能あるなり。最も普通なるは大人が紹介することなり。他に労働者募集取締
規則の適用を受くべきは土工・漁夫の募集、製糸女工・紡績女工の募集。之等は従来
各府県に一任したりしも区々となりて統一なき故に、社会局は之を統一せんとす。
製糸女工供給組合。従来は募集人を派遣して親を説服したるなり。之を岐阜、長
野、新潟等にては、親達が自発的に組合を作って、製糸工場と交渉するなり。
内職紹介。内職は主人の給料が一家の生計を維持するを得ず、而も主婦が工場に行
く能はさ

〔ざ〕

る故に起ることなる故、給料極めて低く又中
〔仲〕

介者が大部分の給料を取るなれ
ば、取締を要するなり。中

〔仲〕

介者が中に多く挟まる原因は、個人的信用を要する為なる
が一つ。而して又、運搬の必要の為に中

〔仲〕

介者を要す。又、原料を供給する時、その出
来損ひの危険を中

〔仲〕

介者が負ふ故、中
〔仲〕

介者が多くの手数料を採るなり。工場法を免れん
為に、内職をせるものもあり。国家は内職に関する法制を定むるを要す。
工夫の親方が紹介の機能を司る。親方のあるは、資本家の方に入用なる数が日によ
りて異る。故に常用とすれば最大数を保つを要す。之の危険を負担さす為に親方を置
くなり。親方は元締にして、失業を救済し娯楽の機関を司る。f

〔 f l u c t u a t i o n〕

ractuationの危険を
負担する故に、中

〔仲〕

介料高し。之も何等か監督を要す。
其の他家庭雇人、新聞広告。
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Washington、G
〔G e n o v a〕

enoa等の会議にて、営利的の紹介所を廃止することを約す。之等
は皆、営利的なり。
職業紹介法 14条に曰く、営利を以てする紹介所に関する取締は別に命令を以て定
む、と。即ち、直接に触れず。之は中々触れられず。英国の如く、国家が有料の者

〔ママ〕

を
営むより外なし。

Ⅱ
〔第二〕

 職業紹介法による職業紹介所
〔（一）〕職業紹介所の種類：

1．市町村立の紹介所
市町村が之を設立するや否やは、その自由なり（2条）。只、必要ある時は、
内務大臣が命令することを得（3条）。現在（〔大正〕13.3.1）に 105ヶ所、
此の種の紹介所あり。

2．私設職業紹介所
その中の第一種が、紹介法により行政官庁の許可を得て設置せらるゝもの
（5条）。但し之には、許可を得ざるものの放任さるゝもの頗る多し。故に、
第二種として、放任されて許可を得さ

〔ざ〕

るものとなる。第三種としては、有料
又は営利的の紹介所（14条）。連絡を要す。

（二） 7条。職業紹介所の連絡統一を図る為に、中央及地方に職業紹介事務局を設く。
現在は東京に中央事務局あり。全国に、二に分ち、東京に東京地方職業紹介事
務局、大阪地方職業紹介事務局あり。連絡につきては、施行細則に各種の規定
あり。その一は、事務局を通して各紹介所は状

〔情〕

報を交換すべきものとす。又或
は、紹介所中の或ものを指定して、連絡の事務を取扱はしむ（指定職業紹介所）。
之は事務局に報告するを要す。

（三）職業紹介委員会
資本家側及労働者側の Labour Marketに通じたる人を委員とす（紹介法 8条）。
職業紹介委員会官制（大正 13.2.20. 法律 20号）。

（四）紹介所の経営
費用は、私設のものは全然自弁。市町村立の公設紹介所は 以内を国庫にて補
助す（紹介法 10条）。施行令は initial costの 、其の他の を与ふことを定む。
設備・職員のことは施行細則 5条。帳簿のこと 13条にあり（求人票、求職票）。

4th June W
〔Wednesday〕

e d .
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第三 職業教育
失業の一大原因は、教育の不充分なること分明せり。Rowntreeは Yorkにて失

業を調査して、此の結論に達せり。貧しき子供は、早く金を得んとして誰にでも出
来る仕事に着

〔就〕

く故、後に至りて直ちに失業するに至るなり。〔欄外 〔B. Seebohm〕
Rowntree〔& Bruno Lasker〕：Unemployment〕
往時の教育法は、徒弟制度なりき。それが産業組織と共に変化し徒弟制度失はれた
る故に、他の方法にて教育を与ふるの要起れるなり。之を三に分ち、

1．狭義職業。未だ職業に経験なき子供に対するもの
2．失業者の為にする職業補導
3．廃失者其の他の再教育
（我国の法律に関係あるは（1）のみなり）

1．狭義職業教育
徒弟制度。丁稚制度の如き之なり。欧州の Guildも之なり。之等は現今漸次衰

へ、他の学校教育起れり（されど又、近時又 Apprenticeを起さんとする議論あ
り。司法官司補、弁護士、等）。
我国の之に関する規定につき述ぶべし。
徒弟制度につき最も詳細の規定を有するは仏なり。Contrat dʼapprentissageを
置く。又、独乙の Gewerbeordnungの 126条に Lehrvertragを置く。之等は、
徒弟は今尚残れる故、之を維持すべしとて規定を置くなり。仏には、之を維持す
るの要多きなり。此の制度には、主人側にも徒弟の方にも弊ある故、普通の雇用
契約のみに放任する能はさ

〔ざ〕

る故、之を規定せるなり。我国にては、旧民法財産取
得篇 267－ 279〔条〕の間に習業規定あるなり。之は B

〔 B o i s s o n a d e 〕

oasonadeの草案による。
最近は、D

〔 D e n m a r k 〕

enmarckが此れを規定す。英国は之に比し、全く之を認めず、徒弟は
職工と認むるを原則とす。徒弟制度は安価にて exploitする弊を伴ふ故なり。
日本は、現在は此の両主義の中間にありと云ふべし。民〔法〕626条 1項但書、

173条。工場法は凡ての職工に対し適用あるにはあらさ
〔ざ〕

るも、17条は殊に徒弟
に関する一切のことを勅令にて定むべしとし、その結果、施行令 28－ 32〔条〕
の間に徒弟に関する規定を置く。
之等の規定の根底は、民法は徒弟は教へらるゝ報酬として働くなれど、之を

普通の雇用契約と見るなり。626条 2項但書は、商工業見習者を特に 10年とす。
之はその御礼奉公の期間を長くせんとするの趣旨なり。工場法を定めたる時、日
本当局には二流の主義あり。一は仏・独主義にして、一は英主義なるなり。され
ど結局、徒弟維持論が勝ち占めたるなり。その結果、規定を置きしなり。され
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ど、之は取締の規則のみなり。現在此の徒弟の規定によるもの少し。寧ろ、見習
職工と称して、工場法の適用を受く。〔欄外 岡実：工場法論〕
要之、我国には、工場法の適用を受くる徒弟に二あり。之は所謂徒弟にして、

職工にあらさ
〔ざ〕

るもの。二は、実質上は徒弟なれど要件を充たさる故に、職工とし
て扱はるゝもの。第三種は、工場法の適用を受けさ

〔ざ〕

る工場及商業上の徒弟之な
り。
徒弟契約の規定が我国にはなし。外国には之あり。契約は書面を以てすべしと

規定す。之は親方に充分義務を守らしむる為なり。又、教育と使用との調節に関
する規定。又、教はる方にて逃げたる時は賠償を請求するなれど、その保証とし
て保証人を置くこと。又、徒弟を誘拐したる時の規定を置くを普通とす。
産業革命の結果、労働者の一つ一つの仕事が非常に簡単になる。従って、熟練

労働の要少くなり、幼年職工を使用するの傾向生ず。故に又、習業を為すの要な
くなる。かくて、世界各国 Apprenticeの制度壊れたるなり。従って又、失業の
大原因を為すに至る。於之、之に換りて、学校教育を設すの要生ず。然して之
は、職業の紹介と共に、国家の責任なりと考へらるゝに至る。
我国にても、職業学校令（明治 32年）により、商業商船・工業等の諸種の職

業学校を生じたり。されど、之に子弟をやりて教育を受けしむる位の余裕なし。
於之、America等にては、Part Time System、Week in Week out System等起る。
之等は皆、成績よし。学校教育制度は余りよからず。殊に、我国の如き製工業
によりて立つべき国に於ては、徒弟制度を最も良しとす。之に関連して述ぶべ
きは、Vocational guidanceのことなり。仕事が複雑となるに従ひ、職業の選択
が困難となる。之を調べんとするなり。〔欄外 〔Paul H.〕Douglas：American 
Apprenticeship and Industrial Education〕

2．職業補導（失業者再教育）
失業者となるものの多くは、腕に覚えなきか、又一部の分業に偏したるものか

なり。故に更に、紹介する前に教育を与ふるを要す。大阪・東京に、職業補導会
（武藤山治）あり。又、東京市の大工教育。

3．廃失者その他の再教育
不具・廃失したるものに補助を与へ、又は廃兵院に入るゝ等が従来の方法な

り。されど、之等のものにも教育によりては、自ら活きるの方法あり。扶助より
も経済的にして、而も当人の自尊心をも傷けず。今次の大戦の結果、廃失者多
く、之等を皆廃兵院に入るゝはよろしからず。寧ろ教育すべしとし、廃兵の再教
育、盛に起る。工場にて負傷したるものに対しても亦、此の方法を採る傾向あ



161〈翻刻〉 末弘厳太郎の 1924年度「労働法制」講義録

り。〔欄外 International Labour Review Ⅰ巻 2. America／Ⅱ巻 2, 3. England〕

第三節 失業保険
失業は現在、経済組織の fatalな欠陥なりとせば、組織そのものを改むると共に紹
介を良くするを要す。然るに、如何によくしても 100に 2は残る（Beveridge）。され
ば、生存せしむる為に、失業手当、進んでは失業保険を要するに至るなり。之は、産
業若くは国家の責任なるなり。
失業したるものの現状を見るに、失業者の多くは家族制度によりて救はるゝもの多
し。されど、漸次家族制度は壊滅の傾向にあり。又、貧乏なる処にては、中々之によ
りて失業者を救ふこと能はず。放置するを得ざるなり。
官吏には恩給あれど、雇員、会社員、失業労働者等にはかゝるものなし。故に、或
処にては企業者が退職手当金を、或は贈与の形式により、或は規定に従ひて与ふるも
のもあるなり。されど之は、企業者が voluntaryにするものにして、国家のものにあ
らず。之を助けんとて、共済組合なるものあり。即ち、労働者相互の共済を趣旨とす
るなり。共済すべき危険の中に、失業をも含ましむるなり。
我国にては、国有鉄道共済組合が最も有能なり。陸海軍、消防、等も漸次起る。
我国の共済組合は使用人が結ぶと雖も、企業主の保護の下にあるなり。之は失業保
険とは異る。
11th June W

〔Wednesday〕

e d .
失業者を救ふ制度として、我国にては、親族扶養の義務を認む。官吏には、恩給の
制度あり。又、共済組合の設備あることは前述の如し。国家が直接に救済するの方法
につきて述ぶ。
初め Poor Lawが英国に行はれたるも、何もかも凡てを救済する方針にして、かゝ
る方法が非科学的なることは明かなり。即ち、貧者と働きたきも働けざる者との区別
を気付きたるなり。
次には、out of work donation 及 out of work bene�t の制あり。独乙にては、

Erwerbslosenfürsorge（oderunterstützung）あり。之は欧州戦争の終りし時、失業者
が急増したる際に行はれたり。即ち、かゝる多くの失業者を放任するは公安を害する
の恐れある故なり。保険の制度等なし。
独乙の 1920年 1月 26日の Erwerbslosenfürsorgeに関する Verordnungは、単に

donationにあらずして、生産を為さんとするものに資金を貸すことゝ方針を換へた
り（P

〔 P r o d u k t i v e 〕

roductive E
〔Erwerbslosenfürsorge〕

rwerb____）。他の国にても、donationを廃するの傾向にあり（英
国は既に之を保険に入れたり）。
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次に、必然に保険の考起る。
我国に於ける失業保険制度。
法律の規定による保険制度は、諸官公の事業の為にする共済組合に於て行ひつゝ
ある退職金制度は、その組合員相互の出資を以てその基礎となせる外、多くの場合、
国家其の他企業者たる公共団体が一定の程度の補助金を与へて、所謂 Ghent（Gans） 
Systemの失業保険制度に極めて類似す。
鉄道省の共済組合を最初とす（明治 40年、勅令 170号）。現在にては、逓信省、
消防吏等に及ぶ。此の共済組合の基金は、組合員が之を出す。勅令には を補助す
ることゝ、従業員をして組合事業の為に働くことを得しめることにて之を援助す。

Ghent Systemとは、労働組合が失業共済を為し居りしものなるも、同種の労働者
は同時に危険に陥るの恐れあり。徒に懸金のみ高くして、困乏の時の金少し。故に、
国家が之を補助せんとし、労働者の失業保険に補助を与へたるものを云ふ。即ち、此
の Ghent Systemに頗る我国のものが似居るなり。我国にては、政府・官庁が自ら共
済を行ふことは、会計法の関係上頗る厄介なり。故に、別に共済は官庁の外に作り
て、直接官庁の事業としては行はず（会計法の関係とは、特別の収入は凡て大蔵省の
一般会計に入り、更に支出する為には、その承認を経るを要する故、頗る面倒なるな
り。特別会計とする訳にも行かず）。会社等にては、矢張り懸金をさせていざと云ふ
時に、企業者が之を救ふ形となる。官吏の恩給も之に属す。即ち、之等は企業主が之
を行ふなり。されど、官庁にては只、組合を別に作らしめてせる。

Washington会議の失業に関する Recommendation三条に、失業保険制度を設くる
ことを規定せり。故に、我国も最近之を創設するの義務あり。
失業保険制度の例。
〔欄外 失業保険は英国が最も初めにして最も完全なり。／〔 I.G.〕Gibbon, 

Unemployment Insurance ／〔David F. 〕Schloss, Insurance against Unemployment
／〔Joseph L. 〕Cohen, 〃

〔Insurance〕

〃
〔against〕

〃
〔Unemployment〕

1921／ Rowntree,／ Beveridge,／ 1922
〔年〕、9月号（6巻 3号）International Labour Review／ 1923〔年〕、2月号（7巻 2
号）／ 1923〔年〕、9月号（8巻 3号）／ 1923〔年〕、12月号（8巻 6号）／森荘三
郎：労働保険研究／河合栄次

〔治〕

郎：労働問題研究／社会局〔第二部〕：英国失業保険制
度梗概 1922〔年〕の法律〕
大別して二つとす。
一が Ghent Systemにして、労働者団体が自ら経営する保険に対し、公費にて補助
を与へ、之により被保険者の負担を軽くすると同時に、供与を多くするを目的とす
（森氏 195頁以下）。
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失業保険の弊としては、労働者が頗る怠惰となるの傾向あることなり。故に、働き
度きも職無きものにのみ与へんと努むるを主眼とす。而るに、その区別明かならず。
之を組合制度とすればより分るなり。之が Ghent Systemの長所なり。されど、その
短所としては、組合員少き故に供附がうまく行かず、又、同種の労働が失業にかゝる
故に困ることあり。又、優秀の組合員が劣等の組合員を救うことゝなり、優等者に酷
なりとの攻撃もあり。故に、組合員の出資のみによる制度にては、かゝる批難あるな
り。されど、Ghent Systemは Belgiumにては非常に成功せり。1901年に 12万 6千
が、1921年 75万 6千に上る。現在は白耳義にては、国家又は市町村が補助金を与ふ
るは組合員の払込みしものの を以てす。此の制度は和蘭にても成功し、他の国々に
も行はる。
次に、国営強制失業保険なり。英国が行ひし前に、方々にて失敗せり。初め、

Swissの S
〔Sankt Gallen〕

t. Gallにて行へり（森氏 226頁）。英国にては、1909年 Labour Exchange 
Actを作り、1911年に National Insurance Actの中に Unemployment Insuranceを規
定す。然るに、その当時は失業の危険率等分明ならず、僅かに七種の工業に試みに行
へり。而るに、欧州戦乱の為に、之が頗る有能なること分明せり。

1911年の強制保険制度には Ghent Systemをも加味し、七種は前者に、其の他を後
者によることゝせり。1920年に、Unemployment Insurance Actが単行法として出で
たり。僅かの例外の外、英国労働者は皆、強制的に加入せしむることゝす。その根本
は、労働者と雇主とが懸金をし、国家が補助を与ふ。

Unemployment bookありて、紹介所に置く。之に雇主が失業切手をはり、自分
の分と労働者の分とをはる（労働者の分は賃銀の中より引く）。失業する時は、この
bookを雇主より受取りて、之を紹介所に depositす（depositしてより一週間か三日
は金を与へず）。失業者は毎日紹介所に出頭するの義務あり。
之は、紹介所の制度と頗る密接に関係す。
強制制度を行ふ他の国は、Italy1919〔年〕. 10月 19日の法律（今迄の成績は失
敗なり。組合の紹介所が完備せざる故なり。且 Latin民族の民性にもよる）。〔欄外 
Registrative Series〕
又、Austria1920〔年〕. 3月 24日法律。
Australia，Queensland 1922〔年〕. 10月 25日法律。
此の外、Washington Conferenceの Recommendationにより、現在皆各国にて攻

究中なり。
英国は救済すべきものを、企業者､ 労働者、国家とす。されど Trade Unionは、
労働者は負担するの理なく、国家と資本家とが負担すべしとなす。又、他の説によれ
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ば、資本家のみが負担すべしと主張す。国家の政策として之を為すは、行政費が増加
する故、成るべく之を減少せしめんと努む。
労働者に懸けさすことは、責任観念を重んぜしむる為に必要なり。
我国が此の制度を採るに当り要すべき準備。
我国にて之を為さんとせば、失業統計の完全なるものを要す。英国の制度すら、専
門家は非常に不完全なりとす。即ち、失業危険率の大小により、その懸金を異にすべ
きが故なり。
次に必要なるは、職業紹介所を全国的に普及せしむるを要す。之無き限り、国営の
強制失業保険を行ふこと能はず。日本にては、先づ差当り共済組合が簡単なり。之は
官公吏、会社等には行はる。余は惟ふに、此の共済組合を或程度以上の企業に強制
し、労働保険の給付をなさしむるをよしとす。

第三章 労働契約の概念
第一節 労働契約の締結
第一 序説

法制は契約自由を原則とし、只、補充的任意規定を設くるに過ぎず。かゝる任意法
の下に置ける締結と強制下の締結とは区別するを要す。任意法の下の締結は自由の如
きも、決して然らず。企業者の方にのみ利なる規則ありて、労働者を拘束す。故に、
問題起る。即ち、かゝる拘束力は国家の裁判所にても認むべきか、それとも工場内の
みなるか。此の二者は、全く別の問題なり。工場内の規則は、工場なる社会の法律に
して、工場主が専政者なり。故に、かゝる締結を契約と見る事能はず。
国家の裁判所が、かゝる規則に拘束力なしとするも、何等の実益なし。
故に、行政機関によりて、之を監督することゝなる。
契約説にては、之等の現象を説明し得ず。故に、こゝに contrat dʼadhésion（附従

契約）の観念起る。即ち、反証なき限り、知りたるものと推定するの原則なり。され
ど、之は中途半端な彌縫策に過ぎず。此の規則に拘束さるゝは、此の社会に入りたる
当然の結果なり。只、此の規則を国家の裁判所が如何に批評するかとは、全く別問題
なるなり。
故に、之を直接に監督するの要を生ずるなり。

18th June W
〔Wednesday〕

e d .
世の問題を議するもの動〻もすれば、直ちに司法裁判所に於ける法律の問題として

論ず。されど、労働者等の問題を裁判所の法律問題として論ずるも、何等該
〔剴〕

切の解決
を得ず。労働資本の契約が不当なりとするも、労働者は之を訴ふるの資力と時間とを
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有せず。又、それが為に解雇せらるゝの恐れあり。故に、日常の生活を基礎として、
之を見るを要するなり。
就業規則に従ふ理由を、従来は契約当初の内容なりと説明したるも、之にては説明
し得ず。かゝる就業規則に対し、国家の立法機関及裁判所が如何なる態度を採るべき
かが問題となる。

第二 就業規則（Arbeitsordnung（fabrikordnung）, règlement dʼatelier, 
regulations and collective agreement）

〔欄外 法
〔法学協会雑誌〕

協「賃銀の保護」〔大正〕12年 5
〔6〕

、6
〔8〕

、7
〔9〕

〔月〕、末弘。〕
就業規則の法律的性質。
結論――工場内の法律なり。
従来学者間に、就業規則は法律なりや契約なりや、或は又契約の案なりや、争はれ
たり。此れは、国家の裁判所に於て、この規則の効力が問題となりし時、契約として
決するか、法律として決するかの問題なり。契約説（Vertrag theorie）をとれば、そ
の規則の内容を知りしや否〔や〕が前提となる。法律説（Gesetz theorie）によれば、
之は既に Rechtsquelleの一とし、労働者が知りしや否やに拘らず、羈束力を認むる
なり（Rechtsquelleとは、裁判所が之を基礎として裁判するを得る準則なり）。
独乙にては、法律説が盛んとなる（余が工場内の法律なりと云ふは、かゝる意味の

Rechtsquelleにはあらず。社会的規範として云ふなり）。
労働者はかゝる規則を知ること少く、況んや之を承諾すると云ふが如きは大なる擬
制にして、之にては契約にては説明し得ず。労働者が工場に入れば、知ると否とを問
はず、又その規則の変更あると否とを問はず、之に従ふべきなり。若し契約なりとす
れば、国家が干渉するの余地なきなり。故に、法律なりとするを要するなり。

就業規則に対する監督。
就業規則は工場内の法律にして、従来は工場主が専制的に之を制定したり。然る
に、之にては労働者に酷なること現はれたるにより、最近、工場内の労働者代表を参
加せしめて制定せしむる運動起り、更には工場外の労働組合員を参加せしめ、更に
国家自身が之に参加して制定するの必要認められたり。工場委員会の干

〔関〕

与は、制定
及実行の監督に関す。労働組合の干

〔関〕

与も亦、之等を監督す。Tarifvertrag，collective 
bargaining等の監督。国家の監督の一は、立法行政方面よりの監督（その一は、就業
規則制定、即ち（イ）は制定の強制、（ロ）内容の監督。その二は、制定されたる規
則を労働者に公示すること。契約説には、公示を承諾の根拠とせんとするなり。法律
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説にては、法律を発布し官報に載すると同じく、之を公示するを要すとなすなり。之
は法治国の特色なるなり。その三は、規則の実施の監督なり。工場 inspectionの問
題）。二は、裁判所よりの監督。即ち、就業規則の是認・否認の問題なり。先づ第一
には、国の法律に反するや否や、第二に公序良俗に反するや否や、第三には労働者が
知りたりや否や（契約説とは異りたる意味にて）を考へて、裁判所の態度を決す。
されど、概して之を根拠として訴訟起らざる故に、間接の裁判所の監督力少し。

現在の法制。
1896年 6月 15日、白耳義の règlement dʼatelierに関する法律。最も古きも、最も

よし。最近にては、余り細かく之を制定するを要せず。標準を示す方よしとの考あ
り。独乙のMuster arbeitsordnungの如し。露国も之の態度を採る。
我国にては、工場法一部改正の施行〔令〕案・施行規則に多少之に関する法制あり

（現行工場法 17条は凡て勅令に委任す）。施行令案 27条の 6に定むる内容は、常に
50人以上を雇ふ工場には必ず就業規則を要す。制定の時は、地方長官に届出づるを
要す。若し内容悪ければ、変更命令を発し得。職工に意見を述ぶる機会を与ふべし。
必要記載事項。施行規則の方には、規則案 12条。掲示すること、雇入の場合により
示すことを定む。〔欄外 大阪市社会部調査課〔編〕：工場労働雇傭干

〔関〕

係 P.94以下〕

第三 契約書
労働契約の締結に際し、契約書を作らさ

〔ざ〕

る実例頗る多し。元来契約書を作るは、訴
訟の場合の証拠として残すを目的とす。即ち、間接には訴訟を妨ぐるにあり。現在、
我国の実状を見るに、契約書を作れる場合にも、工場の方から職工に対する義務につ
きて作ること少く、多くは労働者の方が工場に対し誓約する形のものなり。製糸女工
の如きは、親が契約の当事者となる。
裁判所は合意監轄を約す。又、已むを得ざる事情ならば直ちに解除するを得（民
法）るに、就業規則にて之に反したる規定を設くるものあり。之を監督するは徒
弟に関してのみ、現在にてはかゝる監督行はれず。〔欄外 福田徳三：社会運動と
労
〔 労 銀 制 度 〕

働問題／工場労働雇傭干
〔関〕

係〕

第四 契約締結の費用
労働契約締結の費用は、当事者別設の定なき時は半分して之を負担するを民法の原
則とす（559条、558条）。工場法 16条、工業労働者最低年齢法 5条により、締結に
必要なる戸籍謄本は無料にて与へらる。
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第五 雇入に関しての取締規定
工場法 17条。施行令 21条－ 27条。33条－ 35条。38〔条〕－ 39〔条〕等。鉱業
法 75条、及之に関連せる従属法規。船員法。

第二節 労働契約の当事者
〔第一〕序説
当事者は雇主と労働者なり。契約自由の結果、雇ふと雇はざると何人を雇ふかは全
然自由なり。然るに、雇入強制の、雇入禁止の問題あり。又、当事者の締結につきて
の行為能力の問題。

第二 雇入の強制
今日、我国の法制にては、法律そのものより雇入の強制を定むるものなし。只、之
が起るは、雇用契約の予約を為したる場合の如し。例へば、同盟罷工の結果、之を調
停する場合に、従来のものを雇ふの予約の如し。雇入を強制したるは、大戦の後に多
くの例あり。又、労働者の方にも、労働の義務を認めたることあり。臨時特別の場合
には、之多し。
労働組合と資本家との間には多くの約束あり。組合員たるが故に雇はずとの主義
を採るものも相当あり。之を禁ずる法律生ずとすれば、即ち強制の一例となるなり。
之は仏・米に於て問題となる。米国にては、組合が実力ありて之に加入せざるもの
殆んどなき故に、かゝる事行はれざるなり。而るに、米・仏等にては、之が重要の
問題となる。即ち、かゝる理由にて雇はれざりし者が、之に反対して主張すること
を得るやの問題（即ち Anti-union shopの問題）。〔欄外 〔Frank Tracy〕Carlton, 
〔�e〕History & Problems of Organized L

〔 L a b o r 〕

abour P.122／（Closed shop, open shop）
／�éry，雇用契約に関する判例法／ Carlton, classi�cation: Anti-union shop, closed 
shop with the open union, closed shop with the closed union〕
次には、労働組合と雇主との契約にて、組合以外のものは雇はずとする時、之に反
して雇ひたる時は如何。それを解雇すべしと主張し得るか、又解雇されたるものが雇
主に対して如何に主張し得るか。
我国にては、組合に入るものは雇はれず。之が組合に入る、組合が盛んとなるに、
大なる妨げとなる。労働組合法案 11条は之を取締らんとす（組合権の問題に関連
す）。
組合員以外のものを雇ひたる時、契約ありたりとも之を解雇すべしとなすことは能
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はずと解す。即ち、第三者に効力を及ぼす能はざるなり。又、組合員たるの故を以て
雇入れられざることに対しては、法律なき以上何とも云ひ得ず。又、仮令法律となる
とも、如何に之を実施するか問題なり。雇入を強制するか損害賠償（即ち自由の濫用
として）を取るか。中々困難なり。問題となるは民法 628条。即ち、組合員になっ
たとて解雇したる場合の如き取扱。

25th June W
〔Wednesday〕

e d .
第三 雇入の禁止

雇入の禁止は、一は法令により、二には労働協約にある制限、三は労働者相互間又
は工場主相互の協約により制限せらる。
一、法令による制限。 現行法にも、或種のものを雇ふべからずとするの規定あ
り。その中、自動車運転手、薬済

〔剤〕

師等の如き公の安全を保護する目的のものは之を除
き、労働者につき云ふに、（イ）工場法及その附属法に制限あり、（ロ）鉱業法 79条 
鉱夫労役扶助規則 大正 5.8.3農商務省々令 21号 5条－ 11条、（ハ）陸上の最低年
齢につき工業労働者最低年齢法（之は今実行されず）（ニ）船員最低年齢及健康証明
書に関する件（施行されたり。大正 12年 3月 12日法律 15号。実施は同年 12月 15
日）。
年齢制限。 工場法 2条。工業主は、12才未満のものをして、工場に就業せしむ

ることを得ず。工場法施行令 26条。尋常小学校を終了せざる児童を雇ふ時は、就学
に関し必要なる事項を定め、地方長官の認可を受くべしとす。例外あり。一は、工場
法 2条 1項但書。即ち、本法施行の際、十才以上のもの。二は、2条 2項。即ち、行
政官庁は軽易なる業務につき、就学に関する条件を附して、十才以上のものの就業を
許可することを得るなり。之に関し、工場法施行規則 2条にて、この行政官庁を地方
長官に委任す。大正 5年 8月 2日、農商務省訓令第 10号、工場法 2条 2項による就
業許可に関する件。三は、特に危険な業務については 15才未満のものを使用するを
得ず（工場法 9条に危険の列挙あり）。四は、危険又は衛生上有害なる場所に於ける
（工場法 10条、11条）ものには、15才未満のものを用ふべからず。之等の規定は只、
かゝる仕事にかゝる年齢のものを雇ふべからずとの取締規定に過ぎず。之に反する時
は、工場法 20条の制裁を受くるのみ。その雇用契約が当然に無効となるにはあらず。

Versailles条約第十三篇の終りに労働条約を結ぶべしとし、6原則として Child 
Labourを廃止すべしとの原則を定む。之に基き、1919年の第一回労働会議の際、工
業に使用する児童の年齢最低に関する案を生ず。第二回 1920年 G

〔G e n o v a〕

enoaの会議にて、
海上に使用する児童の最低年齢の条約案を生ず。第三回が Genevaにて、年齢に関す
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る条約案 2あり。一は農業に関する児童の年齢、二は石炭夫及大夫としての海上労
働の年少者に関するもの（18才）。
之等に基き、我国は次の二法律を定む。工業労働者最低年齢法。及、船員の最低年
齢及健康証明書に関する件。〔欄外 社会政策時報 大正十二年五月〕
工業労働者最低年齢法の適用範囲は、頗る広し。工業に関するものは、工場法 1
条の適用を受くるものが適用を受く（15人以上、危険なるもの）。鉱業法、鉱業、砂
鉱業、石切業及工場を有するもの。建築、運輸等に広く適用せらる。即ち、此の法は
工場法と比し、適用範囲著しく広し。
年齢は満 14才にならざるものを使ふべからずとするを原則とす。例外二あり。一
は、12才以上のものにして尋常小学校の教科を終了したるもの。二は、施行当時 12
才以上のものは拘はず。三の例外として 2条 2項。
之を励行する為、名簿を作り、16才以下のものを詳細に記載すべしとす。又、次

に差異あるは、新法は罰金重し。従来は 500円以下なりしを 1000円以下とす。
義務教育励行に関連して生ずる制限。 小学校令 32条 3項。学齢児童の保護者は、
之を就学せしむるの義務あり。35条。尋常小学校の教課を終了せざる児童を雇用す
るものは、其の雇用によりて就学を妨ぐるを得ず。工場法施行令 26条。即ち、就学
の事項を地方長官より許可せらるゝを要するなり。
小学校令は頗る取締的にして制裁なし。只、地方長官の許可を受けざる時は、200
円以下の罰金を受く（工場法施行令 32条）。大正 3年 6月 27日、大審院判例 519頁
は、小学校令の効力に関し、その雇用契約中に就学を妨ぐる趣の約款ある時は、32
条 3項により無効とす。されど、かゝる約款無ければ、親は就学せしむるを得べく、
使用者は之を妨ぐるを得ず。
性に関する制限。 女子をして危険なる業務及危険又は衛生上有害なる場所に於け
る業務に就業せしむるを得ず（工場法 9条、11条 2項、施行規則 7条）。又、病気又
は産婦に関する制限（工場法 12条、施行規則 8条 9条 10条）。
二、労働協約に基く制限
組合と工場とが約して、その以外のものを雇はざるの約束を為す如きを云ふ（closed 

shop）。労働協約に反することを行ふとも、之が当然無効となり、第三者に効力を及
ぼすことは現在の日本にはなし。されど、協約進む時は、第三者にも及ぶに至るな
り。独乙の新傾向。
三、労働者相互間、又は工場主相互間の協約による制限

Black listに載せたるものを雇はざるより起る問題なり（mise à lʼ indexe）。
大正 5年 10月 18日、1923頁、大審院判決。即ち、解雇したるも、名簿よりその
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名前を抹消せず。之によりて、他の工場にて之を雇はず。名簿より抹消請求事件な
り。大審院は名簿に載り居るとも、之が何等第三者に効力及ぼすことなく、之が就職
の妨となることなしとなす。されど、事実上は抹消されざる限りは就職の自由を害す
るなれば、大審院の判決は頗る不当なり。

第四 労働契約締結の能力
未成年者。 民〔法〕3条－ 6条。民〔法〕884条、929条。
民〔法〕6条は、営業の許可を受けたる限りは、之に関しては成年と同じとするに
あり。然るに、営業の意義不明瞭なり。883条には職業を営むとある故、必ずしも店
を開くを要せず。職工として入るは、職業を営むと云ひ得るや問題なり。若しかくす
れば、賃金を受くること他の契約等につき自由を有すると否とに分るべく、極めて重
大なり。
船員法 4条 5条。船員となることは、民〔法〕6条の営業に該当すと規定す。
此の点につき、大正 4.12.24.判決、2187頁を参照すべし。裁判所は、営業を頗る
広く見るなり。芸妓を営業とするなれば、工場に職工となるも営業なること明なり。
然らば、子供の賃金は子供に払ふのみにて、既に有効にして親に取消さるゝの恐なき
ことゝなり、親がその賃銀を exploitすること能はざることゝなる。
他に問題となるは、884条但書。923条。子供が契約をなす場合には、三様式あり。
一は、子供が当事者となりて、親〔が〕同意するもの。二は、親が代理人として、子
供の同意を得て為すもの。三は、親のみが当事者となりて、第三者の危険に於て為す
ものなり。
未成年者が職工となる場合は、此の何れに属するか不明瞭なり。最後の場合多きが
如し。之は原則として無効なり（債権各論）。只、第三者（子供）の同意を得れば有
効なりとす。即ち、第二の場合となる。之等の点に関連して、立法上、未成年者の年
齢を低下するの要あり。無産者にとりては失ふもの少き故、低き方よし。
禁治産者。民〔法〕7条－ 10条、923条。
準禁治産者。民〔法〕12条。労働契約の当事者となること差支なし。問題となる
は、賃銀の領収が 1号に該当せざるや否やの点なり。賃銀を元本と云ふべきものな
りや否やなり。余は、之は元本にあらず、寧ろ利息なりと考ふ。故に、之につきては
保証人の同意を要せず。
妻。 〔民法〕14条 3項。身体に羈伴

〔絆〕

を受くべき契約を為すこと。
〔民法〕14条 1項。元本領収。上の場合に労働契約が入ることは勿論なり。営業許
可を広く見れば、妻なる故に制限を受くることなし。
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第三節 労働契約の性質
17th S

〔September〕

e p t . 
法律論としては、債権各論の典型契約の何れに労働契約が属するかが問題となる。
広義にては、労働契約は苟も契約に基きたる以上、その有償無償、その労務の種類
を問はず。されど、之は法律論としては重大ならず。労働法の研究の目的となるべき
労働契約は、民法の典型契約の何れかに属するか。即ち、売買の規定を適用するか、
委任か、雇用か、を決定するを法律上の研究なり。単に Sui generisなりと云ふは何
にもならず。厳確に云へば、総べての契約は Sui generisなり。
労働契約の定義。
労働契約とは、当事者の一方が他人の仕事の為に労務に服することを約し、相手方
が之に向って報酬を与ふることを約する契約なり。
労務に服する点にては、売買の規定を適用することを得ず。当面の問題は、経済上
の問題にはあらずして、法律論上の問題なり。売買は有体無体、財産権の移転を云ふ
ものにして、労働契約の性質と相容れず。
労務の種類の如何は之を問はず。ローマ法にては、上等のものは委任にて無償、下
等のものは雇用にして、奴隷の仕事に類似したるものにして有償のものを云ふ。労働
契約の労務は上等下等を問はず。委任は信頼を根柢とす。民法 656条は何時にても
解除し得る旨規定す。信頼は気持の問題にして、信頼なくなれば理由なくして解除し
得るなり。労働契約には之を適用せらるゝ能はず。之が委任と労働契約の差なり。
他人の仕事の為に労務に服す。通説は、雇用と受請とは、一方は労働を供給し、

一方は労働の結果を呈供するの点に於て異るものとなす。されど近来、出来高払
（Akkordlohn）の雇用なるもの増加したり。之は、民〔法〕632条に当てはめれば、
受請と区別すべき点なし。されど、瑕疵担保の問題、解除の問題等を之に適用するは
不当なり。故に、受請とは区別せざるべからず。之に於て、通説に対する受請と雇用
との差異に疑を有せざるべからず。ローマ法に於ては前の通説にて充分なりしも、出
来高払等の発達せられたる今日には適せざるなり。今日の受請契約の根本は、自己が
自己の仕事の為に働きて結果を獲得し、之を呈供するにあり。仕事は自己の仕事なる
なり。故に、之と異れる雇用は、之と区別せざるべからず。要点は、結果の呈供如何
にはあらずして、自己の為の労務なりや否やに存す。通説は之を改むるを要す。
自ら労働に服す。他人の労務を供給することを受請ふは、労働契約に非ず。例

へば、商法 264条 5号。作業又は労務の受請の如し。一個の gangを率ひて、自
らその報酬を受けて之を分配しつゝ、而も自ら労働に服するは、所謂 cooperative 
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employment，contrat dʼéquipeと称し、労働契約の変態の一なり。〔欄外  法
〔法学協会雑誌〕

協
40巻 11〔号〕, 12〔号〕 41巻 1〔号〕, 2〔号〕 平野義太郎「労働契約概論」／
locatis-conductis—rei—雇用賃貸借 , locatis-conductis—operarum—自ら貸すもの〕
民法の雇用と同一のものなりや。
民法の雇用の規定は極めて少きに、労働契約はあらゆる形態を備ふる故に、勿論そ
の各個の場合を悉く民法の規定にて律すること能はず。賃貸借の規定と雇用の規定と
は頗る類似す（623条）。即ち、労働者を人格とは見ずして、物品と同視す。而るに、
今日の労働契約はかゝる simpleのものにはあらず。一定の工場規律に規則正しく服
するを要し、労働の供給のみの問題にはあらず。供給の他に、衛生設備、契約条件の
強制等の問題伴ふ。即ち、民法の規定に含まれざる無数の問題拡がるなり。故に、単
純に之を雇用の規定のみにて規律することは不可能なり。〔欄外 独乙最近の学説は、
労働契約は雇用にあらずと云ふは此の意味に於て也。雇用は財産的にのみ考察せるも
の、労働契約は之に人的の関係が加はれるものなり。〕
報酬を得て労働に服す。之は賃銀の章に述ぶべし。
継続契約なり。賃貸借にも通ずる特色なり。特に、労働契約に限らず。

第四節 労働契約の効果
労働者の義務。
労働者は契約の定むるところに従ひ、労務を供給するの義務あり。之につきては、
契約の趣旨、慣習、其他従業規則に従ひ、一定の時間一定の場所に於て従事するを要
す。如何なる程度に働くかは不明なり。大正十一年五月廿九日大審院判決「Sabotage
に関する判決」（判例民法 37〔末弘厳太郎「（判民大正 11年度 37）雇傭－－団体的
怠業は即時解雇の原因となるか－－相信関係は雇傭の要素なりや－－民法第五四一条
は雇傭に適用ありや」（『法学協会雑誌』第 41巻第 4号、1923年）〕）。
民法 414条の強制履行はなし得ず。損害賠償の問題はあり得るなり。労働者は、
工場主の監督の下に働くを要す。故に、其の規律を強制し監督する為には、懲戒権あ
りや否やが問題となる。大正十一年三月十一日大審院刑事部判決、判決集 127頁（判
例民法 16〔末弘厳太郎「（判民大正 11年度 16）雇傭－－雇主は未成年の職工に対し
て懲戒権を有するか？」（『法学協会雑誌』第 40巻第 12号、1922年）〕）。従来は、多
少の監督権は認められたる観あり。現今も公益規定に反せざる限り、之あるが如し。
自ら働くを要す。妄りに他人と換るを得ず。之は、雇主の方にも同様なり。され
ど、事実上、雇主の方が此の義務を履行せざるもその制裁法なし。
雇主の義務。



173〈翻刻〉 末弘厳太郎の 1924年度「労働法制」講義録

賃銀を払ふの義務あり。後、詳述すべし。
出来高払ひの場合には、仕事を与ふるの義務あり。之には、何等かの規定を必要と
す。以上は財産的のものなるが、雇主は尚、人的関係の保護を図るを要す。工場の衛
生・安全・風紀を守るの義務あるなり。されど、之に反したる場合に、労働者の方よ
り要求するの権は規定なし。極めて不明なれど、理論的には請求権（私法的）はある
べき筈なり。現在は只、工場法による公法的規律のみ。此の点の雇主の義務は重大な
る立法問題なり。
危険の為に死傷ある時は、賠償の義務あり。扶助に関する規定。扶助のこの義務は
普通、民法の不法行為の賠償義務とは大いに異る。後、労働保険の章に述ぶ。

24th S
〔September〕

e p t .
第五節 労働契約の終了

一方には、給料上の問題あり。他方には、身分上の問題あり。給料は退職の際に、
当分充分なるものを与へて解雇するを要す。一身上の問題とは、人格たる人間として
見て、その人の趣味、主観的の各種の利害関係を考慮し、その自由を認むるを要す。
民法は身分的の効果につき考慮したり。之は徳川時代終身の雇用（買殺し）多くし
て、殆んど奴隷に近かりしなり。それに自由主義の発達に伴ひ、之を排することゝな
り。明治五年十月廿日の太政官布告にも既にこの事を厳禁せり。現行法にも、この自
由と妄りに解雇せざる規定とを置けり。されど、民法の根本の欠陥は妄りに平等を標
榜し形式的となりし為、実力あるもの勝ち、弱きもの敗るゝことゝなり、民法の規定
も事実上労働者の不利に終れり。
契約終了の原因。
労働契約は単なる受請・委任にはあらず。之は雇用の一種にして、且幅員の大なる
ものなれば、大体は雇用契約に照して考ふるを得。民法の雇用の規定は、頗る財産的
に偏する故、身分上の問題を顧慮するを要す。
（1） �労働者の死亡。 が原因の一なり。使用者の死は契約そのものには影響を与へ

ず。事業を主として考ふる故なり。
（2） 仕事の終了。
（3）  期間の終了。民〔法〕629条。期間を定めざれど、或期間を予想して雇ふと、

一日一日雇って続くとは全く異る。前者は 627条。後者は自由労働者と称し、
毎日労働紹介所にて職を得て働くなり。只、事実上此の両者を区別するは困難
なることあり。

（4） 解約申入。民〔法〕630条。 解約の原因。
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（イ）  債務不履行を原因とする解約。民〔法〕541、542、543条。623条 3項も
注意するを要す。

（ロ）  期間の定ある労働契約の解約申込。先づ、民〔法〕626条。之は、年期
〔季〕

奉
公の名義の下に人身売買を行ふを禁ずるの趣旨なり。之を雇主の方にも認
めたるのみ。されど、之は事実上行はれざることあり。違約金契約、前借
金契約等により、五年以上の期間を拘束することを得るなり。法律上は之
等の契約は禁ずるを要す。626条の公益規定に反する故なり。
工場法施行令 24条は多少の例外あれど、之等の拘束契約を禁ず。又、

之等の問題は民〔法〕90条に関連するを注意するを要す。
他の規定は〔民法〕628条。已むことを得ざる事由ある時は、何時にて

も解約し得るなり。之は、今日労働者にとりて、最も困る規定なり。一旦
解約せられたる以上、労働者は訴訟によるの時日と費用となきなり。労働
法制等に於ては、かゝる漠然たる用語を慎しみ、事実上の公平を期するを
要す。〔欄外 平

〔我妻栄〕

野：法
〔法学協会雑誌〕

協 41巻 5号「判例より見たる公
〔『公の秩序善良の風俗』〕

序良俗」P.150
以下〕

（ハ） 期間の定めなき契約に於ける解約申入。民〔法〕627条。
之は最も普通の場合なり。されど、此の規定につき問題となるは〔民法〕

628条なり。大正十一年五月廿九日大審院判決（判例民法 37）は、平常
の六分乃至九分の仕事を為す Sabotageは已むることを得ざる事由なりと
して、その突然解約を認めたり。若し然りとせば、Strikeは勿論、解約の
原因となることゝなる。
この問題につきて考ふるを要するは、所謂労働戦術が合法なり否やが如

何に法律に立てらるゝかなり。裁判所は明かに此の戦術を違法なりと認め
たり。之と関連して問題となるは、全く個人的の理由と同盟の理由とを同
一視し得るや否やにあり。平野〔義太郎〕氏は現行法上之を合法なりと主
張するも、平静に考ふれば、治安警察法 17条等の現存する今日、之を合
法なりと判決することは聊か不当なるにはあらさ

〔ざ〕

るか。されど、之は労働
者を非常なる不利に導くものにして、将来法律を立つるを要するものにし
て、それ迄裁判所も相当の考慮を要す。〔欄外 平野〔義太郎〕：法

〔法学協会雑誌〕

協 42
巻 5号 6号「同盟罷工

〔業〕

の合法性とそ
〔其〕

の司
〔私〕

法的効果」53頁以下〕
627条につき頻繁に起る問題の一は、二週間の期間にて解雇しても、そ

の二週間は働の権利ありとて、労働者工場に入りてその秩序を乱すことあ
り。されど、労働者には之の権利なし。その二週間を働かすと働かさざる
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とは全く雇主の自由なり。働くことを命ずる時は、労働者は拒むを得ず。
働くべからずと命ぜらるゝ時は、働くことを得ず。
之につき、又「解約権の濫用」の問題起る。之を規定するは、仏民法

1780条。我国にても、権利濫用認めらるゝ故に、その賠償の問題は起り
得るなり。
病気は已むを得ざる事由にも入るべく、又、工場法にては或種の病気に

ては必ず解雇を要すとの規定あり。
Swissの債務法 352条は、病気にても自己の過失に依らず、又長きに亘

らざるものは、解雇し得ざることを規定す。即ち、妄りに病気の故を以て
不当の解雇するを禁ずる也。

Washington条約案 4条は、産前産後の婦人労働者を解雇し得ざるを規
定す。産前産後に限らず、此の種の規定は我国にても立法の要あり。仏労
働法第一篇 99条は産前産後の規定を設く。
兵役に行くを理由として解約するを得ざる規定を設くる国々多し。仏

1901.7.18法律、スウィス債務法 352条、等。
（ニ）  〔民法〕631条。雇主の破産。此の場合は労働者の側より、又は破産管財

人の側より解約申入を為すなり。
契約終了に際して起る諸問題。
労働契約終了の場合、雇主側、労働者側にて各種の義務を負ふ。
雇主の義務。 今後、他に就職するを妨ぐるを得ず。出来得るだけ就職の便を図
るの要あり。現行法に規定あるは、鉱業法 77条（証明書附与の義務）。外国には、
Blacklistを廻して就職を妨ぐることあり。我国にては、明治丗四年十月十六日の大審
院判決は稍〻之に類す。之は優良職工の争奪を防ぐ為に、前工場主の承諾を受くるを
要すとなす。即ち、かくするも、労働者に自由を与へざるにあらずとなすなり。
大正五年十月十八日大審院（判決録）の判決（注目すべき誤れる判決なり〔）〕。
次に、工場法施行令 23条、24条。賃銀を直ちに払う義務、貯金を返す義務あり。

又、注意すべきは、共済組合に対して、23、24条の趣旨の義務を認むる免法を要す。
27条。
労働者の義務。 先づ第一は、契約終了後に競業禁止の特約なしたる時、その特約
は有効なるや否やの問題あり。大阪控訴院判決。之は、民法 90条にて取扱はるゝこ
とゝなる。最近、工場には秘密を要するものあり。その秘密を漏洩せざる契約を為
すものあり。されど、此の為に労働者の方は、一生その会社に縛らるゝことゝなり、
90条に触るゝや否やの問題となる。次に起れる問題は、刑事問題として起りしもの
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なり。解雇されて後、預かり居りたる金を横領したる事件なり。弁護士は解雇の後は
雇主に対する義務なしとなしたるも、裁判所は残務遂行の義務ありとなしたり（大正
11.8.3.刑事判決）（判例民法 54）。

1st O
〔October〕

ct . 
第六節 労働契約に附髄

〔随〕

する各種の特約
本来の労働契約にあらざるもの附帯す。

（1）違約金契約及損害賠償の事実
之は労働者がその労働契約を確守する為に、之を守らざる時に応ずる手段なり。之
につきては、一般原則と工場法の適用ある場合とを区別するを要す。
先づ一般原則としては、違約金契約の問題は民法 90条によりて、その効力を決す

るのみにして、如何に過酷なりとも如何ともし得ざる状態にあり。利息制限法 5条
には、金銀貸借につき多少の制限を設くるも之を他の契約に類推することを禁ずるこ
と、現行法解釈の一般なり。故に、民法 90条に触れざる限りは、如何なる違約金契
約又は損害賠償の予定契約をも為し得るなり。
されど、違約金を賃銀中より差引くことは、民

〔民事訴訟法〕

訴 618条、民法 510条に関するも
のにして、次節に述ぶ。
次に、工場法の適用ある場合には、工場法施行令 24条に於て、違約金契約及賠償

額を予定する契約を原則として禁止す。工場主が之に反する契約を為す時は、その契
約は無効なることは勿論、工場法施行令 33条により 200円以下の罰金を科せらるゝ
ことゝなれり。
されど、若し違約金をかく禁ずることゝすれば、如何なる工場もその秩序を守るこ
と能はず。於之、従業規則の中の制裁は之を違約金にあらずと解釈せざれば、工業の
運行不可能なり。此の 24条は須く改正を要するなり。
（2）身元保証契約
分って、物的保証と人的保証とす。前者は先づ身元保証金（民〔法〕629条 2項）。
労働契約により雇主に対し労働者が負担すべき債務を担保する為に、第三者又は労
働者が雇主に提供する金銭を謂ふ。契約締結と同時に提供するを、狭義の身元保証金
と云ふ。
此の法律両性質は、信託的に所有権を移転するものなり。現行民法に規定なくし
て、而も考慮を要するは、借家の場合敷金を取るもその貸借終了の際その敷金を返還
せざるものある如く、労働者の保証金を雇主が契約終了の際、労働者に返還せざるこ
とあるべし。現行日本民法は之を全く考へず。仏国に於ては、1917.10.16の法律（労
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働法第一篇 32条 a－ f）に規定せる所にして、金銭の所有権が先方に移るなれば、
之を返還することを確実にする為に規定せられたるものなり。之は重大の問題なり。
次に、契約締結の以後に於て、信証金・強制貯金・積立金等の名に於て、漸次労働
者が雇主の手にて貯金を為すの類は、広く行はるゝ所なり。その名義は労働者を倹約
せしめ貯金を為さしむるにあれど、実質上は雇主の側にて賃銀支払を延期することを
許されたると同様にして、工場主が喜んで之を行ふ所以なり。之は身元保証金と同様
の役を為すなり。即ち、労働者が違約したる時、之を以て担保の用を為すなり。工場
法施行法

〔令〕

23、24、25条は此を規定す。
強制貯金の名の下に於て差引く賃銀の限度を制限する法律の規定を要す。将来の立
法問題なり。
人的保証（身元引受契約）。
将来発生すべき損害賠償債務を保証する保証債務の性質を有するものと、もっと広
く担保契約と称すべきもの（即ち、損害賠償の債務を負ふと否とを問はず、苟も工場
主に損害ある時は之を保証するの契約、guaranteevertrag）とあり。今日、実際上は
この担保契約に近きもの行はる。現行法上、保証契約は無期限なり。之は保証人に難
きを強ふるものなり。故に、大正 4.10.25の判決（刑事部 1661頁）は、保証人は何
時にても保証を止むるの告知を為して責を免るゝを得と為す。
（3）競業禁止の特約 民法上は 90条。
（4）秘密を遵守する特約 同上。
（5）労働組合に加入せさ

〔ざ〕

る特約。現行法上は、民法 90条に触れざる限り、如何なる
契約を為すも有効なり。故に、将来組合加入権を認めらるゝ迄は、かゝる契約も有効
なり。

第四章 賃銀
〔第一 序説〕
資本主義経済に基く賃銀は、敢くまで「労働を買ふ」と云ふ観念を根本とす。常に
利廻りより割出さるゝなり。されど、19世紀を通じて此の観念は大いに変形を受け、
雇主よりは「買ふ」と同様なるべきも、労働者より見れば、之にて「生きる」ものな
りとの考へ方行はるゝに至れり。即ち、生存権の要求に伴ふ変化なり。最低賃銀の法
定の如きは、その最も注目すべき傾向の一なり。之まで行かずとも、賃銀保護法と称
せらるもの、即ち成るべく賃銀が労働者の身につく様に図らふものも又一の傾向な
り。
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〔第二〕最低賃金法
資本家にとりては、労働はその生産に対し如何なる Utilityを有するかの問題の
みが考へらるゝものにして、此の考へ方のみより行けば、労働者の方よりは cost of 
livingをも得られざるに至ること多し。故に、賃銀を standard of cost of livingより
下に低下せしめさ

〔ざ〕

る様、注意することが最低賃銀制度の起る所以なり。されど之は
又、現在制度下に於ては資本家側の立場と妥協するを要し、又 cost of livingなるも
のは一定し得ざる故に、一種の sollenによりて決定することゝなる。

Americaの或る州にては、�at system（即ち、一弗以下の賃銀を受くるものは本州
の人民にあらずとなす制度）行はる。又或は、一定の時日を決めて一定以上の賃銀を
定め、其の後は物価指数に応じて上下せしむるの制（sliding scale）も行はれ得べし。
労働組合なき国家に於ては、国が労資双方の混合委員会に於て決定せしむる方法も存
す。
戦後の Austriaは、sliding scaleを徹底的に行はんと企てたる国なり。そは Austria
の 物価の変動が驚くべく大なりしによりて生じたる現象なり。〔欄外 Austriaの物
価指数 1914年を 100と見れば、1924年は 1,229,000以上となれり（International 
Labour Review, July 1924に、その Austriaの企てたる sliding-scale法の記事あり）〕
元来、生活に必ず必要なる部分とその余剰の贅沢の部分とが賃銀を構成す。生存権
より出発すれば、その生活に必要なる部分は必ず sliding scaleによるを要することは、
Austriaにて認められたるところなり。sliding scaleは合理的なれど、実際には困難
にして立法例稀なり。
次に又、生存権の立場を採る者より見れば、子供の多き者に賃銀を増加せんとする
は当然の勢なり。仏国は殊に此の方法を企てたる著例なり（人口政策上之を行ひしな
り）。仏国以外にも立法例多し。〔欄外 Monthly Labour Review〕

生活を或程度に維持し得るだけの賃銀を少くとも労働者の為に保証せんとする考へ
が存在し、之を実現する方法は従来三あり。
〔欄外 生存権に関する参考書 左右田〔喜一郎〕氏、文化価値と極限概念／福田徳
三：（続経済学研究）（生存権論）／生存権の社会政策（経済学考証）／人口政策と生
存権（経済学研究後篇）／牧野〔英一〕氏、法律論〕
一は、労働組合自身が Tarifvertragを資本家と結んで、その中にて最低賃銀を定む
るもの（Webb, Industrial Democracy, ʻStandard rateʼ）。
二には、国家の力にて最低賃銀を保証せんとす。之には、国家自らの官公省に於
て、最低率を定めて雇入れを為すことにより、自然他の各方面に之を及ぼさんとする
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の方法あり。
三には、法律の力にて最低賃銀を決定せんとす。その法制を二つに分つを得。一
は均一制（Flat-rate System）にして、Americaの二三ヶの州（Arizona、Arkansas）
にて行ふ。されど之は、実際上は到底行はれず。他は、資本家及労働者の代表者を
同数出して成立したる混合委員会をして、最低賃銀率を協議せしむる主義（wages 
board or Trade Board）なり。之は最初、Australiaの Victoria州にて起れる主義なり。
Melbourneの ʻAgeʼ なる新聞がその研究を発表し、之を濫觴として生じたるものなり。
労働組合ある国は、自ら資本家と協定して Standardを定むべし。労働組合が存在せ
ざる国家に於ては、国家が混合委員会を設くるを要すとなすなり。
此の制度を見るには、英国 1909年 10月 20日 Trade B

〔B o a r d s〕

oard Act、1918年の改正
（適用範囲拡張）等を研究するを便とす。後、Corn P

〔Production〕

roduct Actなるものあり、此の
中にも見るべきものあり。1924年 8月、Agricultural wages Regulation Act通過した
り。之等の Actsの中、常に混合委員会の制度を採用す。各産業に応じ、各地方を標
準とし、個々の混合委員会を作りて最低賃金率を定むるなり。

〔第三〕賃金保護法
8th O

〔October〕

ct.（I was absent on urgent business）
15th O

〔October〕

ct.（�e professor was absent）
22nd O

〔October〕

ct . W
〔Wednesday〕

e d .
雇主に対する干

〔関〕

係。
雇主が如何なる程度迄強制貯金を為すを得るかは、それによりて相殺する限度を如
何にするかの問題と相表裏す。
民〔法〕510条。民

〔民事訴訟法〕

訴 618条。
労働者自身の債権者に対する干

〔関〕

係。
之は、民

〔民事訴訟法〕

訴 618条が唯一の規定なり。独乙 1921年 23rd 
〔December〕

Dec.の賃銀差押に関する
法律。は注目すべき法律なり。
労働者の夫又は親権者に対する干

〔関〕

係。
民〔法〕14条。妻は夫の許可を得て雇用契約を為すを得るなれど、賃銀領収は独

立して為し得。之は民〔法〕817条によるも明なり（之を画然とせざれば、夫が取消
し、会社が二重払を為すことゝなるべし）。
未成年者は民〔法〕4条に規定あり。通説は弁済を受くることは債務を消滅せしむ

る故に、之を為し得ずとす。されど、かくすれば、会社は親権者の取消による二重払
を為さざるべからざることゝなるべし。故に之は、民〔法〕6条により営業と見做す



180 『人文×社会』第 6号

べきものなるべし（之は既に、裁判所は芸妓の座敷着問題の時に採りたる考へ方な
り）。

第六
〔五〕

章 労働条件の制限
〔第一 序説〕
年齢・時間等を意味す。
現行民法は、年齢・時間等につき何等の制限を設けず。されどかくの如きは、独り
労働者自らの健康を害し、知能の発達を妨げ、彼等の一人前の完成を妨ぐる所以なる
のみならず、国家全体の保健より見るも最も恐るべし。其の意味に於て、19C

〔世紀〕

.の前
半、我国には民法施行後、時間・年齢制限の趨勢現るゝに至れり。初めは、只可愛想
との感情上より、只小供・婦人等を問題としたるのみなるが、後には能率問題が之を
支配するに至り、青年職工の条件制限問題起るに至る。我国は此の点の進歩遅し。

〔第二〕沿革（我国）
我国の此の点の立法は、Versailles条約の前後によりて分る。前には、工場法、鉱

業法、鉱夫労役扶助規則等ありて、幼年工・婦人工の問題を少しく考へたり。他方に
は、小学校令に於て、教育の必要上、学齢児童の雇用を制限す。然るに、Versailles
条約に於て第十三篇の終りに、第四・五・六の三原則あり。四は八時間労働の原則、
五は一週一日休暇の原則、六は幼年工の禁止原則、之なり。
此の原則を実現する為の会議が、1919年 10月 11日のWashingtonの労働会議な

り。其の中に、八時間労働の条約案現はる。其の他、産前産後婦人使用の条約案、夜
間の婦人使用の条約案、鉛中毒に対する婦人及児童の保護に関する勧告、工業に使用
し得る児童の最低年齢を定むる条約案、工業に於て使用せらるゝ年少者の夜業に関す
る条約案が、条件に関して提起せられたり。後（第二回）、海員に之等の原則を適用
する会議開かれ、海上に使用し得る児童の最低年齢を定むる条約案、漁業に於ける労
働時間の制限に関する勧告、内水航行に於ける労働時間の制限に於ける勧告、出来た
り。

1921年、農業労働者に関する会議。我国は此の点は余り考へず、批准も為さず。
昨年の議会に、政府は工場法改正、工業労働者最低年齢法、船員の最低年齢及健康
証明に関する件の三法案を提出し、原案通過せり。此の中、船員の分は法律 35号に
て発布、現在施行せらる。其の外のものは未だ施行せられず。
〔欄外 工場法は、其他職工を分類して、十四才以下は工業労働は一切禁止。その
上は、工場法の適用を受くるところと受けさ

〔ざ〕

るところとあり。この適用を受けざるも
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のは、小供も婦人も無制限なり。適用を受くる方は、保護職工と然らざるもの（普通
職工）とに分る。現行法は、此の保護職工のみにつき種々の制限あり、普通の職工は
何等の制限なきなり。保護職工の範囲は、原則として十五才未満のもの及女子（工
場法 3条、4条、6条、7条、8〔条〕、9〔条〕、10〔条〕、11〔条〕、工場法施行規則
35、6、7条）。例外、夜業禁止の例外たる特殊業務につきては、大正 20年 9月以後
は、14才未満のもの及 20才未満の女子のみを保護す（工場法 5条。施行規則 4条。
他の例外は、危険又は衛生上有害なる場所の労務につきては、原則として十五才未満
を保護す（工場法 10〔条〕、〔施行〕規則 6、7条）。改正法は 16才未満とす。例外一
を削除。例外の二を 16才未満に改む。而して、第三の例外加はる。避くべからさ

〔ざ〕

る
事由により臨時必要ある場合の夜業につきては、16才未満のものを保護す。施行後
3年は 15才にてよし。〕

〔第三〕就業制限
1．年齢に基く就業制限
2．業務の種類による制限
3．病気たるの故を以てする制限
4．産前産後（Protection of maternity）の制限
〔1．〕年齢による制限。
現行法は、満十二才を最低年齢とするの原則を採る。但し、小学校の教課を終了
せざる学齢児童を雇ふ時は、工業主はその就学の方法を講ずるの要あり（工場法第 2
条 1項、施行令 26条）。尚、小学校令 32条 3項、35条は別に特別の保護あり。大正
3.6.27大審院民判録 519頁。
十二才の原則。例外あり。軽易なる業務に限り、条件附して十才以上十二才未満の
ものを雇用することを得。工場法第 2条 2項、施行規則 2条、工場法 2条 2項によ
る就業許可に関する件（農商務省大正五年訓令第 10号）。
最低年齢法が施行せらるゝに至れば、上述の諸規定は全部廃止せらるゝなり。然し
て之には、工場法の適用範囲内と否とを問はず。
最低年齢法は 14才以下は絶対に禁止するも、只小学校の教課を終了したるものは

12才以上雇用し得。又、家内工業、徒弟学校等にては、14才未満にても使用し得る
なり。
〔2．〕業務の種類による制限。
工場法 9条。危険なる業務につき、15才未満のもの及女子の就業を禁止す（将来
は 16才）。
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危険又は衛生上有害なる場所に於ける業務は、原則として 15才未満のもの。女子
は含まず（工場法 10、11条）。
〔3．〕病気に対する制限。
工場法 12条、施行規則 8条。
本人の保健及伝染予防を考ふ。
〔4．〕母性保護。
工場法 12条、施行規則 9条。
法律には、産前の規定なし。又、賃銀・解雇のことを禁ずるの規定もなし。之は改
正するの要あるなり。改正には産前及哺乳のこと等につき規定するを要す。

29th O
〔October〕

ct . W
〔Wednesday〕

e d .
〔第四〕労働時間の制限
現行法は、普通職工と保護職工とを分ち、15才以上の男子につきては全然法律が

制限を設けず。保護職工につきては、一日 12時間とするを原則とす（工場法 3条 1
項）。
例外三あり。
一は、年齢による例外（大正五年農商務省訓令 10号の第 3号、10才 12才の少年

につきては 6時間とす）。
二は、業務の種類による例外（主務大臣が指定したる業務（指定業務）には、長く
することを得。工場法三条二項、〔施行〕規則三条一項、即ち 14時間とすることを
得）、（工場法？

〔ママ〕

条 季節による例外（一年につき百廿日を超えさ
〔ざ〕

る限り一時間を延
長し得））。
三の例外、8条 1、2、3項。emergencyによる例外。
以上の外、平和条約第十三篇 427条の第 4原則に於て、一日八時間制又は一週 48

時間制を採らさ
〔ざ〕

る国は、之を改むべしとす。之がWashingtonの条約にて（二条）、
一日八時間且一週間 48時間とするの条約案成立せり。
此の条約にては、英国の労働組合は既に適当に運用しつゝあればかゝる法律の要な
しとしたる為に、9時間の日を四日作って、土曜の午後を休ましたる例外を置けり。
又、交替制を採る時は一週の平均を超えさ

〔ざ〕

る限り、九時間以上働かすことを得るの例
外もあり。
第 9条は日本に関する例外を設く。
15才以上の実際労働時間は 56時間、生糸工業は 60時間とし得。
15才未満及鉱山の坑内に働くものは 48時間を超すべからず。
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第二回の労働会議の二勧告あり。漁業及内水航海につきてのもの。
日本は改正を行ひしも、只之等を参照としたるのみなり。改正法は 15才を 16才

としたり（但し、施行後 3年間の猶予を与ふ）。保護職工につきては、一時間を減じ
て一日十一時間とす。上述第一の例外は削除。業務の種類の例外はそのまゝとす。第
三の例外の特別の事由ある場合と云ふに、多少の新規定を加へたり（腐敗し易きもの
等、又夜等休憩時間を与ふる為にmodifyし得る様にす）。
以上の如く、日本は未だ頗る遅れたる状態にあり。英国の 100年前の状態なり。

16才以下及婦人の外には制限なきなり。されど、凡ての例に見る如く、初めは人道
的なる感情より制限を起すに至る。
時間制限は、Marx以来頗る注目され初めしものなり（Kapital一篇二章七節）。即

ち、賃銀はそのまゝにして、時間を減ずるなり。〔欄外 国際労働会議と日本〕
8時間の出所は別に根拠なし。只、何時の間にか 3 eightsなる標語が労働運動に用

ひらるゝに至りしものなり。
e�ciencyは時間に伴はずとしたる社会主義論者の説が、資本家を動かしたるなり。
現時の世界大勢は、八時間制に対して例外を設くること盛なり。之は元々、戦時
に於て労働者が頗る重視されたること、及当時頗る国際観念が強かりしことにより、
かゝる条約成立したるも、後、漸次国際競争が実感さるゝに至り、逆調を生じたるも
のなり。

〔第五〕労働し得る時期の制限（深夜業の禁止）
深夜の範囲は工場法 4条、午後 10時より午前 4時迄。深夜働かし得さ

〔ざ〕

るものは、
保護職工なり。之に対し例外あり。一は、業務の種類による例外（工場法 5条、〔施
行〕規則 4条）。二は、特別の事由ある場合の例外（工場法 8条）。
工場法の 5条但書、六条は猶予期間を設く。14年間は職工を二組に分つものに限

り、上の規定を猶予す。
此の点の改正法は、深夜の範囲を午後 10時より午前 5時まで延長す。但例外して

11時よりすることを得。又、保護職工が 16才以下となりし為に変更あり。業務の種
類による例外を削除したり（即ち〔工場法〕5条、〔施行〕規則 4条）。例外の第二に
は多少変更す。猶予期間を施行後 3年とす。

〔第六〕休憩時間の強制
一日の労働時間の間に置くもの、一週間の間に休日を置くもの、一日以上の継続せ
る休暇を与ふるものの三種あり。
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我国の労働法にては前二者が少し顔を出せり。
普通職工につきては、全然何等の制限もなし。
保護職工は、工場法 9条 1項、6時間を超える時は少くとも 30分、10時間を超え
る時は少くとも 1時間を就業時間内に設くべしとす。例外、工場法 2条 2項。
改正法は此の例外を削除し、原則はそのまゝとす。而して更に、休憩時間は一斉に
与ふべしとす。
休日につきては、欧州にては宗教の干

〔関〕

係上、日曜を休日とすることは早くより行は
れたり。日本は休日制度に於ては頗る遅れたり。普通職工には規定なし。保護職工
には、工場法 7条 2項、毎月二回以上。例外は、休日を廃止し得る場合と四回以上
を強制する場合とあり。前者は、工場法 8条 1項 2項。後者の場合は、一は工場法
2条 2項（10才と 12才）、二は職工を二組に分って深夜業を為さしむる場合（7条 2
項）及夜間の作業を為すの要ある特別のもの（7条 1項、5条）。改正法にては、保
護職工の範囲異る。又、例外の第二の 2条 2項のものは削除、7条 1項と 5条より出
づる例外も削除す。

Versaillesの第 5原則は、日曜日を成るべく含まず、24時間の休憩を与ふべしとす。
日曜日を含ましむるは、宗教上及家庭生活上の理由よりなり。
第一回、時間の条約案 9条の日本に関する例外の中にも、一週間 24時間の休憩を

与ふることを一切の業務につき規定す。
英国等にては、土曜日の午後休憩するの要求強し。
休暇の制度は我国にはなし。外国には多少あり。注目すべきは Austriaなり。悉く

の労働契約に一日若干の休暇を与ふべしとなす。
時間其の他の制限を実行する為には、工場監督制度の完備を要す。労働組合の発
達せる国にては之を必要とせずと雖も、我国の如きは頗る重要なり。〔欄外 〔B. L.〕
Hutchins & 〔A.〕H

〔Harrison〕

arris,〔A〕History of Factory Legislation／河合栄次
〔治〕

郎、「工場法
の発達」／Marx〕

6th N
〔November〕

o v .  �
〔Thursday〕

urs.
〔第六章〕労働組合

〔第一 序説〕
現在の法律は如何に取扱ふかの問題と、将に議会に呈出されんとする法案につきて
の問題とに分る。
〔欄外 British：（Mr. & Mrs.）Webb，〔�e〕History of Trade Unionism, 1920. Webb，

Industrial Democracy,1919.（Law）〔Henry H.〕Slesser ＆〔Charles〕Baker, 
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L
〔 T r a d e  U n i o n  L a w 〕

aw of Trade Unions, 1921. ／ America：〔Frank Tracy〕Carlton,〔The〕History 
& Problems of Organized L

〔 L a b o r 〕

abour, 1911. 〔Selig〕Perlman,〔A〕History of Trade 
U
〔unionism〕

nions in the United States／〔John R.〕Commons, History of Labour in the United 
States, 1918.（Law）〔W.A.〕Martin, A T

〔 T r e a t i s e〕

reaties on the Law of L
〔 L a b o r 〕

abour U
〔U n i o n s〕

nion, 1910.
〔Francis B.〕Sayre, C

〔 C a s e s  o n  L a b o r  L a w 〕

ases on the Labour Law. ／ German：〔Lujo〕Brentano,〔Die〕
Arbeitergilden der Gegenwart, 1871-2. 〔Josef〕S

〔 S c h m ö l e 〕

chmoller, Die Sozialdemokratischen 
Gewerkscha�en〔in Deutschland〕, 1898. 〔Karl〕Zwing, Geschichte der Deutschen 
Freien Gewerkscha�en, 1922. 〔W.〕Kulemann, 〔Die〕Gewerkscha�sbewegung, 1900. 
〔Siegfried〕Nestriepte, 〔Die〕Gewerkscha�sbewegung（協調会訳〔『各国労働組合運
動史』〕）. 〔Werner〕Sombart，労

〔 労 働 組 合 運 動 の 理 論 と 歴 史 〕

働組合の歴史と理論（森戸〔辰男〕訳）. （Gesetz, 
K
〔Kommentar〕

omm.）〔Walter〕Kaskel, S.164fg．Jadesohn, S.230fg．／資料：労働組合に干
〔関〕

する各
国法令（社会局）。労働協約に干

〔関〕

する各国法令。労働争議調停に干
〔関〕

する各国法令。大
正十年労働年鑑 P.482以下。農商務省職業組合法案。内務省労働組合法案。憲政会提
案、労働組合法案。〕

〔第二〕労働組合の社会的意義
労働者の団体なるものは、歴史上に於て、多くの場合に見るを得るものなり。され
ど、労働組合は全く新しく生れたる現象にして、又必然に起るべき事柄なり。大企業
の結果、資本を有するものと労働する者とが分立し、之を兼ぬるもの無きに至る。さ
れど、之が結合せざれば企業は行はれさ

〔ざ〕

る故、即ち労働契約によりて結合することゝ
なるなり。
然るに、資本家は資本を独占して労働者に対するに、若し労働者が個立して資本
家に対する時は労働の独占を為す能はず。即ち之処に、労働を売る為、bargaining 
powerを強くせん為に、団結して労働の独占を志すことゝなるなり。契約自由の原則
時代には、bargaining powerの強きものが優者の地位に立つことゝなるなり。自由の
原則は妥当ならん為には、両当事者の平等を前提するを要する所以なり。然るに、不
平等の中に自由を行ふなれば、資本家は労働者に対して優越なる地位に立つなり。之
に対する為に団結を生ず。即ち、労働を売ることを自重する為に、他よりの侵入を排
せざるべからず。又、味方が売ることを自重しつゝある間、その生活費を負担せざる
べからず。団結の要なり。
労働組合の適法不適法を論ずるには、此の点を注意するを要す。契約自由を説か
んとせば、当事者の平等を前提せざるべからず。故に、資本家に対し労働者がその
powerを平等ならしめんとする努力は、之を容認せさ

〔ざ〕

るべからさ
〔ざ〕

るなり。即ち、労働
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組合とは、労働者がその労働を売る際に、資本家に対し平等なる地位に立たんとして
団結するものを云ふ。之、近世的産物なり。
其の為に先づ共済的作用を行ふ。
（1）ハ職業紹介、及之に関連して起こる旅費給与
（2）ハ失業給与
（3）病気其の他健康保険、社会保険
されど、此の共済的作用は組合の第二次の作用なり。かくの如き作用は、組合にあ
らずとも、いくらも為すものあり。只、組合発達の初めに於て、組合員を募集する手
段とするには適当なり。又、法律が組合運動を禁ずる場合に、表面的に共済を強調し
たるは、各国の歴史的事実なり。されど、共済作用は漸次国家の手に移り、組合は漸
次其の根本なる powerの増進の為に活躍することゝなるに至る。
共済のみの為に団結するものは、単なる共済団体に過ぎず、労働組合法の対象に
あらず。又、工場委員会の如きは、只工場経営が democraticになりたるものに過ぎ
ず、之又、労働組合とは称し得ず。即ち、組合とは単に労働者が団結したるものには
あらさ

〔ざ〕

るなり。或市場全体に関連したる労働者の団結により、而も powerの確立を
目的とするものなるを要す。又、最低賃銀の為のWages Board、Trade Boardの如き
も、労働組合にはあらず。只、組合の働きを組合無き時に代行するのみなり。要之、
労働組合の本質は、労働の売買に於て、その市場干

〔関〕

係（Markt-Verhältnis）を自己に
有利に導くことにのみ存す。其の目的の為に strike其の他の戦術を行ふ。現在日本に
て strikeのみ重大視さるゝは、工場主側が団体協約を認めさ

〔ざ〕

る故なり。之は、英国の
資本家が組合を認めたる後に strikeの減少したる事実と比較して見るべき所なり。

13th N
〔November〕

o v .  �
〔Thursday〕

urs.
〔第三〕現行法上の労働組合の地位
労働組合は現行法上、適法なりや違法なりや。憲法 29条は、結社の自由を認む。

現行法律に何等の制限も規定せられず。故に、労働者は結社を為し得べし。只に共済
の目的のみならず、市場干

〔関〕

係を有利に導く為にも結社し得るなり。
組合は現行法上、適法なり。故に、組合の成立活動を妨ぐるあらゆる制度は、憲法
の趣旨に反す。而るに、組合に参加せんとする労働者は往々にして資本家より妨げら
る。労働者が団結を作って対することは、資本家には頗る不利なり。故に、組合員は
之を雇はず、又は組合員となる時は之を解雇し、其他種々の方法を以て之を妨ぐ。故
に、組合に集るものは悉く無作法の乱暴者にして、之が組合の発達を妨ぐる最も重大
なる事柄なり。此の問題は、米国にて極めて重大なる問題なり。米国は契約の自由を
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憲法上に標榜し、雇ふと雇はざるとは法律の干渉すべきところにあらずとする説有力
なる故なり。兎に角、此の点はかく憲法の趣旨に反するに拘はらず、法律は何等之を
規定せず。
次には又、法律が之を妨ぐることあり。現行法は、商を目的とする人は法人を組織
するの自由を存す。営利を目的とするものも然り。許可主義にはあらずして準則主義
なり（民〔法〕34条）。然るに、労働者の団結は自由主義にても許可主義にても、法
人となる権利なし。勿論、組合は必ずしも法人となるの要なし。されど、法人となる
を利とすることあるとも、法人となることを得ざるなり。更に、他の法律上の差支
は、現在一般刑法以外に組合の活動を阻止すべき法令が頗る多きことなり。
組合そのものを禁ずる法律はなきこと既述の如し（英国 1825〔年〕前以後の状況）。

然るに、資本家は平和の中に相対立して労働を取引することを忌む。而して、自己の
云ひ値にて、之を買はんとするなり。故に、労働者は之に対抗する為、之を「売ら
ず」と云ふことを得ざるべからず。組合の活動は之に存す。

〔第四〕治安警察法 17条
〔欄外 牧野〔英一〕「法律に於ける正義と公平」中「治安警察法 17条」／平野〔義
太郎〕 法学志林 26巻 4号〕
警察犯処罰令。  面会強制の禁止
仝上 2条 31号  妄りに他人の軀に立塞がることを禁ず（picketingの時に適用せ

らる）
各地方の警察罰則。
只に治安警察法 17条のみならず。故に、17条が廃止せらるゝことありとも、決し

て濫用を止め得ず。
17条の内容。
1号 �暴行強迫及公然の毀誹を禁ず。されど、組合に限り、何故に之を重く罰す

るを要するか問題なり。
2号 �誘惑煽動を禁ず。されど、同盟罷工それ自身を許すならば、その当然の

手段なる誘惑煽動を罰することは不当なり（誘惑煽動の意味、大正 9.3.�
10. 刑事部 153 頁、頗る広く解す）。

3号 �賃銀値上の為の暴行強迫を禁ず。何故に労働の取引に干
〔関〕

して暴行強迫を為
さば、特に之を重く罰するか。又、同盟罷工の為に誘惑煽動を為すは、刑
法上罪となることなきにも拘はず、之等が罪となるは何故なるか。

之等の諸点が 17条の不当なる所以なるなり。之等は刑法に任すべし（されど、17
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条よりも、資本家の雇はざることが重大なるなり）。
現行法の拘留・起訴等の制度も亦之を廃せざれば、如何に法律を改むとも、完全に
労働者を保護することを得ず。同盟罷工等はその起らんとする当初、暫時その幹部を
拘留すれば、之を鎮め得るものにして、この不当拘留を禁ぜざれば濫用を止むる能は
ざること明なり。
要するに、日本現在は組合そのものを禁ぜされども、その活動を禁ずるの状態にあ
り。

〔第五〕組合の権利能力
組合は現行法上、人格を取得することを得ず。故に又、組合それ自身が財産を有す
ることを得ず。今日、組合の有する財産は如何なる性質を有するか。通説は、社団に
して人格なきものに、組合の規定を当然準用すべきものとなす。されど、組合と社団
とは本質上異るものにして、之等の外、人格なき社団、人格なき財団等存在し得るな
り（通説が、組合か、然らざれば人格ある社団か、なりとするは大いなる誤なり）。
組合財産は、組合を代表するものの名義にて、之を所有するものなり。即ち、信託的
のものなりとす。故に、その代表者は信託関係を守るの要あれども、信託干

〔関〕

係は第三
者に対抗し得ざるものなり。英国にては、法人にはあらさ

〔ざ〕

れど、Trusteeの名に於て
財産を有し訴訟能力あるものと保護せらる。
組合は法人にあらさ

〔ざ〕

る故、組合の役員が組合の事務として不法行為を為すことある
時は、民〔法〕44条の責任なし。役員がその責任を負ふ。只〔民法〕715条が問題
となる。使用者として適用せらるゝ余地あるにはあらさ

〔ざ〕

るか、又、共同不法行為の教
唆の規定も考ふる余地あり。
又、役員が第三者と契約をなしたる時、他の組合員の義務如何。現行法上は代理の
法理にて説明するの外なし。役員が組合の名に於て借金をするも、組合員は有限の責
任のみを負ふ。又、役員が団体協約を結びし時は如何。組合なりとするものは、代理
ある時を云為す。されど、労働組合は既に団体協約の為に成立せしものにして、人格
なき社団と雖も、その目的なる行為は必然に組合員を拘束するなり。
組合員は一円にて雇はるゝを要する際に於て、若し一人が 90銭にて雇はれたる時

は、只違約金を払ふのみか、又は全然無効なるか問題なり。現行法上は罰として制裁
するのみ。之は無効とするを得ず。
組合は、組合そのものとして訴ふることは不可能なり。然らば、訴へらるるを得る
か。民

〔民事訴訟法〕

訴 14条 2項は、或は訴へらるゝを得るものと為すが如し。されど、原告とな
り得ずして被告となるは不当なり。
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〔第六〕組合に干
〔関〕

する立法問題
単に、労働の取引に干

〔関〕

して、労働者を保護するのみにては足らず。公益問題とし
て、公安維持の問題、産業保護の問題、雇主の立場を考慮すべきこと、又、組合その
ものの保護、組合員保護の問題、之は、一は幹部其の他に対する組合員の保護、他は
組合員たる故に資本家より圧迫せらるゝことの保護、又、強制加入の問題、等を考ふ
るを要す。

Ⅰ．組合の目的
換言すれば、如何なる目的を有する組合を組合とするかの問題なり。社会的

意義に於て組合たるものを、法律もその組合と認むるの必要ありと信ず。社会
的意義の組合とは、少くとも前述の組合目的を有するの要あり。同時に他の目
的を有するや否やは、原則としては之を問はず。されど、組合の名の下に営利
を目的とするは之を禁ぜざるべからず。所得税・営業税等を徴収せさ

〔ざ〕

る故な
り。又、組合が政治目的を持つことは之を禁ぜらる。勿論、組合員が共同の政
治的感情を有するは自然のことにして、各国の法律は、目的は経済的のみとす
れど、政治上の目的を追ふ場合には、その制裁はその時々の時勢に応じて適当
に委ねたる例多し。〔欄外 「嘘の効用」〕
英国にては此の点につき、組合の幹部が政治目的の為に会費を徴収したる

に、組合員が反対したるの例あり（Osborn事件）。之に基き、1913年の改正
は政治目的の活動を許せども、その基金は経済目的のものと全く明かに区別し
たり。

２
〔Ⅱ〕

．組合員
組合員の制限。第一、他の団体に属するを禁ずることあり。されど、之は組

合を認めさ
〔ざ〕

るの意見となる。第二に、産業を同じくするものは組合を作り得る
も、異にするものは得ずとするの説あり。之は可成り重大にして、農務省案
は「同一又は類似の職業」を要すとし、憲政会案も「同種、類似、密接」を要
すとす。他の案は之を挙げず。故に資本家が反対す。同種のものが組合を作る
は社会上自然なり。労働市場に於て、競争者となる故なり。されど、第二段に
於ては、凡ての労働者が一単位の労働市場を作ることあり得る故に、之の組合
を認めさ

〔ざ〕

るを得ず。即ち、かゝる組合作られて初めて独占を為し得るなり。故
に、同一種と限ることは無意義なり。
地的制限の問題。農商務省案は（3条）府県単位にて組合を作るべしとす。
されど、之は組合の本質を解せざるの論なり。交通の便、職業自由、労働移動
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率の動揺速かなる時に、地的制限を附するは組合の本質に遠し。一労働市場に
は一組合を認むるの要あり。全国一労働市場なれば、全国に亙る組合を要する
なり。
20th N

〔November〕

o v .  �
〔Thursday〕

urs.
労働者にあらさ

〔ざ〕

るものが組合員となることの問題。
各国資本家は主に反対す。されど、組合の組織に於ける各種の実務は、労働

者にては執り得ず。組合が大となればなる程然り。故に、雇人（役員）を要す
るなり。若し之を禁ずべしと為すならば、資本家も労働雇入係の如き巧みなる
雇人を禁ずるを要す。
組合員を労働者に限るの理由なし。
外国人は組合に入り、又作ることを得るか。
仏国は制限を規定す。即ち、他国の勢力が仏蘭西の労働者に及すを恐るゝな

り。之は歴史上、Marx、Kropotkin等が仏蘭西労働者の間に指導的勢力を有
したる時代ありて、之を規定するの要ありしなるべきも、現在之を制限する何
等の要なしと信ず。
妻及未成年者は組合員となり得るか。
之は、現行民法に委すれば足る。即ち、未成年者は親により、妻は自由に組

合員となるを得。
Public Serviceに干

〔関〕

する労働者は組合を作るを得るか。
大都会の Serviceを止むることは、大都会の運転を止むるものなり。故に、

労働者が之を止むる時は、市民は自衛権として之を運行するの自由を有す。労
働者は public serviceにつき、同盟罷業を為すことは不可能なるなり。然らば、
公益事業の労働者は、全然自己の主張を為すの余地なきか。即ち、此処に他の
方法を発見するの要を生ず。即ち、完全なる委員制度を要するなり。企業に参
加するを認むることにより、賃金不足ならば已むを得ず電車賃を上ぐることに
より、之を扱ふの外なし。之に対しては、公益企業の企業者側に於て、充分正
当なる態度を持する要あり。
組合員の加入及脱退の自由。
帝国憲法は結社の自由を保証

〔障〕

す。されど、斯の如き事項は、経済状態が事実
上之を保障する上に於て初めて有効なるものにして、事実之に伴はざれば、法
律の形式的規定は要なし。立法上考ふべきは、
第一、雇主が組合加入を禁ずる事なり。組合員ならば雇はず、又組合に加入

せさ
〔ざ〕

る宣誓を為さしめ、又は加入次第解雇すとなすなり。労働者が組合加入を
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躊躇する最大の原因なり。資本家のかくの如き行為を保護することに最も厚
きは米国なり。Coppage v. Kansas事件の判決（P.236 U.S. 1915）、Hitchman 
Coal & Coke Co.v. Mitchell et al.〔（P.〕245 U.S.（1917）、等は皆、資本家保護
の例なり。

1914〔年〕の Clayton Actは、組合に Anti-trust lawを適用せずして、組合
を保護すべきものとなすに拘らず、その後、契約自由を高唱してこの Actに
反する以上の如き判決を為すの例なり。
米国が何故に契約自由を強調するか。第一は勿論米国の経済事情によるべき

も、最も重大なるは、米国建設の憲法によるなり。建国短くして憲法を曲ぐる
ことあらば、国の基礎危きなり。社会政策見地より、契約自由を危くするは頗
る危し。米国の殊色は此処に存す（closed shop、open shop）。〔欄外 〔Ernst〕
Freund,〔�e〕Police Powerは米国の社会立法を知る上に必読の書なり。米
国の憲法は極めて重大なる考慮を置かるゝところなり。極めて之を rigicに解
す。〕
英国の如きは組合極めて発達する故、放置するも資本家の横暴は起り得るの

余地なし。
独乙は、新憲法に於て組合を保障し、資本家の横暴を防ぐことを完全にす。
次に、組合員の側にて強制して加入せしむる事は如何。
刑法に触るゝ如き暴行強迫は不可なり。されど、勧誘を盛んにして加入せし

むるは、正当なり。かくせさ
〔ざ〕

れば、組合は成立し得ず。
組合除名の事。
組合盛にして除名せらるゝ時は、労働者の生活を危ふくするが如き国は之を

規定し、その組合のかけ金を返却せしむるの要あれど、我国の如きは此の程度
に達せず。

３
〔Ⅲ〕

．組合の能力
現行法上、組合は法人格を有せず、人格なき社団なり。従来は法人とすとの

案多きも、社会局案は自由設立主義をとらんとす（許可主義にあらず）。即ち、
法人と為りたきものは成り得るなり。されど、法律にて之を強制するの要は毫
もなきなり。法人となる時は先づ、組合の名に於て、独立に財産を持ち得るこ
とゝなる。之により個人の信用に信頼するの不便を除き得。次に、法人となる
時は、民〔法〕44条の問題が明白となる。

Ta� Vale Caseに於ては、法人格を認められざりし為、その組合の基本財産
を役員の不法行為の為に賠償としてとられたるなり。組合財産の故を以て、之
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に対抗し得ざりしなり。その換り、又法人格となる時は、その基本財産を失ふ
の機会多かるべし。此の点が問題なり。
第三には、法人となる時は法律行為能力を有することゝなり、訴訟行為能力

も然り。かくせさ
〔ざ〕

れば、全員の委任状を云為するものもある故なり。
法人となりたる時は、役員の行為は当然に組合員を拘束するかの問題あり。

之を従来の如き個人主義的代理法理よりすれば問題となるべきも、社団そのも
のの性質より論ずる時は当然に拘束するなり（法人となるとならさ

〔ざ〕

るとを論ず
るの要なしと余は考ふ）。

４
〔Ⅳ〕

．組合の機関
第一は、第三者より見て何人かを明にすること。
第二は、機関の横暴の問題。元来、組合をmilitantのものとすれば、組合は

autocraticなるをよしとするも、かくすれば組合員の意思を無視するの結果を
生じ得べし。
第三は、機干

〔関〕

となり得る資格の問題。

27th�N
〔November〕

ov.（absent）――〔第七章 労働協約〕〔第一〕労働協約の社会的意義
〔 欄 外 〔Hugo〕 Sinzheimer, 〔Der〕Korporative Arbeitsnormenvertrag, 2Bd. 1907
／〔Hugo〕Sinzheimer, 〔Ein〕Arbeitstarifgesetz ／〔Roman〕Boos, 〔Der〕Gesa-
mtarbeitsvertrag〔nach Schweizerischem Recht (Obl. R. Art. 322 und 323)〕(Swiss) 
1916 ／〔Alfred〕Hueck, Das Recht des Tarifvertrages ／〔Hans〕Dechant,〔Der〕 
Kollektivvertrag 〔nach österreichischem und deutschem Rechtellektivvertrag〕（ 墺 ）
1923／〔Barthélemy〕Raynaud, 〔Le〕Contrat Collectif de Travail , 1901／〔Henri〕
Crepin〔, La convention collective de travail, 1919〕／平野義太郎、法

〔法学協会雑誌〕

協 40〔巻〕.1
〔号〕、41〔巻〕.6〔号〕“労働協約に干

〔関〕

する独乙
〔逸〕

の立法” “独乙
〔逸〕

労働協約の改正”／
社会局．安井〔英二〕、社会政策時報 12月〕

4th D
〔December〕

e c .  �
〔Thursday〕

urs.
〔第二〕労働協約の法律的性質
国家の規範力に依らずして、社会的に規範するの実力あることの事実を先づ注意せ
さ
〔ざ〕

るべからず。国家は之を援助して法律的効果なるものを与ふるなり。その根拠を発
見して抽出することが、法律上の性質の問題となるなり。
法源とは、裁判所が裁判の為に援用すべきあらゆる法律命令を意味するなり。普
通 genetischに法律を作るところのものを法源となすものと混同するも、明かに考ふ
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るを要す。独乙の通説は、国家の規範と社会的規範とを区別せざる故に、窮地に陥れ
り。
如何なる社会効果あるかを先づ国家が労働協約に対して研究し、次には之に保護を
与ふるにつきての価値判断を考ふ（現今の裁判所は、此の価値判断につきて法律に束
縛せらるゝなり）。即ち、その価値判断に際して、何の法律を適用すべきかが法律問
題なるなり。然るに、現行法の中に援助を与ふべき根底無き時は、法令

〔例〕

第二条と同じ
原則を以て之に対すべきものなりと信ず。伝統力により社会に自然に生れたるものに
対する態度は、個人の利害的協約によりて生じたるものと同一なるべければなり。最
高の指導原理たる公の秩序、善良の風俗に反せざる限り、此の事実的問題を取扱ふべ
きなり。現行法中に、該

〔剴〕

切に適用せらるゝものなきは無効なりとする態度を排するな
り。法令

〔例〕

二条を考ふる余地を置くべし。
労働協約の発生の段階は、先づ組合の代表者、争議団の代表者、その他労働者の
利益を代表し得るものと社会的に認めらるゝものが介入して、多数の労働協約が同
時に締結又は改訂せらるゝ場合。此の場合、第三者の為にする契約に適合す。之を
Kollektive Arbeitsvertragと謂ふ。
将来に対する規範を定むる場合が、次に存在す。その中の又一つは、一企業（工
場）に於て労働者を雇ふ場合に守るべき労働条件を定むるものと、他は一企業以外
に、即ち或種の産業全部につき、若くは一地域につきて将来締結せらるべき労働協約
の守るべき協定を為す場合なり。
将来に対する規範を定むる場合に対する立法例頗る異る。最初の立法は Swiss債務

法 322条、323条にして、Gesamtarbeitsvertragと称す。次には、独乙 1918年 12月
23日に Verordnungを出し、1920年 3〔月〕．22日、1923〔年〕．１月 23日に改正
せられたり。

Franceは 1919年 3月 25日労働協約に干
〔関〕

する法律を作れり（労働法典一部 31条以
下）。Austriaが 1919年 12月 18日に立法。之等の中、英国は 1871年の組合法 4条
4号にて、労働協約に基き、その執行を裁判所に求め若くは賠償を請求するも、裁判
所は何等の援助を与へずと規定せり。而るに「此の本条に於ける協約は unlawfulな
るにはあらず」と規定す。之即ち、頗る法律の広き概意を示せるものにして、国家の
保護はせざるも不法にはあらずと「規定」する如きは、他国にて見出し得さ

〔ざ〕

るところ
なり。勿論、之は英国の組合実力の強き事情によるものなれど、法律になきことは
「無き」ことなりとなす他国の説と大いに異る概念より生ず。〔欄外 労働協約に干

〔関〕

す
る各国法令。社会局〕

De�nition：「労働協約は個人の企業者又は企業者団体と労働組合、争議団又は其
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の他労働者の利益を代表し得るものと社会的に認めらるゝものとが、彼等の干
〔関〕

係せる
企業に彼等の干

〔関〕

係せる労働者を雇入るゝに際して、守らざるべからざる規範を設定す
る協約を云ふ」

独乙は、一方の当事者は組合なるを要すとなす。仏国にては、組合にはあらずと
も、goupmentにてもよしとす。余は、社会的に認めらるゝものならばよしと考ふる
なり。只、組織が組合として強固ならざる時は、規範力弱かるべきのみ。事実規範力
を与へ得るならばよしと考ふ。
労働協約は労働契約そのものにはあらず。将来締結すべき労働契約が遵守すべき一
般的の規定を定むることなり。之は又、労働契約の予約にもあらず。
協約の目的は、将来締結せらるべき労働契約が従はざるべからざる規範を創設する
ことに存するなり。
将来締結さるべき契約の中、如何なるものが之に従ふべきかは、協約の効力範囲の
問題にして、後述の如く、或は産業の種類若くは企業の範囲若くは地理的範囲により
て色々に定まるなり。立法問題としては、この範囲を明確にするを要す。規範を強行
する為、当事者互に違反行為に対する制裁を約することあり。例へば、違約金或は除
名又は違反したる契約を無効とする等。之等の制裁規定は、当事者相互に行はるゝ社
会的規範力によりて支持せらるゝ理なるが、更に法律問題としては、之等の制裁規定
の強行を国家が援助するや否やの問題、及協約中に特に何等制裁規定定まらさ

〔ざ〕

る場合
に、当事者の一方が一般法によって制裁を求むる場合に、裁判所は如何なる援助を与
ふべきかの問題を生ず。
〔欄外 独乙にては、当事者の契約は当事者間にのみ有効なるものなりとす。余は、
国家の受

〔ママ〕

権と否とを問はず、社会的規範は事実上存在するものと考ふ。只、国家が之
を援助するか否かの問題あるのみ。独乙にては、違反を無効とするか賠償とするか
は、法規となれるか否らざるかによるものとす。されど之は、国家と契約とを全然別
物と見るより生ずる思想なり。頗る国家に掴はれたる形式的議論なり。国家と雖も、
社会人の契約と同視し得るなり〕
協約の当事者。
労働協約の当事者は、一方は一個の企業者又は企業者団体にして、他方は労働組合
その他労働者団体又は労働者の利益を代表し得るものと社会的に認めらるゝものな
り。効果の及ぶ範囲を明確にせざれば、国家的援助は与へ難し。
協約の法式。
我国の現行法には何等の規定なし。然るに、之は将来に対する規範なれば、その内



195〈翻刻〉 末弘厳太郎の 1924年度「労働法制」講義録

容明確にして、利益干
〔関〕

係者が容易に之を知り得ることを要す。外国立法にては、一は
書面によるを要すとなし、又協約を公示・登録することを要求す。

〔第三〕協約の効力
11th D

〔December〕

e c .  �
〔Thursday〕

urs.
根本問題は既に述べたり。社会的効力と法律的効力とは、全然別物なり。以下に述
ぶるは、専ら法律的効力に就きてなり。
学者は規範的効力と債務的効力とを分って説明す。前者は、将来資本家及労働者が
遵守すべきものを意味す。而るに、労働協約は之のみを規定せずして、各種の債務を
当事者間に約定す。例へば、違約金契約、Fremdenrecht等。債務的効力に就きては、
普通の債務契約と同じ。只、団体的なる為、強制履行に実際上の困難あるのみ。重要
なるは規範的効力に関す。以下、之を説明す。
規範的効力の根拠。
何故に協約締結さるる時は、その干

〔関〕

係団体が之によって拘束せらるゝかの問題。或
者は第三者の契約なりとし、或者は委任・代理にて説明せんとし、或者は法人ならば
団体員を拘束すとなす。更に、或は法人にあらずとも社団ならば、代表者の行為は団
体員を拘束すと説明す。
社会的事実による規範は此の場合、注意して除くを要す。問題は、裁判所が如何に
取扱ふべきかの問題なり。社会的に規範力あるは、その代表者が実際上、その労働者
を規範するだけの実力を有する故なり。第三者の為にする契約説・委任代理説は、未
だ労働組合の存在せさ

〔ざ〕

る時に行はれたるのみ。組合現はれて、法人説・社団説を生
ず。
問題は裁判所が如何にするかなり。余は、直ちに法律問題として、その適用を考ふ
るの要なく、裁判所は須く社会的規範を視るに慣習法を見る如くすべしと云ふなり。
国家の立場として認むべきや否やによりて判断す。その標準は詳しく規定せらるゝも
のと然とあり。我国は法例第 2条によるのみ。
労働協約と慣習法と異るは、前者は利害干

〔関〕

係者の間の契約にして、後者は多年の慣
行によるものなるの点にあり。この差異は、国家の之に対する態度を異にせしむる理
なし。故に、問題は先づ、果して社会上規範力成立せりや。次に、之を認むべきや否
やの二段となる。〔欄外 国家の裁判所はその干

〔関〕

係すべきものにあらざる事項を確定
す。散歩の契約、夫婦喧嘩等然り。労働協約違反の問題は、かゝる干

〔関〕

係の要なきもの
なりや、干

〔関〕

係して保護すべきものなりやを裁判所が判断するものなり。契約と立法と
の効力の差の如きは大いに疑ある点なり。〕
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規範的効力の内容。
先づ、第一の問題は、協約に違反したる労働契約は有効なりや。此に対し、二説考
へらる。協約は単に約束に過ぎさ

〔ざ〕

る故、損害賠償あるのみにして、その違反したる契
約は有効なりとする説と、協約に違反する契約に一部を無効として協約にまで縮むる
なりとする説（Unabdingbarkeit）。〔欄外 〔Philipp〕Lotmar,〔Der〕Arbeitsvertrag〕
之を如何に裁判所が取扱ふかは立法問題にして、何れをも採り得。之も無効とし、
その無効の部分は協約の内容によりて補充せらるとなすの立法例多し。協約は法律を
生ずる故にとなす。されど英国等にては、法律に違反するも効力は有効にして、只損
害賠償を要すと説明す。法律なりと云ふことゝ、その有効無効とは全く別問題なり。
要は、当事者が何を欲するかに存す。裁判所が協約を如実に観じて判断すべきものな
り。
第二、違反者に対する制裁問題。
債務的効力の方より見て、違反したる際に問題なきか。415条の問題は之にも起り
得べし。
制裁の問題は主として違約金を定めたる場合に干

〔関〕

す。
規範的効力の範囲。
人的範囲、地的範囲、職業的範囲等考へらる。この範囲は、当事者の定めたるも
のを基礎とす。されど次に、当事者の代表の実力が之に伴ふや否やを見て、実力の
範囲に狭むるを要す。その実力の及ぶや否やの点は、裁判所の判断に於て最も困難
なる点なり。故に、実力ありと認むべき標準を形式的にてもよき故に、規定し置
くことの必要あり。後より加入したるものも之によりて規律せらるゝなり。〔欄外 
Allgemeinverbindlichkeit（独）／ Allgemeine satzung（墺）／独乙にては協約の際、
当事者が Allgemeinverbindlichなりと宣言すべきことを国家に請求す。之によって
実力の及ぶ範囲を決するなり。之は、一部が相当に強力となる時は、他にもそれが及
ぶことを基礎とす。〕
抑〻労働組合の実力大となれば、法律の要なきなり。法律が規定を置かんとするは、
只間違の起りし時を慮るなり。その立法は勢大体の基準に過ぎず。社会的規範と法律
的規範との別を明分せさ

〔ざ〕

れば、此の問題は取扱ひ難し。
範囲の問題の一として、時間的範囲の問題あり。長く以前に規定したるものが後ま
でも拘束し得ることなきなり。

〔2冊目：資料番号 109－ 6「〔矢部貞治ノート（第一高等学校時代 6）〕」〕
労働法制 末弘教授
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第二冊。
18th D

〔December〕

e c .  �
〔Thursday〕

urs.
第七
〔八〕

章 労働争議に干
〔関〕

する法律問題
序説、労働争議の意義及各種の戦法
第二、戦法の合法性及その限界
第三、労働争議の限界としての刑事制裁
第四、労働争議の限界としての私法的効果
第五、労働争議調停に干

〔関〕

する法制

序説 労働争議の意義及各種の戦法
労働争議は要するに、労働と資本とが今日分離対立するに、両者結合せざれば生産
し得ず、その結合につき相互に協定・合意が成立せさ

〔ざ〕

る際、各〻が実力によりて相手
方を屈服せしめ、自己の意見に従はしむるものを謂ふ。勿論、労働争議の戦法は必ず
しも常に此の目的にて行ふにはあらず。議会の反省を促す為に、demonstrationを為
すことあり。又、Maydayに於て、労働階級の重要を示す為に generallyに休業する
こともあり。之等は只、Propagandaに過ぎず。かゝる Demonstrationsstreikの外に
は尚、Sympathiestreikなるものもあり。団体争議の解決に最も大なる力を有するは、
畢竟輿論の力なり。かゝる properなる目的による争議にあらさ

〔ざ〕

る外のものは、その
properなるものと刑事的取扱を異にせずと雖も、その調停・私法上の効果に於ては
全く異る。以下は、properなるものにつきて述ぶるなり。此の二者を混同すること
により、世人大いに strikeに対する不公平なる意見を抱くものなり。注意して分明に
区別すべきなり。
此の労働条件改善の為にする争議に於て用ひらるゝ戦法の最大なるものは Streik

なり。次には Sabotageなり。我国には実例少きも、Boycott（Verrufserklärung、
Warensperre）あり。之は、労働者が或工場の品物を買はざるものあり（Simple 
boycott）。或は、町の商人を圧迫して、一定の工場の品物を売ることを禁じ、若
くは町中の一般消費者に対し、その工場の品物を買ふことを止めしむるものあり
（Secondary boycott）。〔欄外 boycottの中、Secondaryのものは米国にては不法行
為となる。この戦法は日本には少し故に、こゝに述べざれど、研究せんとするもの
は、米国の労働問題の本を見れば足る。殊に、〔Harry W.〕Laidler, Boycotts &〔the〕
Labor Struggle, 1914〕次に、資本家の用ふるものとして、lock out（Aussperrung）
あり。之は、労働者が怠業気分にある時に、工場を閉鎖するもの。次には又、資本家
に気に入らざる労働者を Black listに載せて各工場に回付し、之を雇はざるもの。之
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は boycottに相当す。
〔欄外 〔1924年〕五月六月法

〔法学協会雑誌〕

協 平野〔義太郎〕「労
〔 同 盟 罷 業 〕

働争議の合法性とそ
〔其〕

の私法的
効果」〕

第二 労働争議の戦術の合法性の限界
契約条件が気に入る迄は、労働を売らず又買はさ

〔ざ〕

ることは当事者の自由なるを要
す。一市場単位の労働者が結束すれば、労働の独占を完うすることゝなる。その独占
を守って契約条件の満足を得る迄結束して売らざることを許すは、当事者の同等の地
位を認めんとする限り必要にして、此の意味にて労働争議は合法ならさ

〔ざ〕

るべからず。
当事者は売ると買ふとを自由に保ち得ることを必要とす。その自由を圧迫せんとする
諸種の戦法を何の程度迄合法視するは、恰も不正競業に対する態度と同一に持さるべ
きものなり。又、国際法上の戦術の制限と同種の問題なり。何故、其は結局は実力の
問題なればなり。
二つの制限を置くことを得。一は、一般刑法に禁ずる戦法は用ふることを得ず。暴
行・強迫等凡て之也。争議には資本家にとりて、必ず強迫、必ず業務妨害なりとなす
説多し。即ち、一般刑法に直ちに触るゝことゝなすなり。殊に、この後者が問題とな
る。即ち、直ちに業務の妨害となるにはあらさ

〔ざ〕

るかの疑大なるなり。されど之は、資
本家（工場）を本位として考ふるより生ずる感情に過ぎず。労働者の側を考ふれば、
労働の取引は当事者同等の地位に立っての契約なるなれば、その売買に際し自由にそ
の意思を決し得さ

〔ざ〕

るべからさ
〔ざ〕

るは明なり。之が何等業務の妨害となるの理なし。かゝ
ることを業務の妨害とせんとせば、凡て売買取引に関することは悉く業務妨害なるべ
し。只余りに不当なる手段による時は、違法性を発するなり（不正競業の考へと同
じ）。故に、strikeそれ自身の本質が、直ちに違法なるにはあらず。一般刑法に触るゝ
方法を用ひざれば、違法と云ひ得ず。
然るに第二に、仮令一般刑法に触れずとも、その目的を達するに余りに不当なる方
法を用ふることは違法性を生ず。例へば、「村八分」の如き共同絶交等之なり。大審
院は、その絶交の動機が正当なりや、絶交の限度が適当の範囲を超えたるにはあらさ

〔ざ〕

るかを標準として決す。
第三の限界として考ふべきは、公益上必要なる企業に就いては、その企業の作用を
停止すること能はず。只、公益企業とその然らさ

〔ざ〕

るものとの限界につきては、後に述
ぶ（争議の調停の章）。以上の三を労働戦術の限界なりと信ず。〔欄外 Sabotageに
つき、大正十一年五月廿九日大審院判決の上告理由に、山崎今朝彌氏の述べたるとこ
ろは最も面白き参考なり。〕
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此の外に、国家の産業を云為するものあれど、若し産業を云為すれば、労働者のみ
ならず資本家の方もその責任を負はさ

〔ざ〕

るべからず。問題はその要求の正当と否とに存
するなり。

29th J
〔January〕

a n . �
〔Thursday〕

urs.
第三 刑罰法規

何れの国にても、初めは刑罰法規を以て労働者団体に対するを通例とす。次には、
資本家の側より不法行為損害賠償を請求せらる。その額は多く極めて莫大にして、
20万弗、60万弗等のものあり。1903年の米国ダルベリーハッタース事件等、Ta� 
vail caseに於ても 23万円程賠償せしめられたり。次には、特別法を以て規律せんと
するに至るなり。
我国の発達は極めて遅く、現今その第一段、刑罰法規の時代に属す。労働争議に対
する刑事法規は一般法規、治安警察法、各法規の刑罰規定にあり。現今治安警察法の
改正撤廃問題は喧しき問題なるが、如何に法規を改正すとも又は撤廃するも、警察
官・裁判官が徹底的にその人生観を改め、strike自身は決して違法のものにあらずと
信ずるに至らざれば、如何様にしても罰し得べきことに敢く迄注目することを必要と
す。
刑法中著目すべき規定は、106・107条の騒擾罪の規定なり。無論、騒擾罪に該当

すべき時は之により処断すべきことは明なり。但し、かゝる程度に至らしむる原因
は、警察官が exciteするにより、又資本家が平和的交渉を拒絶するにより至ること
多し。
大正 13年 7月 10日に於て、106条を適用したる大審院の判例あり。旧刑法には、
一地方の静謐を害することを要件とす。新刑法には之なし。此の新刑法の規定は、そ
の当否は大いに疑ふべきものなり。治安警察法を適用するよりも、之を適用すべきこ
と多かるべし。警察法が廃止せられたる後は、特に然りとす。而して、此の規定の範
囲が極めて大にして、而も前述の判例あることは極めて大問題なり。〔欄外 判

〔判例批評〕

批、
〔法学〕志林 26巻 12号 平野〔義太郎〕「労働運動と騒擾罪」〕
刑法 234条〔業務妨害罪〕が次に来る。此の規定によれば、何等騒ぐことなくと

も、威力なりとして罰すること極めて容易なるべし。然るに、労働者が労働を売るに
つきて示す所の威力は、刑法の趣旨とする威力と全然異るものなり。之を分つの要あ
るなり。されど兎に角、此の規定は将来注目すべきものなり。労働契約が個々的に自
由に契約せらるゝならば、成程之を破って業務を妨害するものの中に加はるは債務不
履行なるべし。されど余は惟ふに、現在の労働契約は決して個々的のものにあらずし
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て、一の定まれる契約の流れに従ふものなれば、全体として行動することは必然の問
題なり。故に、之を全体として見れば、債む

〔務〕

の不履行を云為するの余地なきなり。業
務妨害についても同様のことなり。
次に問題となるは、222条（脅迫罪）なり。集団にて働かざることは違法（222条

に対する）にあらさ
〔ざ〕

ることは、多く人の認むる所なり。只問題となるは、罷業破りて
絶交する時に存す。
其の他刑罰法中の暴行規定も問題となる。
次に、治安警察法。
治安警察法には、屋外集会に許可を得るを要するを規定す（4条、8条）。strikeに

適用あり得べし。〔欄外 大正 13.6.10大審院刑事部 480頁は 4条 8条適用の例なり〕
1
〔 9〕

9条は、刑事被告の労働者は賞恤すべからずと規定す。新聞紙法の中に同様の規
定あり。

14条。秘密結社は之を禁止す。判例（〔大正〕13.10.10）は、秘密結社の意義を極
めて驚くべく広く解す。〔欄外 判決〔大正〕13.10.10  677頁（十号）〕
其の外多くあれど、当面の問題は 17条及 30条なり。
社会局は、之を全然廃止せんとす。17条は一定の目的の為に、次の行為をなすこ
とを禁ず（暴行脅迫、公然の誹毀）。目的とは、（一）争議団又は組合に加入せしめ、
不加入を強制する目的、（二）strikeをなさしむる為、若くは又雇主をして同盟解雇
をやらせる為、（三）労働条件につき相手方の承諾を強制すること、（四）小作条件に
つき相手方の承諾を強制すること。
その外に、誘惑煽動を上の（二）の目的の為に為したる時は罰せらる。上の者は

30条により、一ヶ月以上十ヶ月以下の重禁錮、附加刑として 3月以上 30円の罰金を
附す。
暴行強

〔脅〕

迫・公然誹毀は既に刑法にて罰せられ、最長期は警察法よりも大なるなり。
暴行・誹毀は刑法にては親告罪なり。
現在の警察官は、刑法上と警察法とは法益が異るとなす。刑法は私益なりとす。
又、親告罪とすれば、事実上の効力薄しとの理由を以て、治安警察法を存置せんこと
を主張す。但し、法益は異ることなし。又、親告罪が親告するものを少くするは、特
に労働者に限らさ

〔ざ〕

るなり。
次に、strikeは必ず煽動誘惑を含まずしては為し得ず、現在は strikeの当事者にあ
らざる第三者が之を為したる時のみ、之を罰することゝせり〔欄外 大正 12年、〔熊
本県八代郡〕郡築村の判決（法律新聞）は第三者の干

〔関〕

与を罰したる例なり〕。されど、
第三者の意義を妥当に解するの要あり。煽動の意味につき、判決（左頁〔欄外 大正
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9.3.10刑〔事部〕153頁 大正 11.6.6.―〕）は、極めて広く之を解釈す。程度を問は
ず、相手は不特定にてもよく、言葉は激烈なると否とを問はず、現に strikeをなしす
るあるものを慰撫するも、悉く之に入るとなす。かくの如きは、団体の観念を忘れ、
人間性を無視するものなり。
警察法規。
〔警察犯〕処罰令 第一条四号、妄りに面会を求めて強談すること

第二条 31 号、他人の身辺に立塞がり尾行すること（picketing）
処罰令の外に各府県の処罰令あり。多くの県にあるは、「故なく紛議に干

〔関〕

与し煽動
したるもの」を罰す。府県令に罰則を付すべき。〔明治 23年〕法律 84号〔命令ノ条
項違犯ニ関スル罰則ノ件〕は不当の法律なり。〔欄外 昨年改造、平野〔義太郎〕〕

第四 私法的効果
〔欄外 平野〔義太郎〕法

〔法学協会雑誌〕

協 42巻 5,6号「労
〔同盟罷業の合法性〕

働争議とそ
〔其〕

の私法的効果」／
土
〔 私 法 論 集：土 方 教 授 在 職 二 十 五 年 記 念 〕

方在職廿五年祝賀論文集 池田寅次
〔二〕

郎「英国に於ける労働争議を論ず」／
〔Wilhelm〕 Groh, Koalitionsrecht〕
之は外国に多き問題なり。此処には、Strikeと Sabotageとを眼中に置いて論ず。
先づ、strike・怠業は労働契約に如何に影響するか、債務不履行とはならさ

〔ざ〕

るか。
個人主義の考へよりすれば、不履行なり。平野氏は、労働契約の如き継続的契約に
は、働かざることそれ自身は賠償の責任あれど、その根本の労働契約それ自身は一時
の働かさ

〔ざ〕

ることによりては解除することを得ずと説く。その根拠とする所は、国際法
上の clausula rebus sic stantibusの原理（即ち、事情が変遷したる時は条約を廃棄し
得る原理）なり〔欄外 牧の

〔野〕

〔英一〕 〔法学〕志林 23巻 11号「法律行為効果の合理
的基礎」〕。されど、此の原理を直ちに日本の裁判所にて採用することは不可能なりと
余は信ず。独乙にては、経済事情が激変する為に此の原則が採用せられたるのみ。日
本に於ては、さる激変なきなり。故に、疑は尚存在す。
かゝる原理に拘泥するは尚、個人的法制の臭を脱せさ

〔ざ〕

るものなり。労働者は要する
に、労働の売買に於て自由を存す。然るに、取引の上に個人が独立して入ることは全
然の不自由を有するのみとなる故に、一定の取引の流れの中に浮びて之を為すに外
なし。故に、集団的の契約をなすに際し、売買の馳引をなすは何等の不合理・不合
法なきなり。初めの契約の不履行にはあらず、新たなる契約を要求するなり。〔欄外 
1923.7.20. Frankfurt am Mainの地方裁判所の判決（Arbeitsrecht 1924、11号）は、
資本家に従ふよりも、組合に従ふは höhere p�ichtなりとなしたり。之はその point
を掴むものなり。〕
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5th F
〔February〕

e b . �
〔Thursday〕

urs.
一人一人にては自由なる取引をなし得さ

〔ざ〕

るなれば、その自由を確保する為には、団
体運動を認めさ

〔ざ〕

るべからさ
〔ざ〕

るなり。strike、sabotageは債務不履行にはあらずして、
新たなる売買の馳引を為しつゝあるものなり。然らば、如何なる strikeを為すも許さ
るゝか。strikeの濫用とも云ふべきものなきか。勿論、かゝる濫用あり得べし。濫用
は許すべからず。即ち、原則として strikeは賠償責任を生ぜず、又、民〔法〕541条
も適用なし（何となれば、之を妄りに適用すれば、結局実際上 strikeを為し得ざる故
なり）。従って又、已むことを得さ

〔ざ〕

る事由ある時は直ちに解雇し得との規定（〔民法〕
628条）も亦、適用を阻却せらる。何となれば、已むことを得るか得さ

〔ざ〕

るかは裁判所
が有効に認定すべきものにして、雇主が之を為して妄りに解雇する時は、原告は労働
者となり多くの点に於て極めて不利の立場に陥る故なり。漠然たる規定は原告者に極
めて不利なり。独乙の如く、已むことを得さ

〔ざ〕

る事由を列挙するを要す。大正 11.5.29.
判決は、怠業は雇用の目的に適せずとして、労働者の賃銀請求権を否定したり〔欄外 
大正 11.5.29（民 259頁）印刷会社の怠業〕。已むことを得ずと云ふは、「直ちに解雇
せざるべからざる特殊の事由」を要するなり。今度雇ひ置くことが不利なるのみにて
は、此の要件に適せず。宜しく Frankfurt am Main判決を範とすべきなり。
不法行為の問題。
先づ、営業妨害により不法行為となることなきか。労働争議は労働の売買の馳引な
るなれば、その為に損害を蒙るとも、不法行為・営業妨害となることなし。契約締結
の自由の原則に適す。
英国にては、営業妨害として損害の賠償をなしたること屡〻ある故に、1906年の

Trade D
〔D i s p u t e s〕

ispute Actには、労働争議に干
〔関〕

する為の行為は凡て営業の妨害として、損害
賠償責任を生ずることなしと規定す。大体当事者たる労働者の行為が不法行為となら
ざることは認め易きも、第三者が之を為すことは不法行為とならずと認めらるゝこと
難し。即ち、組合の幹部は第三者なりとなすなり。されど、strike権を認めんとすれ
ば、幹部の運動も適法なることを認むるに非れば、意味を為さざるなり。
次に、strike不参加者に対する干

〔関〕

係。
即ち、strikeに加はらさ

〔ざ〕

るに拘らず賃銀が貰へざる場合、又は不参加者に対する暴
行脅迫、或は又、或人を解雇せしめんとして strikeをなしたる為、その人が strikeを
理由として賠償を請求する場合。
第一の不参加者の損害については、参加労働者は自己の為に馳引をなしつゝあるも
のにして、その為に偶〻不参加労働者に損を及ぼすも責任なし。第二に、暴行脅迫す
ることは勿論不法なれど、労働者の仲間に於て strike破りて誹毀することは当然にし
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て、之を名誉毀損とする時は事件の数猛烈に大となるべし。よろしく裁判官は注意す
るを要す。〔欄外 判例民法 108事件、穂積〔重遠〕／〔Francis B.〕Sayre: Cases on 
Labor Law  P.317 P.318〕
第三の場合には、問題は因果干

〔関〕

係にあり。而るに、此の場合特定人を解雇するは、
資本家が損害計算を為して解雇したるなれば、strikeに責任なしとする説と、strike
の圧迫が原因なる故、strikeの不法行為なりとする説とに分る。
此の点に干

〔関〕

し、更に重大なる問題あり。即ち、雇主の取引の相手方に strikeが損害
を与へたる場合、之なり。strikeの為に製造遅れ、又出船が遅れたる場合等の如し。
此の場合と雖も、労働の売買は自由なるなれば、売らさ

〔ざ〕

るも買はさ
〔ざ〕

るも自由なり。資
本家も労働組合も相手方に対し、責任を負ふことなきなり。vis majorなればなり。
故に、近時は strike clauseなるものを付して、責任解除の旨を規約す。

第五 労働争議の解決に干
〔関〕

する法制
元来、労働の売買を自由に委する現代の組織に於ては、争議の生す

〔ず〕

ることは避くる
こと能はず。然るに争議には、全くの私事と、公共に干

〔関〕

することゝ二種存在す。之は
企業の種類によりて異る。産業は勿論見方によれば、一として公共に干

〔関〕

せさ
〔ざ〕

るものな
し。されど、その程度は極めて段階あるなり。
争議あれば、何れかが敗るゝか、和解により T

〔 T a r i f v e r t r a g 〕

ari� Vertragを生す
〔ず〕

るか、第三者が
調停（conciliation、schlichtung）に入り或は第三者を仲裁（arbitration）として解決
するかの場合を生ず。此の第三の場合に得意なるは英国なり。〔欄外 調停・仲裁の
参考書／〔B.G.〕De Montgomery, British & Continental Labour Policy（労働争議の
背後に存在する政治経済の事情を巧みに書けり）／〔John R.〕Commons〔and John 
B. Andrews〕, Principles of Labor Legislation〕
調停につき採るる立法例。例へば、調停機関設立せられ、双方が希望あるならば、
之を機関に付して調停若くは仲裁を乞ふなり。希望を条件とする時は調停費用につ
き、又証拠の蒐集等につき便宜なり。之を Voluntary Conciliationと云ひ、英国の
1896年・1919年の法律、仏国 189-等之なり。政府が中間に立ちて、一方を進める
により効果を挙げ得べし。

Voluntaryに対し一方の申立あり、又は官庁が必要なりと認むる場合には、相手
は兎に角出て来るの義務ありとするものあり。干渉の程度増す。之を Compulsory 
Conciliationとす。日本は公益企業につき、Compulsoryをとりたり。
或は、申立人が労働者なる時にのみ、Compulsoryとすとの規定も作り得べきなり。

Compulsoryとすることは、労働組合の利益なるなり。之に反対するは無意味なり。
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事、公共（Public Utilities（Services））に干
〔関〕

する時は、国家の干渉の態度は大いに
異る。
或は、強制調停に止むるものあり（日本も之をとる）。更に、強制仲裁を採るとこ
ろあり（Australia、New Zealand、Kansas ʻCourt of Industrial Relationsʼ 等）。仲裁手
続中は strikeを禁ずるを常とす。之に反すれば罰し得るなれど、中々困難なり。〔欄
外 大戦当時の軍事工業は強制仲裁とす。戦時には容易なり。〕
公共事業の strikeを只妄りに制限して、strike権を奪ふことは不可なり。大いに考
慮するを要す。又、労働者の政治的意見が力ある時は、強制仲裁も有意義なれど、然
らさ
〔ざ〕

る時は却って不公平を増すべし。故に、strikeをその間止めることにつき難問題
を生ずるなり。仲裁を終りたる時は、その判断を強制するを要す。その方法如何が
問題なり。刑罰にて為すか、又は tarifvertragの方法によるかの二途あり。之は困難
なる為、勧告をなすにより、その後は輿論に訴ふることゝす。之を即ち investigation
と称す。
12th F

〔February〕

e b . �
〔Thursday〕

urs.
今次の〔労働争議〕調停法案〔1925年 1月 15日公表〕は、調停主義をとる。和解
を目的とし、仲裁を強制するの方法によらず、調停には強制調停と任意調停とあり。
当事者に拘らず政府が調停に付するを前者として、当事者同意の上に開くを任意調停
と云ふ。
公益企業と一般企業とを分ち、前者には強制、後者には任意の主義による。
調停法第一条に公益企業を列挙す。交通機干

〔関〕

、通信機干
〔関〕

、水道、瓦斯、電気、之等
に又、動力を供するもの、及日常生活に干

〔関〕

係直接にして勅令を以て定むるもの等な
り。石炭の如きは、日本にては公益と云ひ得ざるべし。又、公益企業につき資本家の
要求は種々あれども、調停は strikeを全然止めしめんとしてなすものにはあらず。
調停は一方の請求ありし時、又は政府が必要と認めたる時に強制的になすなり。

「争議発生したる時」と規定する故、疑問あり。必ずしも serviceが止まるの要なく、
意見相違して解決を得る見込ある時となす。之は明かに文字を換ふるを要す。
調停委員会は九人にて組織す。資本家側 3名、労働者側 3名にして、他に中立 3

名を上の 6名が相談して選ぶ（細目は法案参照）。決議終了迄は 3週間の余裕あり。
その間は strikeに対し、第三者が誘惑煽動をなすことを禁ず。調停は元来公開しては
決して成立せず。故に、公開を廃す。13・14・15条は重要の規定なり。17条も亦重
要。成立後は公表すとなす。只、当事者の意思により公表を止むることを得。公平な
る批評を受くる為なり。

19条は、次の事の為に、誘惑煽動を第三者が為すことを禁ず。
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1．lock out  2．strike  3．sabotage
此の規定は治安警察法十七条廃止の前提の上に立つ。
警察法と比すれば、此の規定の方が sabotageを罰するにつき重し。その他の点、
暴行・脅迫・公然誹毀は該法にては一般刑法に譲る。又、当事者が誘惑煽動すること
を禁ぜず。問題は、第三者が之を為すことを禁ずるの点にあり。strikeを strikerの
みにて成立せしむることは不可能なり。之を世話するものを必要とす。資本家側と雖
も、strikeに際し他人を使用するなれば、労働者も勿論第三者を使ふことは許されさ

〔ざ〕

るべからず。
次に、一般企業につき見る。第一条以外の事業につきては、任意調停方法による。
組織手続は全然同じ。只、19条 21条を除くのみ。故に又、一般企業につきては、第
三者の誘惑煽動をも禁ずることなし。
批評： 案の全体につき云へば、此の立案の精神は治安警察法廃止の方便なり。此
の法自身は余り効力あるものにはあらざるなり。故に、批評は実はむきになってする
の必要なし。
仲裁主義を採らざることは、現今の日本にては当然なりと思ふ。
組合法を作らずして調停法を作ることは無意義なりとの説あり。組合法により、そ
の statusが定まれば、調停にも容易なることは明なり。されど反対するものは、組合
法なき限り、組合の社会的存在それ自身が存在せざるものと考ふるなり。されど、社
会的存在は厳然たる事実にして、組合法により法律的に種々の権能を与へられずとも
組合が存在する限り、何等法律上の問題たらずと云ひ得ず。調停法は、組合を認むる
経路なり。組合法なくして調停法を作ることは、決して無意義にあらず。
次には、委員会を作るに一週間を要することは到底公益企業の見地より適当ならず
とて、常設委員会設置説あり。成程、之によれば迅速なるべきも、一々の委員会を作
り置くことは困難なる点もあるなり。されど、何等かの方法により、迅速にすること
を必要とす。此の点は、「争議発生の時」の解釈とも関連す。

19条の問題は、第三者の問題と、此の規定によれば serviceの止まることを毫も防
ぐの方策無き点とを批評することを得。公益企業の serviceを止まらざる様にする方
法は無きか。

Canadaはその間は strikeを禁止す。されどかくすれば、その間に資本家の方は準
備を整へて之に対すべく、労働者は strikeにより人を驚かすところにその真髄あるな
れば、調停期間を待っては決して人を驚かすこと能はず。即ち、strikeを禁ずれば、
労働者に極めて不公平なり。又、罰金によりて strikeを止むることは不可能なり。故
に、strikeを止むるに換はるべき方法として、余は、企業そのものに労働者が参加
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する制度を設くることを提言す。之により、strikeを起す必要を減ずるなり。〔欄外 
U.S.A. Public Utility Commissionの制度につき参照すべし〕
一般企業に就いては、委員会を任意に委すればよきにあらずや。之は任意とすべき
なり。
一般企業に何故に強制調停主義を採らざりしかの疑問あり。19条を適用せざれば、

出頭しても応ぜずして帰るを得るなれば、強制主義とするも何等妨げなきなり。兎も
角も、双方の顔を合はせることは必要なるなり。全く任意とすれば、此の規定が適用
せらるゝ機会は皆無となるべし。兎に角、官庁を中

〔仲〕

介にすることは必要なり。只、数
少き組合に一々応ずることは面倒なる故、或定足数以上を規定することを以て之に対
すべし。
結論としては、争議予防に対し産業を三別し、

1. 内職等組合を作り得さ
〔ざ〕

るもの。之につきては、最低賃銀委員会を国家が
作るをよしとす。

2. 普通の企業。之は放任すべし。
3. Public Utility。之には企業参加を完全にすべし。

第 
〔九〕

章 工場の安全及衛生
岡実：工場法論 784頁以下
労働災厄、労働疾患

扶助の問題、Workmenʼs Compensationの問題は、国際労働会議にて問題と
なる。新工場法は多少異る。不法行為。
疾患に干

〔関〕

しては、Professional sickに対し、健康保険法にて応ぜとす。特に、
黄燐マッチ禁止法なるものあり。

第 
〔十〕

章 共済組合と労働保険
森荘〔三郎〕：労働保険研究
〃
〔森荘三郎〕

〃：健康保険法解説
鉄道省の共済組合が模範的なり。私立工場のものは、社会局の調査あり。

第 
〔十一〕

章 労働行政の諸機干
〔関〕

特に、工場監督制度に就き、述べんとしたり。

最
〔第十二〕

後章 国際労働法
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沿革、国際労働会議。
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